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タンザニア連合共和国 基礎情報 

■ 首都：ドドマ（ダルエスサラームが実質的な首都機能を果たす） ■ 言語：スワヒリ語（国語）・英語（公用語・公文書） 
■ 面積：94.51万k㎡（日本の約2.55倍）  ■ 人口：3,590万人（2003年世銀） 
■ 平均人口増加率：2.0%（2003年世銀推定値） 
■ 経済指標：GNI（国民総所得）1億700万ドル（300ドル/人、2003年世銀） 
         GDP構成比：農業45.0%・工業16.4%・サービス 38.6% 
■ 社会状況：宗教：イスラム教（31％）・キリスト教（25％）・伝統宗教（44％）、平均寿命：42.7才、 
         5才以下死亡率：165人／1,000人当たり、15才以上の識字率：男性85.2%女性69.2% 
■ 自然状況：対象地域の気候：熱帯性乾燥気候、年間降雨量：800～1,000mm、雨期：11月～翌年5月 
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調査対象地域位置図（全体図）
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図 調査対象区域（詳細図） 

 

 

 

 

業務対象区間 約190km
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(1) ムトワラ港－マサシ 

場 所 ムトワラ港 

撮影日 2005年7月29日 

概 要 

ムトワラ開発回廊の起点となる

ムトワラ港の状況 
カシューナッツ収穫期には、ここ

からインドやスリランカから多

くの船舶が出入りする 
（カシューナッツ取り入れ時期

は12月から1月頃で本調査時期
は船舶は見られなかった） 

場 所 マサシ起点付近のバスターミナ

ル 

撮影日 2005年7月30日 

概 要 

起点付近には、マサシ・バスター

ミナルがあり、ムトワラ方向やト

ゥンドゥル方向に 1 日数便のバ
スが運行している 
マサシ-トゥンドゥル間のバス料
金は6,000シリングであり、ほぼ
同じ距離の他の舗装区間（ダルエ

ス-モロゴロ間）は、2,500シリン
グであり、2.5 倍の価格となって
いる 

場 所 マサシから約3km地点 

撮影日 2005年8月4日 

概 要 

道路は、マサシ市街地への通勤交

通（主に自転車）が多い。 
マサシ周辺は、比較的道路幅があ

り、轍も少なく、自転車や歩行者

への危険は少ない 

現 地 写 真 集
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(2) マサシ-トゥンドゥル 

場 所 マサシから80km地点 

撮影日 2005年7月29日 

概 要 
道路幅員は、6m程度である
が、轍により走行できる幅

員は小さい 

場 所 マサシから100km地点 

撮影日 2005年8月5日 

概 要 

道路勾配の大きい地点は、

流水による浸食作用のた

め、大きく削られており、

走行速度が 20km/h に下が
る。また、雨季には泥濘化

し、4WDがやっと通行でき
る区間である 

場 所 マサシから125km付近 

撮影日 2005年8月4日 

 

概 要 

道路沿道には、巨岩があり

マサシ-トゥンドゥル間の
独特の風景となっている 
ソンガンベレ山（120-130km
地点） 
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(3) マサシ-トゥンドゥル 

場 所 マサシから150km地点 

撮影日 2005年8月5日 

 

概 要 

先行車または離合車が巻き

上げる粉じんは、ドライバ

ーや通行者の視界を妨げ交

通安全上の大きな障害とな

っている 

場 所 マサシから160km付近 

撮影日 2005年7月30日 

 

概 要 

道路を横断する河川は多い

が、唯一通年流水のあるム

フウェシ川。 
雨季には、橋桁を超えて水

位が上昇する。 
民間会社が橋梁周辺に宝

石・貴金属関連の採掘権を

有する 

場 所 トゥンドゥル県庁 

撮影日 2005年8月5日 

概 要 

プレ・ヒアリングの実施状

況 
30人以上の村長、地方自治
体関係者が集まった 



 vi

略 語 集 

（アルファベット順） 

＜組織・プロジェクト名関連＞ 
AfDB  African Development Bank   ＜アフリカ開発銀行＞ 
BADEA  Arab Bank for Economic Development in Africa ＜アフリカ経済開発アラブ銀行＞ 
DANIDA Danish International Development Agency ＜デンマーク国際開発事業団＞ 
EIA  Environmental Impact Assessment  ＜環境影響評価／環境アセスメント＞ 
EIS  Environment Impact Statement  ＜環境影響表明書＞ 
EU  European Union     ＜欧州連合＞ 
FR  Forest Reserve    ＜保安林＞ 
GR  Game Reserve    ＜動物保護区＞ 
GTZ  Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit ＜ドイツ技術協力公社＞ 
IEE  Initial Environmental Examination  ＜初期環境調査＞ 
IRP  Integrated Road Program   ＜総合道路プログラム＞ 
MIT  Ministry of Industry and Trade   ＜産業貿易省＞ 
MNRT  Ministry of Natural Resources and Tourism ＜天然資源・観光省＞ 
MOW  Ministry of Works    ＜公共事業省＞ 
MtDC  Mtwara Development Corridor  ＜ムトワラ開発回廊＞ 
NDC  National Development Corporation  ＜国家開発公社＞ 
NEMC  National Environmental Management Council ＜国家環境管理審議会＞ 
Pre-EIA  Preliminary Environmental Impact Assessment ＜初期環境影響評価＞ 
TANROADS Tanzania National Roads Agency  ＜タンザニア国家道路公社＞ 
RAP  Resettlement Action Plan   ＜住民移転活動計画＞ 
ROW  Right of Way    ＜道路用地＞ 
SDI  Spatial Development Initiatives  ＜空間的開発構想＞ 
URRP  Urgent Road Rehabilitation Program  ＜緊急道路改善プログラム＞ 
WMA  Wildlife Management Area   ＜野生生物管理区域＞ 
WWF  World Wildlife Fund   ＜世界自然保護基金＞ 
10YRSDP 10 Years Road Sector Development Program ＜10カ年道路セクター開発プログラム＞ 
 
 
＜その他＞ 
GDP  Gross Domestic Product         ＜国民総生産＞ 
GNI  Gross National Income          ＜国民総所得＞ 
GPS  Global Positioning System    ＜衛星利用測位システム＞ 
HIV  Human Immunodeficiency Virus    ＜エイズ・ウィルス＞ 
NSGRP  National Strategic for Growth and Reduction Poverty ＜成長と貧困削減のための国家戦略＞ 
 
 

2005年8月現在 
1USD=約109.3円 
1TZS=約0.1円 

USD: United States Dollar 
TZS: Tanzanian Shilling 
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＜図表番号＞ 
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第 1章 調査の概要 

1-1 調査の目的 

本調査は、タンザニア政府より要請のなされている「マサシ-トゥンドゥル間道路整備計画」（無

償）に関し、我が国の協力の可能性について検討する。 

1-2 調査団構成 

本調査の団員構成は次のとおりである。 

表1-2-1 調査団員リスト 

No 団員名 担 当 所 属 
滞在期間 

(入国-出国) 

1 橋本 尚文 調査団 団長 
外務省 経済協力局  
国別開発協力第二課 課長 

7月17日- 21日 

2 富田 大志 無償資金協力 
外務省 経済協力局  
無償資金協力課 課長補佐 

7月17日- 22日 

3 塩津 香 協力政策 
外務省 中東アフリカ局  
アフリカ第二課 事務官 

7月17日- 23日 

4 成田 映太 協力計画 
独立行政法人 国際協力機構  
アフリカ部 東部アフリカチーム 

7月17日- 26日 

5 武藤 寿 道路計画 1  日本技術開発㈱ 国際事業部 事業部長 
7月17日  

-8月28日 

6 黒木 浩則 環境社会配慮1（自然影響）同上 エンジニアリング・スタッフ 
7月17日  

-8月28日 

7 徳永 達己 環境社会配慮2（社会影響）
／道路計画2 

同上 開発グループ・リーダー 
7月17日  

-8月28日 

1-3 調査日程 

調査日程は表1-3-1に示すとおりである。 
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表1-3-1 調査日程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務主任／
道路計画1

環境社会配慮1
（自然影響)

環境社会配慮2
（社会環境影響)／
道路計画2

橋本団長 富田 塩津 成田 武藤寿 黒木浩則 徳永達己

1 2005.07.16 Sat 移動
関空-ドバイ経由

移動
成田－ロンドン経由

移動
関空－ドバイ経由

移動
成田－ロンドン経由

2 2005.07.17 Sun 移動
EK 1430着

移動
BA 0700着

移動
EK 1430着

移動
BA 0700着

3 2005.07.18
（海の日）

Mon

4 2005.07.19 Tue

5 2005.07.20 Wed

6 2005.07.21 Thu
午前／会議
午後／移動
SA 1520発

マサシ県ヒアリング

7 2005.07.22 Fri 移動
BA 0855発 協議（別）

資料整理／団内協議
「タ」事務所協議（別）

マサシ県等ヒアリング

8 2005.07.23 Sat 日本着
移動

1515発 資料整理 資料収集

9 2005.07.24 Sun 資料収集

10 2005.07.25 Mon 「タ」事務所協議（別） TANROADS等ヒアリング

11 2005.07.26 Tue 移動
BA 0855発 トゥンドゥル県ヒアリング

12 2005.07.27 Wed 日本着 MNRTヒアリング

13 2005.07.28 Thu 県動物保護局ヒアリング

14 2005.07.29 Fri 現地踏査

15 2005.07.30 Sat

16 2005.07.31 Sun

17 2005.08.01 Mon Regional TANROADS協議 MNRTヒアリング MNRTヒアリング／TANROADS

18 2005.08.02 Tue 橋梁調査／線形調査 MNRT協議 移転家屋実態調査

19 2005.08.03 Wed 交通量調査 資料収集・分析 交通量調査

20 2005.08.04 Thu 路床・舗装状況調査

21 2005.08.05 Fri 資料収集・分析

22 2005.08.06 Sat ムトワラ港視察 報告書作成 報告書作成

23 2005.08.07 Sun

24 2005.08.08 Mon 資料収集・分析 報告書作成 Mtwara州ヒアリング

25 2005.08.09 Tue 資料収集・分析 報告書作成 プレ・ヒアリング準備

26 2005.08.10 Wed 周辺道路調査（マサシ-ソンゲア）

27 2005.08.11 Thu 周辺道路調査（ソンゲア－イリンガ）

28 2005.08.12 Fri 車移動（イリンガ－ダルエス）

29 2005.08.13 Sat 資料収集・分析

30 2005.08.14 Sun 休日

31 2005.08.15 Mon MOW, NDC, TANROADS報告

32 2005.08.16 Tue MOW, NDC, TANROADS協議

33 2005.08.17 Wed 資料収集・分析 MOW環境ユニット報告 資料分析

34 2005.08.18 Thu 資料収集・分析 ダル大／NEMCヒアリング 資料分析／TANROADSヒアリング

35 2005.08.19 Fri 帰国報告会資料作成 WWFヒアリング EOJ, 大統領府ヒアリング

36 2005.08.20 Sat 帰国報告会資料作成 帰国報告会資料作成 帰国報告会資料作成

37 2005.08.21 Sun 帰国報告会資料作成 帰国報告会資料作成 帰国報告会資料作成

38 2005.08.22 Mon 現地調査結果報告書作成 現地調査結果報告書作成 報告書作成／MOWヒアリング

39 2005.08.23 Tue 現地調査結果報告書作成 現地調査結果報告書作成 報告書作成／NDCヒアリング

40 2005.08.24 Wed 現地調査結果報告書作成 現地調査結果報告書作成 JICA,　大統領府ヒアリング

41 2005.08.25 Thu 現地調査結果報告書作成 現地調査結果報告書作成 報告書作成／NDCヒアリング

42 2005.08.26 Fri

43 2005.08.27 Sat

44 2005.08.28 Sun

45 2005.08.29 Mon

移動 現地調査 ダルエスサラーム

プレ・ヒアリング調査（マサシ）

車移動（リワレ-キルワマソコ）

報告書作成/現地事務所撤収

セルー保護区調査／セルー保護区担当官ヒアリング

報告書作成

車移動（マサシ-リワレ）, MNRTセルー保護区事務所ヒアリング

全域踏査／橋梁確認調査

資料分析／現地調査報告作成

野生生物回廊調査（移動：マサシ-トゥンドゥル）

プレ・ヒアリング調査（移動：トゥンドゥル-マサシ）

車移動（キルワマソコ-DSM）／道路舗装状況調査

MOW環境ユニット協議、EOJ資料収集、GTZヒアリング、JICA打合せ

ミクミ国立公園環境保全対策視察

NDCヒアリング、MOW資料収集、UNDPヒアリング、ダル大ヒアリング

NDCヒアリング、資料収集、資料分析

MOW資料収集、その他機関資料収集、JICA（成田）最終打合せ

MOW資料収集、MOW環境ユニットヒアリング、資料整理

MNRTヒアリング、資料収集

Air移動（ダルエス→ムトワラ→マサシ）

道路ネットワーク調査（ユニティ橋等）

移動

日本着

EOJ, JICA報告

帰国準備

Date and Time

移動（日本－ダルエスサラーム）

移動（日本－ダルエスサラーム）
EK 1430着

官側団員

午前／現地調査報告（日本側：JICA/EOJ、「タ」国側：NDC、MOW、
TANROADS）
午後／資料収集

午前／現地調査報告（日本側：JICA/EOJ、「タ」国側：NDC、
MOW、TANROADS）
午後／会議（別）

協議（①JICA/EOJ、②産業貿易省、NDC、MOW、TANROADS）

全日／現地視察（チャーター機：ダルエス発→セルーGR上空通過－マサシ→トゥンドゥル間上空通過→トゥンドゥル着）
　　　　　　（車両移動：トゥンドゥル→マサシ全線陸路移動→マサシ泊）

午前／現地視察（チャーター機：マサシ発→ダルエス着）
午後／現地調査報告（JICA/EOJ）
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1-4 主要面談者 

本調査における主要面談者は次のとおりである。 

表1-4-1 主要面談者リスト 

所属 氏名 

大使 池田勝也 
前公使 岡部孝道 
現公使 平木場弘人 

在タンザニア日本大使館 

一等書記官 原田富雄 
所長 小幡俊弘 
次長 木野本浩之 
所員（旧道路担当） 小林知樹 

JICAタンザニア事務所 

所員（現道路担当） 老川武志 
財務省（MOF） Department of Exteual Finance Mr. Moses Dulle 

SDI Project Manager Mr. Graham Smith 
Principal Technical Advisor Dr. P. M. Masheswary 
Executive Assistant to the Managing Director Mr. Maduka Paul Kessy 

国家開発公社（NDC） 

Project Engineer Mr. Sospeter B.J. Kerefu 
Permanent Secretary  Mr. John Kijaji 
Director for Trunk Road Mr. Leopold J. Mujjungi 
Assistant Director for Trunk Road Mr. Edwin Mujuwahuzi 
Project Engineer Mr. J. J. Msugupakulya 
Project Engineer (Economist) Mr. Fanuel J. Mathya 
Environmental Unit Mr. Jean Noel Duff (DANIDA) 

公共事業省（MOW） 

Environmental Unit Ms Mery Assey 
Chief Executive Dr. F. Addo- Abeai 
Director of Development Mr. B.H.P Nyiti 
Manager Project Preparation Unit Mr. Arnold J. Maeda 

タ ン ザ ニ ア 道 路 公 社

（TANROADS） 
Manager Project Management Unit Mr. Jason Rwiza 
Directorate of EIA Mr. K.C. Sengoe 

環境管理審査会（NEMC） 
EIA Ms Zafarani Madayi 
Wildlife Division Senior Game Officer Mr. Benjamin N. Andulege 
Lukwika-Lumesule / Msanjesi Game Reserve Project Manager Mr. Antony A. Pesambili 
Lukwika-Lumesule / Msanjesi Game Reserve Officer Mr. Richard Bwire 
Selous Game Reserve Sector Warden Mr. Stanslaus Odhiambo 
Selous Game Reserve Assistant Sector Warden Mr. Noti Kelvin Mgaya 

天然資源観光省（MNRT） 

Ranger Mr. Athumani Mandandu 
マサシ県 野生生物局 Mr. F. Ngalamba 
トゥンドゥル県 野生生物局 Mr. D. Koisyowa 

Port Facility Security Officer Mr. Mohamed. A. Mohamed 
タンザニア港湾局 

Admini.Officer Mr. Paul M.Mirwato 
- Mr. Raymond H. Hall 

ドイツ開発公社（GTZ） 
- Mr. Rudlf Hahn 
Task Manager, Environment, Poverty Environment & Gender Ms Gertrude Lyatuu 

国連開発計画（UNDP） 
Programme Associate Poverty Environment & Gender Ms Gemma Aliti 

アフリカ開発銀行（AfDB） Country Operations Officer Mr. Sm Turay 
世界自然保護基金（WWF） Tanzania Programme Office Mr. Crisipian Malima 
ダルエスサラーム大学 生態学／
野生生物保全学科 

Wildlife Science and Conservation Prof. Jpnathan Kabigumila 
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第2章 本プロジェクトの背景と位置付け 

2-1 調査対象地域の社会経済状況 

本プロジェクトの背景として調査対象地域（ムトワラ州、ルブマ州）の社会経済状況を概観する目的か

ら人口、経済指標、社会インフラへのアクセス状況について整理を行った。 

 

① 人口 

 下表に示すとおり、ムトワラ州全体の人口は約 113万人、道路が位置するマサシ県は約 44万人であり、

ムトワラ州における10年間の人口増加率は、タンザニア本土平均2.35 %を下回る1.7%となっている。ま

た、ルブマ州全体の人口は約112万人、対象路線のあるトゥンドゥル県の人口は約25万人であり、ルブマ

州の人口増加率は、ムトワラ州とほぼ同じ1.8%の増加率となっている。 

表2-1-1 調査対象地域の人口 

項目 2002年 年平均人口増加率 

タンザニア国（本土） 33,584,607 2.35%
ムトワラ州 1,128,523 1.7%
マサシ県 440,987 -
ルブマ州 1,117,166 1.8%
トゥンドゥル県 247,055 -

出典：2002 Population and Housing Census 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1-1 調査対象地域の人口 

② GDP 

一人当たりのGDPは、2004年のデータでは、タンザニア本土平均約32万シリング（約 32万円）に対

して、ルブマ州はそれを超える約37万シリングとなっている。これはソンゲア以西の地域が、標高が1,000m

Region/Year 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
Mtwara 954,068 965,358 976,689 990,459 1,021,008 1,052,499 1,084,961 1,118,425 1,128,523 1,140,601 1,160,157
Ruvuma 941,648 971,067 1,001,310 1,034,905 1,066,825 1,099,729 1,133,648 1,168,613 1,117,166 1,137,172 1,167,126
Information Source: President's Office - Planning and Privatization

Regional Distribution of Tanzania Population (1994-2004)
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Region/Year 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
Mtwara 39,778 49,878 64,744 85,083 103,892 126,873 188,854 225,982 235,057 265,147 295,647 256,080 260,840
Ruvuma 54,345 66,800 84,082 109,830 132,231 157,749 180,360 203,602 214,306 207,622 245,066 331,186 372,028
Tanzania Main Lan 50,514 61,894 79,560 101,799 122,205 147,026 170,720 193,169 210,232 231,866 259,044 286,859 320,044
Information Source: MOW

Regional Per Capita GDP at Current Prices
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を超え雨量も多く、森林資源や農産物が豊かでかつ、舗装された国道が通過している環境であり、経済的

に豊かであるためである。このようなルブマ州西（ソンゲア以西）の地域と比較して、計画路線の位置す

るトゥンドゥル県は、ルブマ州に属しながら、海抜600m程度で年間降水量も1,000mmを下回る半乾燥地

で主な換金作物はカシューナッツのみである。加えてインフラも整備されていないことから経済的な水準

が非常に低い地域である。また、それに隣接するマサシ県を含むムトワラ州についても、同様の状況であ

り、一人あたりのGDPは、全国平均を20％程度も下回る約26万シリングに留まっている状況である。 

単位：一人当たりGDP（シリング） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1-2 調査対象地域の一人あたりのGDP 

 

③ 学校及び病院の状況 

 ムトワラ州及びルブマ州の学校（小学校）及び病院へのアクセス状況は下図のとおりである。学

校へのアクセス状況は、ルブマ州がタンザニア本土では最も良好であり、ムトワラ州も比較的良好

である。一方、病院へのアクセス状況は、ルブマ州は比較的良好であるが、ムトワラ州はワースト

5にある状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：HOUSEHOLD BUDGET SURVEY 2000/01（NATIONAL BUREAUOF/STATISTICS） 

図2-1-3 調査対象地域の学校及び病院へのアクセス状況 
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④ エネルギー源 

 調査対象地域における夜間のライト及び料理に使っているエネルギー源の状況は下表のとおりであ

る。夜間の照明のエネルギー源として、都市部では電気が20%程度、パラフィン（灯油）が75%程度、

地方部ではパラフィンが90～98%程度を占める。また、料理用のエネルギー源としては、いずれも90%

程度が薪、10%程度がチャコールを利用している。 

 

表2-1-2 調査対象地域における照明及び料理用のエネルギー源の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出典：HOUSEHOLD BUDGET SURVEY 2000/01（NATIONAL BUREAUOF/STATISTICS） 

 
⑤ その他 

 タンザニア国全体の主な輸出品目及び輸出額は下表のとおりである。 

 農産物では主にコーヒー、綿花、サイザル麻、紅茶、タバコ、カシューナッツ、クローブ（丁子）が、

鉱物ではダイアモンド、金が輸出されている。調査対象地域はカシューナッツの生産地となっているが、

無加工のままムトワラ港から積み出され、スリランカやインドに輸出され、加工された後西側の消費地

に再度輸出される。また、下表には示されていないが、2004年には1,614トン（2003年比5%増）の宝

石類が産出されており、これらも無加工のままインドやスリランカに輸出されている。 

 調査対象地域のマサシ県では約19,000トン（2002年）、トゥンドゥル県では約9,500トン（2004年）

のカシューナッツが生産されているが、トゥンドゥル県資料及び住民ヒアリング結果によれば、道路ア

クセスが悪いこと等により総生産量の半分程度しか換金ができていないと言われている。 

このほか、トゥンドゥル県は宝石類（Gemstones）の産地であり、約 7.6トン（2004年）が産出され

ている。特にマサシより約 160km 地点にあるムフウェシ橋周辺は、これらの宝石の生産地（採掘権設
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定）となっており、現地住民による採掘が行われている地域である。 

表2-1-3 タンザニア国の主な輸出品目と輸出額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1-4 カシューナッツ・ダイアモンド・金の輸出額の変化 

 

2-2 上位計画及び道路セクター計画における位置付け 

2-2-1 上位計画における位置付け 

貧困削減戦略（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty : NSGRP）は、「タ」国の国家開

発計画であり、2005 年の 6月に発表されている。これによると社会サービスと生産セクターによ

る経済的利益をより向上させるためにも運輸等の基礎インフラを量・質共に改善していく必要性が

あげられており、ムトワラ開発回廊地域においても、旅客・貨物の唯一の陸上輸送手段である道路

網の開発に対する期待は大きい。 

なお、NSGRPにおいては、「戦略のためのフレームワーク構築（Framework of the Strategy）」方策

の一つとしてムトワラ開発回廊が位置付けられている（4.2.3 Commitment to macroeconomic and 

structural reforms, Box4.1 Some of the on-going structural and institutional reforms）。これには貧困削減のた

めに総合的、民間主導型なアプローチにより地域格差是正を目指す方向性が示されている。 

Region/Year 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
Coffee 72,280 56,995 67,058 49,603 33,684 51,163 53,176
Cotton 31,647 21,275 30,263 29,173 27,039 42,430 54,295
Sisal 4,508 5,381 4,165 5,865 6,311 6,946 7,447
Tea 20,091 18,306 26,213 25,275 28,341 26,726 32,480
Tabacco 36,672 31,999 30,719 32,292 48,147 47,295 61,585
Cashewnuts 71,806 79,197 67,652 50,941 45,275 43,377 74,069
Cloves - 17,788 7,984 11,448 3,816 10,548 11,014
Diamonds (Carats) - 15,020 33,452 23,274 21,040 29,260 28,061
Gold (Gms.) 2,220 29,295 91,012 181,852 260,626 455,658 565,779

Information Source: National Breau of Statistics and Tanzania Revenue Authority
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2-2-2 道路セクター計画における位置付け 

「タ」国における全国道路計画は、2001 年より開始された 10 ヵ年道路セクター開発計画

（10Y-RSDP）である。NSGRPにおいて道路セクターは、経済開発への高い寄与に裏打ちされた優

先分野として位置付けられている。 

10Y-RSDPは、全国の幹線道路と州道路の開発及び維持管理を含むもので、全国を9つの道路回

廊に区分し、全ての州を幹線道路と州道路により連結する計画であり、計画は 2001年より開始さ

れる第1次と2006年より開始される第2次5カ年計画よりなる。第1次5ヵ年の途中ではあるが、

現在計画の見直し及び第2次5カ年計画の策定を完了している。 

第1次5ヵ年計画では、2,158.7kmの幹線道路を635.88百万ドルの予算でリハビリ若しくは規格

向上（アップグレード）させると共に3,505kmの州道路を130.688百万ドルの径766.568百万ドル

の予算で開発する計画であったが、現在の予想では全体で858.29百万ドルの支出となり、土道から

アスファルト舗装化や標準幹線道規格への向上を行う路幹線道路については目標の 54.3％である

1,168kmを、州道路のリハビリついては目標の 119％である 4,184,9kmを達成する状況となってい

る。 

10Y-RSDPの中での本プロジェクトの位置付けは、南部の主要港湾都市であるムトワラとマラウ

イに至るムバンバベイまでを結ぶとともに、途中のソンゲアからマカンバコにおいて1号幹線のタ

ンザム回廊に至る区間、及びマサシ付近からモザンビーク国境間のユニティー橋に至る区間から成

る6号幹線の南部開発回廊の一部として位置付けられる重要幹線道路である。 

現在マカンバコからルブマ州の州都であるソンゲアを経てムバンバ港に向かう20km地点のぺラ

ミホまではアスファルト舗装の標準幹線道として整備されており、また、ムトワラからマサシまで

のアスファルト舗装の標準幹線道として整備されている。このため、タンザニア政府は、ムトワラ

からムバンバ港までの区間のF/Sをクウェート基金（KFAED）に要請し、2004年4月にF/Sが完

了している。このF/Sを受け第1次5ヵ年計画では、ソンゲアからトゥンドゥルに向かうマテマン

ガまでの 200km 区間をアスファルト舗装の標準幹線道として整備する計画を、本年後半より開始

し、2008年までには完了させるものとしている。また、残りの未舗装区間については、2006年よ

り開始される第2次5ヵ年計画において全線をアスファルト舗装の標準幹線道として整備する計画

となっている。 

2-3 ムトワラ開発回廊の概要とそれを取り巻く環境 

2-3-1 ムトワラ開発回廊とは 

ムトワラ開発回廊（Mtwara Development Corridor: MtDC）は、南部アフリカ開発機構（SADC）で

提唱されている国際回廊網整備計画の一つであり、ニヤサ湖でマラウイ国と接し、同国とムトワラ

港を連結する重要路線である。（図2-3-1参照） 
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Target AreaTarget AreaTarget Area

MtDCは隣接国である内陸国マラウイ、ザンビアあるいはモザンビークとムトワラ港を連結する

域内交易を促進させることにより、タンザニアの南部を含む周辺地域全域の開発を幅広く行うこと

を目的としている。また、ムトワラ開発回廊地域では民間投資による火力発電、鉱物資源開発、農

業開発（カシューナッツ等）も計画されており、物流経路として本案件に対する期待が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3-1 SADCが進めるRDC（Rigional Development Corridor）ネットワーク図 

 

1997年、「タ」国の他地域に比較し、アフリカ南部解放闘争の前線基地として歴史的に開発の遅

れた、それでいて資源に恵まれ開発ポテンシャルの高い南部地域（リンディ、ムトワラ、ルブマ、

イリンガ、ムベヤ、ルクワの南部諸州に加え、ルフィジ川の南岸、すなわちモロゴロ、沿岸州）お

よび周辺国地域をインフラ開発、民間投資の誘致等により開発することについて、SADC加盟国で



 
10

あるモザンビーク、ザンビア、タンザニア、マラウイの4カ国と今後協調して開発を進めていく方

針を確認している。合意に至った内容には、次の3点が盛り込まれている。 

① 周辺国（モザンビーク、ザンビア、マラウイ）の開発とリンクし、これら諸国との国際貿易

等経済交流の活発化を図る 

② ムトワラ港を周辺諸国を含む地域の輸出基地として活用する 

③ 「タ」国におけるMtDCの実施機関はNDC( National Development Corporation)とする 

 

2-3-2 ムトワラ開発回廊関連プロジェクト 

MtDCのプロジェクトは、その内容から経済インフラ案件 (Economic Service Infrastructure Projects)

の16件（図2-3-2参照）及び経済開発案件 (Economic Development Generators)の8件で構成されて

いる。これらの進捗情報は、常時NDCのウェブ・サイト（http://www.ndctz.com/MtDC.htm）で紹介

されている他、NDCが作成した資料である「Project Profiles, 1998年」、および「PROGRESS AND 

STATUS, 2005年」などによって公表されている。 

NDCの報告書及びヒアリングによれば、現在進捗している道路･橋梁案件を除く主な案件は次の

とおりである。 

① 鉱物資源及びエネルギー開発（Mchucuma-Katewake Coal Mine (Colliery)） 

民間企業であるシーメンス（独）等が当国政府との間でプロジェクト・スポンサーとし

て事業実施を締結し、2007 年までに、400MW の石炭開発・火力発電所を建設する計画

である。 

② 鉱物資源開発（Other Minerals） 

鉱物資源開発（金、宝石、ウラン、非金属）については、既に、民間からの投資が行わ

れており、総額で 1 千万ドルを超える貿易量となっており、今後更なる開発が期待でき

る分野である。 

③ 港湾開発（Mtwara, Port Expansion and Modernization） 

ムトワラ港の拡張事業はNDCによって事前調査実施済み。F/S（29万US$）実施の可能

性を検討中である。 

④ ニヤサ湖大型フェリー運行整備（Heavy Capacity Ferry Linking Nkahata Bay and Mbamba Bay） 

2003年10月にマラウイ政府との間でバンバベイ（タンザニア）とンカタ湾（マラウイ）

間の大型フェリー計画が合意された。その後NDCは本計画実現のためプロジェクトプロ

ポーザルを用意し、FSの実施をNEPAD案件として提案している。 

 

経済インフラ案件の所在位置図を図2-3-2に示す。また、経済インフラ案件及び経済開発案件の

概要については、表2-3-1に示した。 
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図2-3-2 ムトワラ開発回廊における経済インフラ16案件の位置図 
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表
2-

3-
1 
ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
関
連
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
一
覧
表

 
No

 
分
野

 
案
件
名

 
緊
急
性

 
 F

/S
の
有
無

 
概
要

 
進
捗
状
況

 
関
連
す
る
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー

 

  
  

  
1. 
経
済
イ
ン
フ
ラ
案
件

 (
Ec

on
om

ic 
Se

rv
ice

 In
fra

str
uc

tur
e P

ro
jec

ts)
 

1 
資
源
（
炭
鉱
開
発
）

 
M

ch
uc

um
a-K

ate
wa

ke
 

Co
al 

M
ine

 
(C

oll
ier

y) 
○

 

開
発
計
画
は

3段
階
に
分
割
さ
れ
、
第
１
段
階
で
は
年
間

15
0万
ｔ
生
産
し
、
ム
チ
ュ
チ

ュ
マ
火
力
発
電
所
に
供
給
を
行
う
、
第

2段
階
で
は
年
間

30
0万
ｔ
生
産
し
、
ム
チ
ュ
チ

ュ
マ
火
力
以
外
の
発
電
所
へ
の
供
給
を
行
う
、
第

3段
階
で
は
約
１
千
万
ｔ
生
産
し
、
う

ち
70

0
万
ｔ
を
海
外
へ
輸
出
す
る
計
画
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
両
炭
田
併
せ
て
、

5
億

ｔ
を
超
え
る
埋
蔵
量
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。

 

2 
エ
ネ
ル
ギ
ー

(火
力
発
電

) 
M

ch
uc

um
a T

he
rm

al 
Po

we
r S

tat
ion

 
○

 

ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
、
カ
テ
ワ
ラ
か
ら
産
出
す
る
石
炭
を
使
用
す
る

40
万

kW
(10

kW
×4
基
）

火
力
発
電
所
を
建
設
し
、
水
力
発
電
以
外
の
供
給
源
の
多
様
化
を
図
り
、
南
部
地
域
の
経

済
活
動
に
重
要
な
安
価
で
継
続
的
な
電
力
供
給
に
資
す
る
も
の
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い

る
。
既
に
、

19
97
年
に

F/S
が
終
了
し
、
投
資
額
は

61
2万
ド
ル
と
見
積
も
ら
れ
て
い
る
。 

3 
社
会
基
盤

(村
内
イ
ン
フ
ラ
開
発
）

 
M

an
da

 
Vi

lla
ge

(to
wn

sh
ip 

inf
ras

tru
ctu

re 
an

d 
ac

ce
ss 

roa
ds

 to
 s

up
po

rt 
M

ch
uc

um
a 

Pr
oje

ct)
 

○
 

○
 

ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
の
た
め
の
町
づ
く
り
を
行
う
。

60
0
戸
の
住
宅
を

は
じ
め
社
会
、
教
育
等
の
イ
ン
フ
ラ
施
設
を
整
備
す
る
。

 

19
97
年
に

F/S
を
実
施
、

Sie
m

en
s社
、

Gr
ina

ke
rL

TA
、

ND
C
の

JV
に
よ
り
投
資
が
開
始
さ
れ
た
。

20
01
年
に
は
、
民
間
企
業
で
あ

る
シ
ー
メ
ン
ス
（
独
）
が
当
国
政
府
と
の
間
で
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ス

ポ
ン
サ
ー
と
し
て

AO
Iに
締
結
し
、

20
07
年
ま
で
に
、

40
0M

W
の
発
電
所
を
建
設
す
る
運
び
と
な
っ
て
お
り
、
政
府
承
認
済
み
。
ケ

ニ
ア
、
ウ
ガ
ン
ダ
等
周
辺
国
へ
の
売
電
契
約
を
検
討
中
。

 

Sie
m

en
s
社
、

Gr
ina

ke
r-L

TA
、

ND
C

の
JV

 

4 

社
会
基
盤

(送
電
網

) 
Tr

an
sm

iss
ion

 s
ys

tem
 to

 e
va

cu
ate

 p
ow

er 
fro

m
 M

ch
uc

um
a 

Pr
oje

ct(
inc

lud
ing

 t
he

 
str

en
gth

en
 of

 gr
id 

as
 m

ay
 be

 ne
ce

ssa
ry)

 
○

 
○

 

全
体
的
に
送
電
網
が
殆
ど
無
い
状
態
の
タ
ン
ザ
ニ
ア
南
部
地
域
の
電
化
を
進
め
る
た
め
、

同
発
電
所
か
ら
ム
フ
ィ
ン
デ
ィ
の

Na
tio

na
l G

rid
に
接
続
（
総
延
長

24
0㎞
）
し
、

22
0k

V
で
送
電
す
る
。
投
資
額
は

11
0万
ド
ル
が
見
積
も
ら
れ
て
い
る
。
な
お
、
将
来
的
に
は
、

南
部
地
域
の
経
済
発
展
に
資
す
る
よ
う

So
uth

ern
 C

oa
sta

l C
or

rid
or
及
び

So
uth

ern
 

Co
rrid

or
に
沿
っ
て
、

Na
tio

na
l G

rid
を
張
り
巡
ら
せ
る
け
計
画
が
あ
る
。

 

ア
ラ
ブ
銀
行

(K
FA

DA
)よ
り

42
万
ド
ル
を
得
て

F/S
を
実
施
し
、

20
04
年

4
月
に
報
告
書
が
作
成
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
近
く
世
銀

の
融
資
に
よ
り
、
ザ
ン
ビ
ア
～
タ
ン
ザ
ニ
ア
間
を

33
0k

V
で
送
電

線
を
繋
ぐ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
開
始
さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

 

ア
ラ
ブ
銀
行

(B
AD

EA
) 

世
銀

 

5 
運
輸
施
設

(港
湾
施
設

) 
M

tw
ara

, M
an

da
, M

ba
m

ba
 B

ay
, 

Li
nd

i, 
Ki

lw
a 

an
d 

oth
er 

po
rt 

de
ve

lop
m

en
ts 

in 
M

tD
C 

○
 

 
 

ム
ト
ワ
ラ
港
か
ら
マ
ラ
ウ
ィ
（
主
要
都
市
：
リ
ロ
ン
ゲ
、
ブ
ラ
ン
タ
イ
ヤ
）
へ
の
物
流
を

考
え
た
場
合
、
競
合
す
る
国
際
港
と
比
較
し
た
場
合
、
ダ
ー
バ
ン
港
（
南
ア
）
か
ら
マ
ラ

ウ
イ
間
の
輸
送
距
離
を
考
慮
す
れ
ば
ダ
ル
エ
ス
サ
ラ
ー
ム
港
に
比
べ
て
費
用
が
廉
価
で

あ
る
。
従
っ
て
、
ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
を
推
し
進
め
る
た
め
に
、
港
湾
設
備
の
能
力
を
現

在
の

40
万
ｔ
／
年
か
ら

10
0
万
ｔ
／
年
に
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
マ
ラ
ウ
イ
へ
の
入

り
口
と
な
る
ニ
ヤ
サ
湖
に
面
す
る
ム
バ
ン
バ
港
、
及
び
マ
ン
ダ
港
の
設
備
を
増
強
す
る
必

要
が
あ
る
。
さ
ら
に
は
、
湖
上
に
お
け
る
ア
ク
セ
ス
手
段
が
、
貨
物
船
一
隻
（
数
隻
の
貨

物
船
が
存
在
し
て
い
る
が
実
際
に
運
用
で
き
る
の
は
民
営
化
さ
れ
た

M
ala

wi
 L

ak
e 

Se
rv

ice
 L

td.
の
保
有
す
る
Ｉ
Ｌ
Ａ
Ｌ
Ａ
号
（
船
齢

50
年
）
一
隻
）
の
み
と
な
っ
て
い
る
状

況
を
改
善
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

①
タ
ン
ザ
ニ
ア
及
び
マ
ラ
ウ
イ
政
府
の
間
で
、
ム
バ
ン
バ
ベ
イ
～
ン

カ
タ
間
を
大
型
船
の
就
航
案
件
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
ム
バ
ン
バ
ベ

イ
港
は

F/S
の
実
施
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
 

②
ム
ト
ワ
ラ
港
の
拡
張
事
業
は

ND
C
に
よ
っ
て
事
前
調
査
実
施
済

み
。

F/S
（

29
万

US
$）
実
施
の
可
能
性
を
模
索
中
。

 
③
輸
出
促
進
及
び

FD
Iを
推
進
す
る
観
点
か
ら
、ム
ト
ワ
ラ
港
に
隣

接
し
て

EP
Z
の
た
め
の
用
地
（

20
0エ
ー
カ
ー
）
が
確
保
さ
れ
て
お

り
、
企
業
誘
致
へ
の
努
力
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

M
/P
は
実
施
済

み
。
現
在

F/S
を
計
画
中
。

 

バ
ン
バ
港
の
フ
ェ
リ
ー
計
画
は
民
間

セ
ク
タ
ー
と
し
て
実
施
予
定

 

6 
運
輸
施
設

(空
港
施
設

) 
M

tw
ara

, 
So

ng
ea

, 
Nj

om
be

 
an

d 
oth

er 
air

po
rt's

 de
ve

lop
me

nts
 in

 M
tD

C 
○

 
 

 

空
港
建
設
、
整
備
、
運
営
を
行
う
タ
ン
ザ
ニ
ア
空
港
公
団

(T
an

za
nia

 ai
rp

or
t A

uth
or

ity
)は
、

今
後

5年
間
の
空
港
サ
ー
ビ
ス
と
設
備
に
関
す
る
戦
略
計
画
の
中
で
、
ダ
ル
エ
ス
サ
ラ
ー

ム
国
際
空
港
の
他
、
ム
ワ
ン
ザ
、
ア
リ
ュ
ー
シ
ャ
及
び
ム
ト
ワ
ラ
空
港
の

4空
港
を
整
備

す
る
計
画
を
あ
げ
て
お
り
、
観
光
、
国
際
輸
送
に
関
し
て
南
部
地
域
へ
の
玄
関
口
と
し
て

の
機
能
を
持
た
せ
る
べ
く
管
制
塔
、
滑
走
路
等
の
整
備
を
含
め
て
、

80
0
万
ド
ル
を
見
積

も
っ
て
い
る
。

 

ム
ト
ワ
ラ
空
港
の

F/
S
を
実
施
済
み
。
更
な
る
詳
細
調
査
の
実
施
を

検
討
中
。

 
な
し

 

7 
運
輸
施
設

(道
路

) 
M

ch
uc

um
a-M

lim
ba

 R
oa

d 
 

 
 

 
 

石
炭
の
産
地
と
な
る
ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
か
ら

So
uth

ern
 C

or
rid

or
で
あ
る
ム
ト
ワ
ラ
～
ム
バ
同
区
間
の
鉄
鉱
石
運
搬
は
鉄
道
か
道
路
の
何
れ
か
に
す
る
か
、
事
業
な
し

 

12 



 
13

No
 

分
野

 
案
件
名

 
緊
急
性

 
 F

/S
の
有
無

 
概
要

 
進
捗
状
況

 
関
連
す
る
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー

 

ン
バ
ベ
イ
道
路
に
至
る
道
路
建
設
計
画
で
あ
る
（
キ
タ
イ
で
合
流
）。

 
化
調
査
の
実
施
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 

8 
運
輸
施
設

(橋
梁

) 
Un

ity
 B

rid
ge

 an
d F

err
y C

ros
sin

g 
 

to 
M

oz
am

biq
ue

 
○

 
 

 
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
国
境
に
あ
た
る
ル
ブ
マ
川
に
全
長

60
0、
幅

11
m
の
架
橋
、
両
側
に

5k
m

毎
の
ア
ク
セ
ス
道
路
を
敷
設
す
る
。

 
20

05
年

1月
に
両
国
が
自
己
資
金
で
建
設
す
る
合
意
文
書
に
署
名
、

10
月
頃
業
者
選
定
予
定
。
工
期

36
ヶ
月

 
「
タ
」
国

M
OW
、

TA
NR

OD
S、
モ

ザ
ン
ビ
ー
ク
国

AN
A 

9 
運
輸
施
設

(道
路

) 
Da

r e
s S

ala
am

-M
tw

ara
 R

oa
d 

 
 

 
 

タ
ン
ザ
ニ
ア
東
部
海
岸
線
沿
い
を
東
西
に
走
る
幹
線
道
路
で
総
延
長
約

50
0㎞
。
現
在
、

ダ
ル
エ
ス
サ
ラ
ー
ム
か
ら
イ
ク
ウ
ィ
リ
リ
間
を
含
め
約

19
0
㎞
区
間
が
舗
装
さ
れ
て
い

る
。
当
該
幹
線
中
、
最
大
の
交
通
難
所
と
な
っ
て
い
た
ル
フ
ィ
ジ
川
の
橋
梁
工
事
は

20
03

年
１
０
月
に
完
成
し
、
大
統
領
の
名
前
を
冠
し
て
「
ム
カ
パ
橋
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

 

未
舗
装
区
間
に
つ
い
て
は
、
一
部
の
区
間
（
約

60
㎞
）
を
除
い
て

タ
ン
ザ
ニ
ア
政
府
の
及
び
ク
ウ
ェ
ー
ト
の
資
金

(K
uw

ait
 F

un
d 

fo
r 

Af
ric

a E
co

no
m

ic 
De

ve
lop

m
en

t(K
FA

ED
)) に
よ
り
舗
装
工
事
が
進

行
中
で
あ
る
。

 

KF
AE

D 

10
 運
輸
施
設

(道
路

) 
M

tw
ar

a-
M

ba
nb

a B
ay

 R
oa

d 
○

 
○

 
詳
細
に
つ
い
て
は
第

3章
3-1
を
参
照
の
こ
と
。

 

11
 運
輸
施
設

(鉄
道

) 
M

tw
ara

-S
on

ge
a-M

an
da

 R
ail

wa
y 

 
 

 
 

マ
ン
ダ
か
ら
の
石
炭
、
鉄
鉱
石
等
の
資
源
の
搬
出
ル
ー
ト
と
し
て
計
画
さ
れ
て
お
り
、
Ｆ

Ｓ
の
実
施
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 
ム
リ
ン
バ
路
線
と
の
採
算
性
比
較
に
よ
り
事
業
化
が
判
断
さ
れ
る

予
定
。

 
な
し

 

12
 運
輸
施
設

(鉄
道

) 
M

an
da

-M
ch

uc
um

a-M
lim

ba
 R

ail
wa

y 
 

 
○

 
石
炭
、
鉄
鉱
石
の
搬
出
ル
ー
ト
と
し
て

TA
ZA

RA
鉄
道
を
利
用
す
る
た
め
ム
リ
ン
バ
（
合

流
点
）
ま
で
の
道
路
又
は
鉄
道
建
設
を
す
る
も
の
。

 

19
90
年
に

F/S
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
鉄
道
コ
ス

ト
が
上
昇
す
る
中
で
石
炭
の
国
際
価
格
が
下
落
し
た
こ
と
も
あ
り
、

ム
ト
ワ
ラ
港
へ
の
搬
出
ル
ー
ト
も
見
据
え
て
、
再
度
検
討
す
る
必
要

が
生
じ
て
い
る
。

 

な
し

 

13
 社
会
基
盤

(都
市
イ
ン
フ
ラ

) 
Ur

ba
n 

an
d 

Ind
us

tria
l 

W
ate

r 
W

ork
s 

in 
M

tw
ara

, L
ind

i, 
Ru

vu
m

a, 
Iri

ng
a, 

M
be

ya
 

an
d R

uk
wa

  
 

 
 

 

南
部
地
域
に
お
け
る
給
水
事
情
は
悪
く
、
き
わ
め
て
低
い
普
及
率
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

水
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
、
ハ
ン
ド
ポ
ン
プ
に
よ
る
浅
井
戸
か
ら
の
汲
み
上
げ
、
雨
水
、
川
、

湖
で
あ
り
、
渇
水
期
に
は
供
給
が
期
待
で
き
な
い
と
い
っ
た
自
然
条
件
に
大
き
く
依
存
し

て
い
る
状
況
に
あ
る
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
ド
ナ
ー
の
援
助
に
よ
り
都
市
給
水
、
地
方

給
水
が
一
部
の
地
域
で
進
め
ら
れ
て
き
て
い
る
も
の
の
十
分
な
も
の
と
な
っ
て
い
な
い
。

ま
た
、
国
家
レ
ベ
ル
で
は
「
新
国
家
水
政
策

(2
00

2)
」
が
策
定
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
こ

れ
を
具
体
化
す
る
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
策
定
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
南
部
地
域

も
含
め
た
い
ち
早
い
策
定
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 

DA
NI

DA
が
対
象
地
域
に
お
い
て
幅
広
い
給
水
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

実
施
中
。

20
03
年
度
か
ら
は
国
内
で
も
給
水
事
情
が
最
も
悪
い
リ

ン
デ
ィ
及
び
ム
ト
ワ
ラ
両
州
に
お
い
て
日
本
の
無
償
資
金
協
力
が

進
め
ら
れ
て
い
る
。

 

DA
NI

DA
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

JIC
A 

14
 社
会
基
盤

(電
話
通
信

) 

Te
lec

om
mu

nic
ati

on
 

 
 

 
 

通
信
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
を
推
し
進
め
る
た
め
、
政
府
は
「
通
信
事
業
再
構
築
計
画

(T
ele

co
m

m
un

ica
tio

n 
Re

str
uc

tur
ing

 P
ro

gra
m

)」
及
び
南
部
地
域
に
お
け
る
通
信
イ
ン
フ

ラ
整
備
の
た
め
「
南
部
地
域
通
信
事
業
計
画

(S
ou

the
rn 

Co
rri

do
r 

Te
lec

om
m

un
ica

tio
ns

 
Pr

oje
ct)
」
を
策
定
し
、
当
国
内
の
通
信
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
す
る
計
画
で
あ
る
。
ま
た
、
ム

ト
ワ
ラ
と
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
の
パ
ル
マ
間
を
通
信
回
線
で
結
ぶ
計
画
を
持
っ
て
い
る
。
ま

た
、
通
信
の
信
頼
性
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
は
、
無
停
電
電
源
装
置
（

UP
S）
が
必
要
不

可
欠
で
あ
り
、
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
電
源
と
し
て
の
発
電
装
置
や
太
陽
光
発
電
の
導
入
が
必
要

と
さ
れ
て
い
る
。

 

携
帯
電
話
会
社
（
セ
ル
テ
ル
社
、
ボ
ー
ダ
コ
ム
社
、
モ
ビ
テ
ル
社
）

の
中
継
基
地
の
建
設
が
進
め
ら
れ
る
一
方
、
タ
ン
ザ
ニ
ア
電
話
公
社

（
TT

CL
）
は
、
こ
れ
ら
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進
め
る
た
め
の

FS
を

ND
C
に
対
し
て
要
請
し
て
お
り
、
投
資
を
待
っ
て
い
る
状
況
に

あ
る
。

 

な
し

 

15
 運
輸
施
設

(鉄
道
・
道
路

) 
Tu

nd
um

a-S
um

ba
wa

ng
a-K

as
an

ga
 

Ra
ilw

ay
 L

ine
 an

d R
oa

d 
 

 
 

 
南
西
部
地
帯
を
幅
広
く
連
結
す
る
鉄
道
建
設
構
想
。

 
特
に
進
展
指
定
い
な
い
。

 
な
し

 

16
 エ
ネ
ル
ギ
ー

(水
力
発
電

) 
Sti

gle
s G

org
e H

yd
ro 

Po
we

r P
roj

ec
t 

 
 

 
 

 エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
の
解
消
を
目
指
し
た
発
電
計
画
。

 
  

ダ
ム
建
設
は
環
境
に
与
え
る
影
響
が
大
き
い
こ
と
も
あ
り
、
特
に
進

展
し
て
い
な
い
。

 
な
し

 

13 



 
14

No
 

分
野

 
案
件
名

 
緊
急
性

 
 F

/S
の
有
無

 
概
要

 
進
捗
状
況

 
関
連
す
る
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー

 

 
 
 

2. 
経
済
開
発
案
件

 (
Ec

on
om

ic 
De

ve
lop

m
en

t G
en

er
ato

rs)
  

1 
エ
ネ
ル
ギ
ー

(バ
ナ
ジ
ウ
ム
、
チ
タ
ン
、

炭
鉱
開
発

) 
Li

ga
ng

a 
Vn

ad
o-

Ti
tan

ium
 M

ag
ne

tite
 O

re 
Pr

ojc
t 

 
 

 
 

バ
ナ
ジ
ウ
ム
、
チ
タ
ニ
ウ
ム
を
含
む
鉄
鉱
石
鉱
山
の
開
発
計
画
で
、
投
資
総
額
は

11
.4
億

ド
ル
と
見
積
も
ら
れ
て
い
る
。
リ
ガ
ン
ガ
周
辺
は
地
質
的
に
花
崗
岩
地
帯
で
あ
る
と
共
に

貫
入
岩
も
多
く
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、

19
00
年
代
の
初
頭
か
ら
多
数
の
地
質
学
者
等
に
よ

り
踏
査
が
続
け
ら
れ
て
き
た
。
ま
た
、
南
東
ア
フ
リ
カ
鉱
物
セ
ン
タ
ー
（

SE
SM

IC
：
ダ

ル
エ
ス
サ
ラ
ー
ム
に
本
拠
を
置
く
地
下
資
源
の
情
報
基
地
）
有
用
金
属
の
含
有
量
等
の
分

析
も
行
わ
れ
て
お
り
、
賦
存
量
の
推
定
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

今
後
の
開
発
方
針
は
、
同
地
域
に
賦
存
す
る
白
金
及
び
白
金
族
も
含

め
て
正
確
な
埋
蔵
量
を
確
定
す
る
と
と
も
に
、
生
産
工
程
の
確
立
と

な
っ
て
い
る
。

 
な
し

 

2 

炭
鉱
・
鉄
鉱
石
開
発

 

①
Co

al 
Fie

lds
, ②

Iro
n O

ra 
De

ve
lop

me
nt 

 
 

 
 

①
ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
炭
田
以
外
に
同
地
区
に
有
望
な
炭
田
は

9箇
所
存
在
し
て
い
る
。

ND
C

で
は
、そ
の
中
で
も
最
も
開
発
の
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
ン
ガ
カ
の

F/S
を
考
え
て
い
る
。

ま
た
、
こ
れ
以
外
に
も
、
森
林
保
全
等
の
目
的
（
当
国
最
大
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
は
薪
）
か

ら
ク
リ
ー
ン
な
練
炭
供
給
の
た
め
の
資
源
確
保
も
重
要
と
し
て
い
る
。
 
 
 
 
 
 
 
 ①
特
に
進
展
し
て
い
な
い
。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②
日
本
の
経
済
産
業
省
予
算
に
よ
り
日
本
開
発
研
究
所
が

F/S
実
施

を
決
定
。

 

（
日
本
開
発
研
究
所
、
新
日
本
製
鉄
、

丸
紅
）

 

3 
エ
ネ
ル
ギ
ー

 

Ot
he

r 
M

ine
ral

s 
( ①

Go
ld 

De
po

sit
s 

at 
Ch

un
ya

 a
nd

 M
an

da
 R

uk
wa
、
②

M
yn

ing
 

of 
Gy

ps
um

 S
alt

 fr
om

 D
ep

os
ite

 in
 L

ind
i 

Re
gio

n、
③

So
ng

o S
on

go
 G

as
 an

d M
na

zi 
Ba

y G
as

 Pr
oje

ct 、
④

M
tw

ara
-M

am
ba

 B
ay

 
Oi

l P
ipe

lin
e P

roj
ec

t) 

 
 

 
 

①
キ
ル
ワ
地
方
は
、
有
望
な
石
膏
、
岩
塩
地
帯
で
あ
り
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
工
業
、
石
膏
ボ

ー
ド
、
多
孔
質
ボ
ー
ド
、
ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト
原
料
等
の
用
途
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。 

②
ソ
ン
ゴ
ソ
ン
ゴ
・
ガ
ス
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
国
内
最
大
の
電
力
需
要
を
抱
え
る
ダ
ル

エ
ス
サ
ラ
ー
ム
の
需
要
増
に
対
応
す
る
た
め
ソ
ン
ゴ
ソ
ン
ゴ
島
周
辺
（
南
部
地
域
）
か
ら

産
出
さ
れ
る
天
然
ガ
ス
を
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
に
て
同
市
ま
で
搬
送
し
、
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電

が
本
年
７
月
か
ら
開
始
さ
れ
る
計
画
で
あ
る
。
ソ
ン
ゴ
ソ
ン
ゴ
島
周
辺
で
は

5,4
00
億
立

方
フ
ィ
ー
ト
の
天
然
ガ
ス
の
埋
蔵
量
が
確
認
さ
れ
て
お
り
、

3,5
00
万
立
方
フ
ィ
ー
ト
の

生
産
井
２
本
に
よ
り
産
出
を
行
う
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
 

③
ム
ナ
ジ
ベ
イ
の
天
然
ガ
ス
の

F/S
調
査
が

20
05
年
に
実
施
さ
れ
た
。本
調
査
結
果
に
よ

る
と
約

30
0
万
 

/
日
の
生
産
量
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

 
④
総
計

89
2k

m
の
石
油
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
に
よ
っ
て
南
部
の
主
要
都
市
、お
よ
び
マ
ラ
ウ
イ

等
隣
国
へ
石
油
を
搬
送
し
よ
う
と
す
る
も
の
。

 

①
そ
の
他
の
鉱
物
資
源
開
発
（
金
、
宝
石
、
ウ
ラ
ン
、
卑
金
属
）
に

つ
い
て
は
、
既
に
、
民
間
か
ら
の
投
資
が
行
わ
れ
て
い
る
。

19
98

年
の
デ
ー
タ
で
は
、
当
国
全
体
で
宝
石
関
連
鉱
山

14
2社
の
う
ち
既

に
85
社
が
輸
出
を
行
っ
て
お
り
、
総
額
で

1千
万
ド
ル
を
超
え
る

貿
易
量
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
中
で
も
、
大
手
は
年
間
取
扱
量
が

20
0万
ド
ル
を
超
え
て
お
り
、
更
な
る
開
発
が
期
待
で
き
る
分
野
と

な
っ
て
い
る
。
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
 
 
 
 

  
 

②
ソ
ン
ゴ
ソ
ン
ゴ
の
開
発
は
民
間
会
社
が
世
銀
及
び
Ｅ
Ｕ
投
資
銀

行
か
ら
の
融
資
を
得
て
開
発
し
て
い
る
。
投
資
額
は

37
5百
万

$で
あ
る
。
今
後
は
、
生
産
量
の
拡
大
を
行
い
、
発
電
用
と
以
外
に
も
供

給
を
行
う
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

  
  

  
  
 
 
 
 
 
 
 

③
現
在
、
ム
ナ
ジ
ベ
イ
の
天
然
ガ
ス
と
電
化
事
業
の
契
約
交
渉
が
カ

ナ
ダ
の

Ar
tum

as
 G

rou
p社
と
の
間
で
進
め
ら
れ
て
い
る
。
 
 
 
 

④
民
間
投
資
を
期
待
し
て
お
り
、

F/S
費
用
は

39
万

$を
見
込
ん
で

い
る
。

 

ム
ナ
ジ
ベ
イ
の
天
然
ガ
ス
と
電
化
事

業
（

Ar
tum

as
 G

rou
p社
）

 

4 
漁
業

 
Fis

he
rie

s 
 

 
 

 

リ
ン
デ
ィ
州
及
び
ム
ト
ワ
ラ
州
が
イ
ン
ド
洋
と
接
し
、
ま
た
、
ル
ブ
マ
州
、
イ
リ
ン
ガ
州

及
び
ム
ベ
ヤ
州
が
ニ
ヤ
サ
湖
に
面
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
漁
業
資
源
が
期
待
さ
れ
る
も
の

の
、
小
規
模
な
漁
に
留
ま
っ
て
い
た
め
、
規
模
の
大
き
い
底
引
き
漁
へ
の
投
資
、
加
工
の

た
め
の
設
備
投
資
、
海
藻
の
繁
殖
、
海
老
の
養
殖
、
ニ
ヤ
サ
湖
の
漁
獲
物
の
海
外
へ
輸
出

と
い
っ
た
投
資
が
考
え
ら
れ
る
。

 

小
規
模
の
民
間
主
体
で
進
め
ら
れ
て
い
る
。

 
な
し

 

5 
農
業

(商
品
作
物
（
カ
シ
ュ
ナ
ッ
ツ
等
）

推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

) 
Ag

ric
ulc

ur
e 

an
d 

Li
ve

sto
ck

 D
ev

elo
pm

en
t 

in 
the

 M
tD

C 
 

 
 

 

当
国
の
主
要
輸
出
作
物
の
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
は
殆
ど
南
部
地
域
で
生
産
さ
れ
、
特
に
ム
ト

ワ
ラ
州
は
生
産
量
全
体
の
半
分
を
占
め
る
。
し
た
が
っ
て
、
生
産
の
近
代
化
の
た
め
の
投

資
に
よ
る
産
業
成
長
の
余
地
が
大
き
い
。
当
国
の
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
評
議
会
は
、

19
98
年

に
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
開
発
計
画
（

10
カ
年
計
画
）
を
発
表
し
、
評
議
会
の
運
営
す
る
生
産

工
場
の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を

10
万
ｔ
か
ら

40
万
ｔ
ま
で
拡
大
す
る
方
針
で
あ
る
。
一
方
、

輸
出
量
の
推
移
を
見
た
場
合
、
近
年
急
速
に
増
加
し
て
い
る
が
、
未
加
工
製
品
の
ま
ま
輸

こ
の
他
に
も
、
商
品
作
物
と
し
て
綿
花
、
タ
バ
コ
（
ソ
ン
ゲ
ア
、
ル

ブ
マ
、
イ
リ
ン
ガ
、
タ
ボ
ラ
で
収
穫
さ
れ
モ
ロ
ゴ
ロ
で
加
工
）、
パ

プ
リ
カ
、
コ
コ
ア
、
除
虫
菊
、
茶
、
コ
ー
ヒ
ー
（
ル
ブ
マ
）
も
盛
ん

に
栽
培
が
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
生
産
性
向
上
の
計
画
を
策
定

し
て
い
る
。

 

な
し

 

14 



 
15

No
 

分
野

 
案
件
名

 
緊
急
性

 
 F

/S
の
有
無

 
概
要

 
進
捗
状
況

 
関
連
す
る
開
発
パ
ー
ト
ナ
ー

 

出
さ
れ
る
こ
と
が
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
如
何
に
し
て
付
加
価
値
を
つ
け
て
輸
出
で
き
る

か
に
つ
い
て
政
府
内
で
検
討
が
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
の
他
南
部
地
域
に
関
し
て
、
ル
ク
ワ
、

ル
ブ
マ
、
イ
リ
ン
ガ
及
び
ム
ベ
ヤ
４
州
は
当
国
に
あ
っ
て
数
少
な
い
農
業
生
産
の
余
剰
を

生
み
出
す
生
産
基
地
と
な
っ
て
お
り
、
農
業
生
産
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
高
い
。

 

6 
観
光
開
発

 
So

the
rn 

Co
rrid

or 
To

uri
sm

 D
ev

elo
pm

en
t 

 
 

 
 

Th
e S

ou
the

rn 
To

ur
ist

 C
irc

uit
と
呼
ば
れ
る
ア
フ
リ
カ
最
大
の
セ
ル
ー
・
動
物
保
護
区
を
始

め
、
ル
ア
ハ
国
立
公
園
、
カ
タ
ビ
国
立
公
園
、
キ
ル
ワ
遺
跡
等
の
観
光
資
源
を
利
用
し
た

観
光
開
発
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（

19
96
～

20
05
）
が
策
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
中
で
は
、
マ

ラ
ウ
イ
、
モ
ザ
ン
ビ
ー
ク
の
観
光
も
含
め
た
パ
ッ
ケ
ー
ジ
プ
ラ
ン
の
策
定
が
期
待
さ
れ
て

お
り
、
他
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
（
道
路
、
宿
泊
設
備
等
）
や
動
物
保
護
、
森
林
保
全
と
い
っ

た
包
括
的
な
開
発
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

 

NG
O
や
欧
米
の
投
資
家
が
ホ
テ
ル
建
設
や
キ
ャ
ン
プ
の
造
営
と
い

っ
た
計
画
を
提
示
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
。
更
な
る

F/
S
調
査
の
実

施
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
ム
ト
ワ
ラ
、
ミ
キ
ン
ダ
ニ
、
キ
ル
ワ
･マ

ソ
コ
に
リ
ゾ
ー
ト
風
ホ
テ
ル
が
建
設
さ
れ
て
い
る
。

 

な
し

 

7 
産
業

 
M

an
ifa

cu
rin

g P
roc

es
sin

g P
roj

ec
ts 

 
 

 
 

加
工
業
と
し
て
は
 
モ
ロ
ゴ
ロ
州
の
果
物
加
工
、
砂
糖
、
綿
花
は
有
名
で
投
資
期
待
さ
れ

る
分
野
で
あ
り
、
ま
た
、
皮
革
製
品
に
つ
い
て
は
輸
出
の
拡
大
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

 

Cu
sh

na
t B

oa
d 

of 
Ta

za
nia
（

CB
T)
で
は
、
ム
ト
ワ
ラ
地
域
周
辺
に

12
の
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
工
場
を
建
設
し
た
い
意
向
で
あ
り
、
農
産

品
加
工
に
対
す
る
期
待
は
高
い
。

 
な
し

 

8 
輸
出
加
工
区

 
Ec

on
im

ic 
Fr

ee
 Z

on
es
（

EP
Z）

 
 

 
 

 

20
02
年
に
は
、「
輸
出
加
工
法
」
が
制
定
さ
れ
輸
出
貿
易
の
振
興
及
び
海
外
直
接
投
資

（
FD

I）
を
呼
び
込
む
た
め
の
「
輸
出
加
工
区
（

EP
Z）
」
が
作
ら
れ
て
い
る
。
南
部
湾
岸

地
域
も
対
象
で
あ
る
も
の
の
、
イ
ン
フ
ラ
未
整
備
（
道
路
、
水
供
給
、
電
気
）
か
ら
誘
致

が
思
う
よ
う
に
進
ん
で
い
な
い
。

 

将
来
的
に
は
、
魚
関
連
加
工
、
園
芸
品
、
皮
革
、
衣
料
、
サ
イ
ザ
ル

麻
、
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
等
の
工
場
誘
致
又
は
工
場
指
定
が
予
想
さ

れ
、
こ
れ
ら
の
製
品
は
、

AG
OA
（

20
15
年
ま
で
の
延
長
が
決
定
）

等
の
輸
出
奨
励
制
度
を
利
用
し
て
欧
米
の
マ
ー
ケ
ッ
ト
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
期
待
さ
れ
る
。

 

な
し
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2-3-3 ムトワラ開発回廊における道路整備分野の開発パートナーの状況 

6号幹線である南部回廊のアスファルト舗装の標準幹線道として整備する計画は、2006年から始

まる第 2次 5ヵ年計画において実施する計画となっている。2005年 8月現在の各区間における事

業実施体制、費用負担、実施年度等など開発パートナーに係わる関連状況は以下のとおりである。 

なお、各区間の位置を図2-3-2に示す。 

a) ぺラミホ－ムバンバ港（全線137km） 

全線をアスファルト舗装の標準幹線道として、2008年から2011年までに費用520.6億シリング、

グロス単価約4,000万円/kmで工事を完成させる計画であり、ドナーはAfDBである（出典：第

2次5ヵ年計画書2005）。AfDBへの要請は2004年12月に行われており、9月から開始するAfDB 

の対タンザニア新年度計画が本年 9月のミッションにより明らかになる予定である。（AfDB 及

びタンザニア国大蔵省情報）この情報に基づき「タ」国政府は、2005年 9月にはAfDBの全区

間若しくは一部区間の承認、2006年から2007年には詳細設計、入札を予定している（MOW情

報）。  

b) ソンゲア－マテマンガ（全線200km） 

全線 200kmをアスファルト舗装の標準幹線道として、2006年から2008年までに費用 50.0百万

ドル、グロス単価約3000万円/kmで工事を完成させる計画であり、ドナーはOPECとクウェー

ト基金等である（出典：第2次5ヵ年計画書2005）。双方とも2004年12月に融資協議が行われ

承認済みであり、2005年中に詳細設計が開始される予定である（「タ」国大蔵省及びMOW情報）。 

融資内容はクエ－ト基金が20百万ドル、OPEC基金が8百万ドルとなっている。残る資金22百

万ドルのうち、BADEA及びサウディ基金に対してそれぞれ10百万ドルと7百万ドルを2005年

3月に要請し、回答待ちであるが、BADEAの理事会が2004年に作成したクウェート基金のアプ

レイザルレポートを基に開催されるため、9月もしくは 10月には正式な回答が行われるものと

と想定されている。残りの5百万ドルは政府負担の予定となっている（出典：NDC、MtDC進捗・

状況報告書、「タ」国大蔵省情報）。なお、当区間の一部は既に2車線のグラベル道路が整備され

ているため建設のグロス単価が他区間と比較して安価となっている。 

c) マテマンガ－トゥンドゥル（全線64km） 

全線 64kmをアスファルト舗装の標準幹線道として、2009年から2011年までに費用243.3億

シリング、グロス単価約4,000万円/kmで工事を完成させる計画である（出典：第2次5ヵ年計

画書2005）。 

ソンゲア－マテマンガ区間に各種アラブ資金援助を要請しているため、当区間のドナーは未定で

あり、自国資金での事業実施や北欧等他ドナーへのアプローチも政府内部では検討されている

（「タ」国大蔵省、MOW情報）。 
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d) ユニティ－橋（橋長600m＋両岸10km舗装） 

2005年1月にモザンビーク政府との間で両国の国境であるルブマ川の全長600m幅11mの架

橋と両側5km毎のアクセス道路を含むユニティ橋建設の合意がなされ、2005年8月には設計施

工事業の国際入札が開始された。入札は同年 9月まで実施され、10月には契約、11月から全工

期36ヶ月で事業実施される予定である。費用は33百万ドルであり、全額タンザニア政府とモザ

ンビーク政府の負担である（MOW情報）。 

e) ユニティー橋アクセス道路（全線60km） 

全線約 60km のユニティ－橋からマサシ－トゥンドゥル間道路の途中であるマサシから約

40km地点のナンゴンバまで結ぶアクセス道路の建設は現在計画中であり、2006年には政府負担

でTANROADSによる事業化を計画している。計画内容は未定であるが、アスファルト舗装の標

準幹線道として検討されている（MOW情報）。 

f) ダルエスサラーム－リンディ（全線481km） 

同区間のうち、ダルエスサラームからキビティまでの135km、およびルフィジ川南のソマンガ

からマブジ川地点までの83kmの舗装工事か完了している。マブジ川から南への工事が進行中で、

ムブウエンクル川までの 65kmまでの施工が自国資金により進行中であり、完工予定は 2005年

10 月である。しかし、長引く雨季の影響もあり完工が遅れており、工事期間は数年延長する模

様である。なお、残りの未舗装区間であるキビティ－ソマンガ間131km、およびムブウエンクル

川からリンディまでの72km分については自国予算で工事を実施する予定であるが、工事開始時

期は未定である（MOW情報）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3-3 MtDCにおける道路整備開発パートナーの支援の状況（2005年8月現在） 
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2-3-4 ムトワラ-バンバベイ道路F/Sのレビュー 

ムトワラ-バンバベイ間道路F/Sは、クウェート基金により 2004年4月に完了している。このF/Sによる

と、マサシ－トゥンドゥル間道路は、現在の土道から舗装道路に規格向上する計画の内部収益率（IRR）が

15.8％と経済的に高い実行可能性を示しており、早急な事業実施を提言している。 

F/Sの具体的な計画内容は、以下に示すとおりである。 

a) 設計速度 

設計速度は、タンザニアの設計基準や南部アフリカ基準（STACC）、米国基準（AASHTO）、英国基

準（TRL）を比較検討し、以下の値を提言している。 

・平地の望ましい値：100km/hr（限界値80km/hr） 

・丘陵地の望ましい値：80km/hr(限界値65km/hr) 

・山岳地の望ましい値：60km/hr(限界値40km/hr) 

b) 標準幅員 

標準幅員についても、上記基準を比較検討し、以下の値を提言している。 

最小車道幅員：6.5m（2車線） 

路肩幅員：1.5m 

最小車道及び路肩片勾配：2.5％ 

 

c) 設計期間：20年 

d) 線形 

線形設計基準に関しても、上記基準を比較検討し、以下の代表的な値を提言している。 

表2-3-2 代表的な線形基準 

 

 

 

 

 

e) 設計交通量 

マサシ－トゥンドゥル間道路の2003年現在の年平均日交通量は、マサシ側69台、トゥンドゥル側

41台の平均55台と推計している。将来交通量は年平均増加率（貨物車約6.5％、旅客車約6.4-7.7％）

で増加すると予測している。 

次に舗装設計用の標準車換算（8.4t）累積（20年間）交通量は、2003年の車種別交通量に換算係数

を乗じ、上記年平均増加率で伸ばした値を累積したものであり、マサシ－トゥンドゥル間においては

TLC3（1から3 E80 10 6）と予測されている。 

f) 舗装構造 

望ましい値 限界値 望ましい値 限界値 望ましい値 限界値

最小回転半径 ｍ 450 380 300 230 150 125
最大縦断勾配 平地 ％ 3 8 4 8 5 8

丘陵地 ％ 4 8 5 10 6 10
山岳地 ％ 6 8 7 10 8 10

最小停止視距 ｍ 205 157 140 113 85 74

V=60km/hr
単位地形線形基準

V=100km/hr V=80km/hr
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標準車換算累積交通量TLC3と各区間毎の路床強度を条件として、タンザニア国の舗装基準を適用

して、舗装構造を設計している。マサシ－トゥンドゥル間においては表層を2層浸透性アスファルト

舗装、上層路盤をセメント安定処理路盤(t=150mm)、下層路盤を CBR45以上の砕石(t=200mm)を提言

している。 

g) 構造物 

マサシ－トゥンドゥル間における主要構造物は、橋梁27、ボックスカルバート15の計42基があり、

各構造物の診断評価および河川の洪水分析の結果、最長橋梁であるムフウェシ橋（橋長約72m）を含

む22基の構造物の新設と残り20基に関しては補修を提言している。更に小構造物として、径900mm

～1200mmのパイプカルバート139基の新設も提言している。 

h) 建設費用 

税金や詳細設計等エンジニアリング費用を除く、マサシ－トゥンドゥル間道路建設費用は約25.6百

万ドルと推計されている。 

i) 環境影響評価 

ムトワラ-バンバベイ間道路全線に関する環境影響評価（ドラフト段階）が実施されている。 

j) 経済評価 

F/S によれば、本計画の内部収益率（IRR）は、平均 15.8％と経済的に高い実行可能性を示しており、

早急な事業実施を提言している。しかしながら、以下に述べる2つの理由から本 IRR値については見直

しが必要だと考えられる。 

・ レポートで見積もられている建設単価は1,500万円/kmと極めて低い数値がベースになっている。な

お、「タ」国政府が今回日本へ要請した工事単価はF/S工事単価の2.54倍である33.5万ドル/kmとな

っている。この数値は現在タンザニアで進められている工事単価と比較するとほぼ平均値となる。 

・ 2005年の現在交通量は既にF/Sの現在交通量の2.49倍になっており、しかも過去の交通量の伸び率

が既に将来予測の伸び率と同じ水準になっている。2005 年の現在交通量をベースとして現況伸び率

を用いた累積将来標準車換算交通量はTLC3であり、F/Sで提案する舗装構造及び工事規模は同規模

であると判断される。 
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第3章 プロジェクト実施機関及び道路セクター調査 

3-1 プロジェクト実施機関等の状況 

3-1-1 国家開発公社（NDC） 

NDCは、1962年にタンガニーカ開発公社として発足した貿易産業省傘下の機関である。1964年には

タンガニーカ農業公社の資産を引き継ぐとともに国家開発公社として大統領の機関に再編されたもの

である（なお、投資・返済などは産業貿易省を通じて行われている）。国務大臣(大統領府)を議長、財務

大臣を副議長として産業貿易省、農業食糧保障省、天然資源観光省他、大統領が任命する1名による委

員会により運営されている。活動は政府からの借入金を原資としている（上限額は2.5億シリングと法

的に決められている）。 

MtDCに関しては、まず 1996年にムチュチュマ炭鉱／発電計画、リガンダ－パナジウム・チタン・

鉄鋼プロジェクトにかかる独占的実施権限を供与されている。その後、MtDC開発のコンセプトが醸成

されるのに従い、2000年にはMtDC案件の全ての実施権限がLetter of Authorization (LoA)を通じて賦与

された。LoAにおいて政府は直接の介入を避け、PFI（Private Finance Initiative）を通じてMtDCを推進

することを目指しており、政府の役割は特定のインフラストラクチャー案件に関して、必要があればそ

の建設・維持管理を実施するなど最低限の公共事業投資に限定する方針である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1-1 NDC組織図 
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3-1-2 公共事業省（MOW）及びタンザニア道路公社（TANROADS） 

本プロジェクトの実施組織はTANROADSであり、上部機関であるMOWはプロジェクトの計画策定

および事業進捗のモニタリング管理を行う。 

TANROADSは、2000年1月より業務を開始した組織であり、全国の幹線道路及び州道路のリハビリ

や新設を含む開発及び維持管理を実施している。前述したとおり、2001 年より開始された 10Y-RSDP

の第1次5ヵ年計画期間における道路開発の現在の達成予想は、土道の幹線道路をアスファルト舗装化

した標準幹線道規格規格への向上は目標の54.3％である1,168kmを、州道路については目標の119％で

ある4,184,9kmを達成する状況となっており、この業務の大部分はTANROADSによって実施されてい

る。 

このように州道路のリハビリや幹線道路の維持管理に関して TANROADS は多くの実績を有してお

り、幹線道路、州道路の状況は改善しつつある。更に道路関係の国家予算も毎年増額されてきている。 

しかしながら当国は広大な国土に分散した集落や都市があるため、道路整備は第2次5ヵ年計画でも

更なる道路整備延長の拡大と予算の増額化を計画しており、実施機関であるTANROADSへの期待は高

い。この期待にこたえるため TANROADSは現在組織の効率化に努めており、JICAによる技術協力プ

ロジェクトによってプロジェクト準備期間の短縮化や調達の効率化等の実現に努力している。 

本プロジェクトは、ムトワラ州とルブマ州にかかる道路であるが、本道路の維持管理はムトワラ州の

TANROADSによって毎年雨季後に1回のグレーディングが行われている。この維持管理によって雨季

後の数ヶ月は車両の走行状況が改善している。維持管理業務は、地元の建設会社を活用して効率的に実

施されている。毎年維持管理により雨季後の数ヶ月は車両の走行状況が改善しているものの、1車線の

土道であるため車両や自転車の転倒事故が多い他、雨季には走行困難な区間が多い。 しかしながら予

算制約のため年2回の維持管理や、2車線土道化は困難である。 

■道路整備・維持管理上の課題 

本プロジェクトの実施組織であるTANROADS及び上部組織のMOWの組織体制及びその実施能力は、

各の数多くの道路開発及び維持管理の実績より、その組織体制及び能力とも高いものと評価される。更

に現在進行中の技術協力プロジェクトによって更なる業務実施能力の向上が期待できるところから、本

プロジェクトを実施する上でのTANROADS及びMOWの組織、タンザニア国内予算、技術力及び完成

後の維持管理上の問題は少ないものと判断される。 

3-2 調査対象道路の現状 

3-2-1 道路の概況 

ムトワラ－バンバベイ間道路全体としては、ムトワラからミンゴヨを経由してマサシまでは2車線の

アスファルト（簡易）舗装道路であり、マサシからトゥンドゥル、ソンゲア、バンバベイまでは1車線

のグラベル道路となっている。 
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対象道路はグラベル路盤の上にラテライト系土を被覆した土道である。道路幅員は 5.5mから 7mで

その内訳は、3.5～4.0ｍの車道と、車道両側には 20度前後に大きく傾斜した幅約 1から 1.5ｍの路肩兼

土側溝からなっている。 

道路は始点のマサシから 26km 地点から始まる岩山まではなだらかに下る平原であり、26km から

28km 地点の巨石丘陵を通過すると 94km 地点まではうねうねと続く丘陵地を通過する。95km から

100km地点までの区間には巨石を含む丘陵若しくは山間地となり、その後 101km地点でムトワラ州と

ルブマ州の州境であるルメスレ川の3橋梁を通過した後、102kmから119km地点までは112km地点の

巨石を含む丘陵若しくは山間地となる。その後はなだらかな丘陵地を通過し、160kmから 165km地点

には常時流水があるムフエシ河の橋梁を含む比較的急な丘陵地を通過した後、なだらかな丘陵地を通過

し、190kmから192km地点の終点トゥンドゥルまでは丘陵地となっている。 

道路線形をタンザニア国の道路設計基準と比較すると、下表のとおりである。現状の平面及び縦断線

形を、設計速度区分ごとに集計すると、設計速度100km/hrの区間は114km（59.4%）を占め、次いで80km/hr

が50km（26%）、60km/hrが24km（12.5%）、40km/hrが4km（2.1%）となっており、全体的に良好な線

形、道路用地となっている。 道路用地は道路中心より両側22.5mの計45mである。 

現状の道路線形を基本として舗装化を行うと仮定すると、下表の通り、現状は土の舗装のため車両の

走行速度が60km/hrに制限されていたものが線形本来の速度を達成可能なことより、対象道路の全区間

の旅行時間は約3時間20分から2時間16分へと1時間5分（32%）の短縮が可能とみられる。 

表3-2-1 対象道路の線形状況と旅行時間の考察 

 

 

 

 

 

 

出典：F/Sレポート、調査団調べ 

  

0-50km 51-100 101-150 151-192 Total % Speed Time Speed Time time %
100 33 20 31 30 114 59.4 60 114 100 68.4

80 14 16 13 7 50 26.0 60 50 80 37.5
60 3 12 6 3 24 12.5 50 28.8 60 24
40 0 2 0 2 4 2.1 30 8 40 6

total 50 50 50 42 192 100.0 200.8 136 -64.9 -32.2
(3:20) (2:16) (-1:05)

Desging
Speed

DiffernceExisting Masasi - Tunduru Road Travel on
Existing Road

Travel on
Tarmak
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表3-2-2 現況道路線形と区間別設計速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：F/S報告書及び調査団調べ 

Dist
 (Km)

mini
Curve
Radi(m
)

max
Verticul
(%)

Sug.
Curve

Crest
Curve

S
Curve Remark Dist

(Km)

mini
Curve
Radi(m)

max
Verticul
(%)

Sug.
Curve

Crest
Curv
e

S
Curv
e

Remark

0-1 450 3.8 Masasi 51 1400 6 1 2 Hilly
2 3200 3.3 1 52 230 2.5 1 1 1 Rolling
3 500 3.3 1 53 500 1.4 1 1 1
4 1000 1.6 1 54 1500 2.4 Mangaka
5 2500 1.6 55 3.4 1
6 2500 0.5 1 Ngaga 56 1000 4.7 1 1 Ndawani
7 1400 1.6 1 57 500 4.5 1 Rolling
8 1000 1.4 58 1000 1.2
9 5000 0.8 59 2.9 1

10 400 1.2 60 500 2.1 1
11 5000 0.7 Akwungwasi 61 750 5.5 1 1 Hilly
12 2000 0.9 62 750 2 1 1
13 1200 0.9 1 63 2 1 1
14 2000 1.2 Sululu 64 750 1.1 Likokona
15 1750 1.7 65 230 3.1 1 1 Rolling
16 500 1.7 1 66 200 5.4 1 Hilly
17 500 1 67 500 4.2 1 1 Rolling
18 300 1.5 68 450 2.8 1 1 1
19 800 2.6 1 69 200 5.4 1 1 1 Hilly
20 1000 0.7 70 230 2.8 1 Nangua
21 500 0.5 71 400 2 1
22 1850 2.4 72 125 3.7 1 Brige
23 2000 3.9 1 1 Mikangaula 73 715 0.8 1
24 1000 0.5 1 74 850 1.3 1
25 450 2.6 1 1 75 1400 4.4 Rolling
26 500 2.6 1 Rock Moun 76 200 5.2 1 2 1 Hilly
27 1750 1.2 77 5.5 1 1 Hilly
28 1400 4.8 2 1 1 Rocks 78 200 4 1 1 Rolling
29 2000 3.3 1 1 Rolling 79 0.7
30 450 2.7 1 1 Rolling 80 400 2.5 1
31 3.5 1 Rolling 81 700 2.5
32 1500 0.5 82 500 3.1
33 850 1 83 200 1.3 Rolling
34 400 5.7 1 2 Hilly 84 500 0.2
35 1750 4.8 1 Rolling 85 700 1.8
36 5000 0.6 86 500 1.6
37 5000 2.9 87 800 2.6
38 5000 2.1 1 1 Nangomba 88 3.4 2 1
39 2500 3.4 1 1 Bridge 89 250 2.9 1 Rolling
40 3.1 1 1 90 500 5.5 2 1 Nandembo
41 150 1.6 1 1 Hilly 91 230 4.9 1 Rolling
42 150 4.3 1 1 1 Hilly 92 400 3.2 1
43 250 1 1 Hilly 93 500 3.4 1
44 1500 1.2 1 1 94 500 3.1 1 1
45 500 1.2 1 95 500 5.2 1 1 1 Hilly
46 375 2.3 1 1 96 150 3 1 1 Rocks
47 400 3.3 1 1 1 Ndiweka 97 150 6.7 1 1 2 Malungwil
48 450 3.9 2 1 Rolling 98 250 4.3 1 1 1 Rock Moun
49 450 3.5 1 Rolling 99 50 7.1 1 1 2 Lumesule
50 2.6 1 1 100 4.6 Rolling

Dist
(Km)

mini
Curve
Radi(m)

max
Verticul
(%)

Sug.
Curve

Crest
Curve

S
Curve Remark Dist

(Km)

mini
Curve
Radi(m)

max
Verticul
(%)

Sug.
Curve

Crest
Curve

S
Curve Remark

101 230 2.4 1 Bridges 151 1.1 1
102 230 4.5 1 1 1 Mkobela 152 1.1 Majimaji
103 230 5.6 1 1 Bridge 153 3.5 2 1
104 450 4.7 1 1 Mtangashil 154 1.6
105 125 4.5 1 1 1 Rocks 155 2000 2.2 1
106 230 4.5 1 Hilly 156 2.3 Namakambale
107 230 5.5 1 1 Hilly 157 2.1
108 500 2.2 158 1.8
109 700 3.4 1 1 159 0.5
110 230 2.7 1 1 Hilly 160 5.3 1 Hilly
111 300 3.7 1 Rolling 161 200 2.3 1 Hilly
112 125 3.4 1 1 Rocks 162 300 3.8 1 Hilly
113 1400 1 Mchangani 163 50 5.5 1 2 Bridge
114 500 3 164 50 4 Hilly
115 3.3 1 165 300 6.9 Hilly
116 150 3.8 1 1 Rock Moun 166 700 1.4 Muhuwesi
117 500 4.4 1 1 Hilly 167 400 2.3
118 230 2.1 1 Hilly 168 0.4 1
119 230 0.8 Hilly 169 3.2
120 1400 2.2 170 1.5
121 1750 0.6 171 1 Sagula
122 1400 1.7 172 1
123 550 1.7 173 2.9 1
124 450 2.4 1 174 450 0.6
125 1400 1.4 Nakapanya 175 2
126 1000 2.9 176 400 1.2
127 850 2.2 177 0.5
128 1.4 1 Mkwajuni 178 450 2.1 Nalyawale
129 2.4 179 1.2
130 500 2.4 1 180 1.6
131 2.5 181 450 0.5
132 750 2.9 1 Pachani 182 1.3
133 1400 183 300 4
134 2000 1.8 184 400 0.5
135 750 2.2 185 700 4
136 2000 2.2 186 600 2
137 450 1.9 Mtonya 187 1400 4
138 500 6.5 1 1 Bridge 188 1.9
139 230 4.7 1 1 Bridge 189 1400 4.1 Kadewele
140 190 230 3 Rolling
141 2.4 191 400 6 Hilly
142 0.5 192 500 6 Tunduru
143 1.7
144 2.3 1 1
145 3.1 1
146 2.9
147 2 Kipelele
148 0.9 1
149 1500 1.9 Katumbi
150 1.4
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Kadewele/Lumesule-Tunduru2005/8/3

S Bus
8%

Cars
54%

HGV
27%

MGV
6%

L Bus
5%

HGV MGV L Bus S Bus Cars

Mkomaindo/ Masasi-Lumesule 2005/8/3

HGV
12% MGV

13%

L Bus
1%

S Bus
15%

Cars
59%

HGV MGV L Bus S Bus Cars

 

3-2-2 交通量の状況 

マサシから約5km地点のムコマインドにおいて2005年8月3日現在の対象道路の12時間調査結果

（ADT）は142台であり、1990年の59台から年率6%で増加している。（図3-2-2参照） 

またトゥンドゥル近くのカデレウェにおいても 12時間調査結果は 132台であり、1990年の 48台か

ら年率7％で増加している。交通量の内訳は、25～32％が大型を主体とする貨物車であり、13～16％が

バス、残り54～59％が小型車となっており、沿線住民の足であるバスの割合が非常に少ないといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-1 マサシ－トゥンドゥル間道路の交通量の内訳 

（出典：調査団による交通量調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-2 交通量調査地点位置図 
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ムトワラ－バンバベイ道路全体の交通量としては図3-2-3、表3-2-3示すようであり、輸出港であるム

トワラ近辺から内陸に行くに従って日交通量は341台から115台へと減少していくが、途中ルブマ州の

州都であるソンゲア近辺で218台と逆に増加している。 

反面、交通量の年平均増加率は海岸から内陸に行くに従って高い増加率となっており、全般的には人

口増加率以上の伸びとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2-3 ムトワラ－バンバベイ道路の交通量の推移 

 

表3-2-3 ムトワラ－バンバベイ道路の交通量の推移 

 

 

 

 

出典：TANROADS交通量調査結果 

以上の結果より、現在の調査対象区間の 2005年現在の日交通量 134から 142/日及び現状の伸び率 6

～7％／年を判断材料にすると、F/Sにおける将来交通量の伸び率（乗客交通6.4～7.7％／年.貨物車交通

6.0～6.5％／年）は、ムトワラ開発回廊計画に伴なう各種開発交通量の増加分（誘開発交通量）を過小

評価していると判断される。 

したがって、現在までの交通量、伸び率のみを前提としても、調査対象道路の10年後、20年後の将

来交通量は254～260台/日（10年後）、455～510台/日（20年後）下回らないと判断される。さらにF/S

で設定された本道路の8.2トン換算の車両当たり換算標準軸重（乗用車0.0002ESA、ミニバス0.007ESA、

ピックアップ 0.0228ESA、ミディアムバス 0.4529ESA、2 軸トラック 4.3668ESA、5 軸以上トラック

8.1915ESA）を車種別交通量に乗じ、現状及び将来の累積標準軸重を計算すると、次のとおりである。 

1990 1993 1999 2002 2003 2004 2005
Kadewele

Mkomaindo
Mingoyo-Masasi

Mtwara-Mingoyo
0

50

100

150

200

250

300

350

Traffic Volume (ADT) Kadewele

Mkomaindo

Mingoyo-Masasi

Mtwara-Mingoyo

1990 1993 1999 2002 2003 2004 2005
Mtwara-Mingoyo Mtengu 164 136 264 152 341 5.3%
Mingoyo-Masasi Mtanda 150 182 162 238 4.3%
Masasi-Tunduru Mkomaindo 59 111 48 134 142 6.0%
Masasi-Tunduru Kadewele 48 162 31 43 132 7.0%
Tunduru-Songea E. of Songea 61 117 218 9.5%
Songea-Mbamba Bay Mhekela 33 115 9.2%

ADTRoad Secsion Location
Growth Rate
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10 20
Masasi-Tunduru Mkomaindo 1.581 2.967
Masasi-Tunduru Nakapanya 0.246 0.469
Masasi-Tunduru Kadewele 1.712 3.214
Masasi-Tunduru Average 1.180 2.217

Road Secsion Location TLC(E80*10*6)
表3-2-4 将来標準車累積交通量予測値 

 

 

 

 

出典：調査団調べ 

 我が国の無償資金協力事業の場合、一般的な設計期間である 10年後の標準車換算累積交通量は、観

測地点によりバラツキ（（0.246～1.712） E80 10 6）はあるものの平均値で1.18 E80 10 6とな

る。一方タンザニア国の設計基準で適応される設計期間である 20年後の標準車換算累積交通量は、平

均値で2.217 E80 10 6となる。このことから、10年後及び20年後の標準車換算累積交通量は、TLC3

（1から3 E80 10 6）と区分される。 

以上の検討結果より、F/Sで想定されていた舗装設計で設定された本調査対象道路の標準車換算累積

交通量TLC3は、ムトワラ開発回廊開発計画による誘開発交通量を過小評価するとすれば妥当と思われ

る。 
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表 3-2-5 2004年 TANROADSによる交通量調査結果及び 2005年調査団調べの交通量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：TANROADS交通量調査結果、調査団調べ 

3-2-3 道路施設の状況 

調査対象道路上には合計 42の構造物が存在する。大部分の構造物は 1960年代に建設され

たもので 45年経過した老朽構造物である。42構造物の内 11橋は幅員 6m以上（ほぼ 2車線）

を持つ橋長 10m未満のコンクリート構造物であり、残り大部分は幅員 6ｍ未満（ほぼ 3.5m前

後）の 1車線橋となっている。 

この 1車線橋は橋梁タイプも橋長もさまざまなであり、大きく区分すると橋長 20m以上は

鉄鋼トラス橋と鉄鋼桁とコンクリート版の合成橋、橋長 10m 未満はコンクリート橋、橋長

10m から 20m 未満は鉄鋼トラスに木の床版橋若しくは鉄鋼桁とコンクリート版の合成橋と

なっている。 

No. Location Road Section Date Non-motor Cars P/ups,Vans Under 5t Over 5t semi TrailerFull Trailer Under 25p Over 25p total
1 Mon/27/04 0 69 89 42 36 23 0 62 29 350

Tus/28/04 0 72 84 56 28 34 2 72 20 368
Wed/29/04 0 61 80 38 42 32 4 78 29 364
Thu/30/04 0 82 64 43 24 27 0 63 19 322
Fri/01/04 1592 66 71 33 34 8 0 69 21 302
Sat/02/04 1137 72 83 32 38 7 8 84 26 350
Sun/03/04 1213 63 72 36 41 22 2 66 24 326
Total 3942 485 543 280 243 153 16 494 168 2382
ADT 1310 69 78 40 35 22 2 71 24 341

2 Ndanda Mon/27/04 0 1 68 5 13 2 0 47 3 139
Tus/28/04 0 6 64 10 23 10 0 45 2 160
Wed/29/04 0 5 69 9 10 13 1 52 3 162
Thu/30/04 0 2 57 9 11 26 0 44 3 152
Fri/01/04 0 4 78 7 15 15 0 47 4 170
Sat/02/04 0 8 58 8 7 5 3 43 4 136
Sun/03/04 0 4 44 2 9 7 0 46 2 114
Total 0 30 438 50 88 78 4 324 21 1033
ADT 0 4 63 7 13 11 1 46 3 148

3 Mtanda Mon/27/04 0 16 107 11 30 15 0 97 4 280
Tus/28/04 0 17 101 18 20 10 1 84 4 255
Wed/29/04 0 8 88 16 6 10 7 71 3 209
Thu/30/04 0 12 67 8 19 9 4 73 5 197
Fri/01/04 0 10 102 5 28 15 6 93 5 264
Sat/02/04 0 30 85 13 64 6 2 29 5 234
Sun/03/04 0 13 83 1 49 8 2 76 2 234
Total 0 106 633 72 216 73 22 523 28 1673
ADT 0 15 90 10 31 10 3 75 4 238

4 Mkomaindo Mon/27/04 0 44 46 17 20 20 0 19 2 168
Tus/28/04 0 36 67 6 24 6 0 8 4 151
Wed/29/04 0 27 44 6 18 12 0 3 2 112
Thu/30/04 0 31 40 9 22 12 0 2 2 118
Fri/01/04 0 22 51 9 25 22 0 4 2 135
Sat/02/04 0 27 60 7 15 12 0 4 3 128
Sun/03/04 0 3 82 4 22 15 0 2 2 130
Total 0 190 390 58 146 99 0 42 17 942
ADT 0 27 56 8 21 14 0 6 2 134

5 Nakapanya Mon/27/04 0 1 10 3 6 2 0 2 2 26
Tus/28/04 0 8 4 3 2 0 1 2 2 22
Wed/29/04 0 0 9 3 4 2 0 2 1 21
Thu/30/04 0 0 11 2 2 2 0 2 2 21
Fri/01/04 0 0 12 5 0 2 0 2 2 23
Sat/02/04 0 0 12 1 1 4 0 2 2 22
Sun/03/04 0 0 25 2 3 2 0 1 2 35
Total 0 9 83 19 18 14 1 13 13 170
ADT 0 1 12 3 3 2 0 2 2 25

6 Kadewele
Lumesule-
Tunduru 2005/8/3 13 1 71 8 15 20 1 10 6 132

4 Mkomaindo
Masasi-
Lumesule 2005/8/3 32 22 63 18 10 6 1 21 1 142

Masasi-
Lumesule

Lumesule-
Tunduru

Lorries Buses

Mkungu-
Masasi

Weght
Bridge

Mtwara-
Mtengu

Mkungu-
Masasi
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全般的に荷重制限は 20t となっているものの、現在のトレーラー等の 20t 以上の大型貨物

車の交通量が少ないこと及び過去における交通量が少なかったこともあり、老朽橋の割には

大きな破損が少ない。特に橋長 20m未満の橋梁については老朽化が著しくなく、若干の補修

工事で現在の交通量には対応可能である。しかしながら橋長 20m以上の橋においては、木製

床板やコンクリート床板の一部の破損が著しく全面的に置き換えが必要な橋梁もある。 

 

表 3-2-6 マサシ－トゥンドゥル間の主要構造物の現況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：F/S報告書 

 

今後、ムトワラ開発回廊の開発に伴なう各種開発のための工事用車両や生産物輸送貨物車

の通行、更にはマサシ－トゥンドゥル間やソンゲア－トゥンドゥル－マサシ間道路の建設用

車両等の重量車の通行には、現在の 20t 荷重制限の橋梁では通行困難なことから、少なくと

も F/Sで提案している 22橋の全面的な新設が必要と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<5m <10m <15m <20m >20m Total
R,C, 4 1 5
Steel Truss 4 4
Steel/Concreate 2 4 8 14
Steel.Timber Deck 3 2 3 8
Sub-total 4 6 6 3 12 31
R,C, 4 6 10
Steel Truss 0
Steel/Concreate 1 1
Steel.Timber Deck 0
Sub-total 4 7 0 0 0 11
R,C, 8 7 0 0 0 15
Steel Truss 0 0 0 0 4 4
Steel/Concreate 0 3 4 0 8 15
Steel.Timber Deck 0 3 2 3 0 8
Total No. 8 13 6 3 12 42

Length of Structures

<6m

>6m

Total

Type of StructureWidth

ルクウィカ川ルクウィカ川ルクウィカ川

仮設橋木の床版 仮設橋仮設橋木の床版

写真 ルクウィカ橋の状況 

床版の裏面は既に鉄筋が剥きだしとなっ

ている。床版自体もずれている状況。 

写真 仮設橋（ベーリー橋） 

仮設橋の床版は木製であり損傷が著し

い。 
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3-2-4 舗装及び路床の状況 

前述したように対象道路は 1車線の土道である。雨季後の 4月及び 5月に TANROADSに

より実施された路面及び側溝のグレーディング作業の結果、平原や丘陵地では時速 60km 程

度で走行可能であり、急峻な地形では時速 40km 程度まで低下する。しかしながら雨季後の

メンテナンスにもかかわらず本調査時点の 8月初旬には、車道中央に 1車線の大きな轍掘れ

が出来上がっており、対向車両は両側の側溝を通過するため大きく傾斜し、転倒の危険性が

ある。さらに追越しや車両（自動車や自転車）の離合時は、大きなやわらかい土の轍掘れを

横断時にスリップし転倒若しくは車両接触事故の可能性が高い他、雨季にはスリップしやす

いため、追突や横転事故が発生しやすい。また、道路は周辺地形より低い区間が多いため、

道路が水道
みずみち

となり雨季の泥濘化に拍車をきたしている。 
路床強度は、始点近辺の 2kmの他系 6区間の総延長 37.2kmにおいて通常の路床としては

不適切な区間（CBRが 3以下や PIが 11以上で膨張性土の可能性がある場合）がある。これ

らの区間は、周辺地形より道路が低い位置にあることより路面・路床の悪化をきたしている

ため、良質土で盛土をすることが必要であると F/S で指摘されている。F/S で想定されてい

る全体的な盛土量は、約 120 万 m3と試算され、その盛土量は、対象道路沿線の複数の土取

場において良質土が調達可能である。なお、本調査においてこれら膨張性土を目視確認した

結果では全面的な路床土の置き換えが必要なほど高い膨張土とは認められなかった。その他

の区間は CBR3から 15以上の路床であり、必要舗装厚が各々の区間で設定される。  

さらにコンクリート用骨材やアスファルト要骨材として適切な材料は、本道路のほぼ中央

区間に存在し、その埋設量は想定必要量を十分に賄える量といわれている。 

表 3-2-8 路床強度と可能盛土材分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
出典：ムトワラ・バンバベイ F/S報告書 

 

NC S3 S5 S7 S15
Embankment
Marerials(Borr
ow Pit)

Chipping/C
rushed
Stone

0 41,400(3.2km fm Masasi)
2 2 2

6.5 4.5 4.5
11.7 5.2 5.2

52 40.3 40.3 86,200
62 10 10 66,000
67 5 5
77 10 10 120,000
82 5 5 63,000
92 10 10 89,300

102 10 10
112 10 10 112,000
117 5 5 360,000
125 8 8 121,900
147 22 22 177,400
157 10 10
167 10 10
172 5 5 170,800
187 15 15 105,500
192 5 5

total 192 37.2 20 10 51.5 73.3 1,153,500 360,000
1,208,000 315,000

 Deposition (m*3)

Requirment

Subgrade Classification (km)
Distance

(km)

Section
Length
(km)
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■ 今度の道路整備上の課題 

・交通量 

調査団調べによる 2005 年 8 月（乾季）の日交通量（マサシ近辺 142 台、トゥンドゥ

ル近辺 132台）が、F/S で設定された 2003年現在交通量（マサシ近辺 69台、トゥンド

ゥル近辺 41台）を 2倍から 3倍程度超過している。さらに、1990年から 2005年までの

現在交通量の年平均増加率 6％から 7％も、F/Sで想定されている将来交通量の年平均伸

び率 6％から 7.7％とほぼ同程度であることから、F/Sで示されている将来交通量は、ム

トワラ開発回廊計画に伴なう誘開発交通量の増加分を適切に反映していない。したがっ

て今後予想される道路計画に当たっては、少なくとも現在 NDC にて作成中であるムト

ワラ開発計画に伴なうマラウイ、ザンビア、モザンビークからムトワラ港を利用する輸

出入産品のトラック輸送量を検討対象とする必要がある。 

2005 年の日交通量（134～142/日）を基準として、現在の年平均交通量の伸び率を乗

じた 10年後及び 20年後の日交通量は、それぞれの地点にて 250台前後、500台前後と

想定される。この水準は、現在舗装道路となっているムトワラ－マサシ間道路の水準と

同程度若しくは高い水準であるばかりか、当国の幹線道路網の現在交通量中でも平均以

上の水準となっている。このため、本件の要請書で示される当国の幹線道路の標準幅員

である 2車線の車道幅員 6.5ｍと 1.5mの路肩は、当国の道路設計基準においても上記将

来交通量のもとで適用すべき規格であり、妥当と思われる。 

・道路線形 

調査対象道路の線形は全般的に良好であり、全線 192kmのうち設計速度 80km/h以上

の線形の区間が 85％となってものの、残りの 15％の区間においては、巨石を含む山岳

及び丘陵地が多く、設計速度が 40km/h 程度まで下がる。マサシから 41-43km地点及び

95-100km地点は山岳もしくは丘陵地であるが野生生物回廊となっていることから、ロー

ドキル防止のために速度が低下する現道線形が望ましい。 

・舗装 

舗装設計については、F/S における路床強度試験サンプリングが少ないことより、少

なくとも 1km間隔の調査が必要と思われる。目視調査の結果では、著しい膨張性土は見

当たらなかったものの、黒綿土（ブラックコットンソイル）の可能性のある区間におい

ては、土質試験において膨張係数の確認が必要である。さらに交通量の水準や維持管理

の容易さを判断すると、表層は浸透性の 2層アスファルト（簡易舗装）が望ましく、路

盤材については適切な岩石山が少ないことより CBR30 程度の材料をセメント若しくは

石灰で安定処理した上層路盤工法が望ましく、これらは本件の要請内容と合致する。 
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第 4章 環境社会配慮 

4-1 「タ」国の環境関連法及び本プロジェクトの EIA進捗状況 

4-1-1 「タ」国の環境関連法令 

「タ」国における環境に関する法律は、2004 年 11 月に「環境管理法」（Environmental 

Management ACT, 2004：以下 EMAという）として施行された。EMAは、20章 233項目

からなり、このうち環境影響評価（Environmental Impact Assessment：以下 EIAという）

は、第Ⅵ章において示されている。本章では、すべての開発プロジェクトの事業者はプ

ロジェクトを申請し、環境管理審議会（National Environmental Management Council:以下

NEMCという）が実施するスクリーニングにより EIAに関する手続きを経る義務がある

ことが述べられている。 

EIA はプロジェクトの規模や想定される影響の程度により、初期環境影響評価

（Preliminary Environmental Impact Assessment:以下 Pre-EIAという）のみで終了するもの

と、詳細 EIA（Full Scale EIA）まで実施が必要なものに大分される。これらの分類につ

いては、改訂版・環境アセスメント手順書・ガイドライン（NEMC, March 2002）におけ

る EIAプロジェクト・リスト（Mandatory List）において示されている。 

本ガイドラインによれば、今回「タ」国より要請のあったプロジェクトは、道路の 2

車線化及び舗装化、いわゆる幹線のアップグレードにあたることから、詳細な EIAの実

施が必要とされている。 

4-1-2 本プロジェクトの EIAの進捗状況 

前述したように、要請されたプロジェクトは環境管理法により詳細な環境影響評価

（以下 EIAという）が求められる。今回の EIAに関する大まかな流れは、①プロジェク

トの登録、②審査機関（NEMC）によるスクリーニング、③スコーピング、④ドラフト

EIA報告書作成、⑤審査機関によるレビュー及び修正のためのコメント及び TOR発行、

⑥コメント及び TORに基づいた EIA修正（ファイナライズ）、⑦パブリックヒアリング、

⑧審査機関によるレビューと承認、⑨認可公開、⑩施工時の環境モニタリングの実施と

なる。 

マサシ-トゥンドゥル間道路の EIAは、ムトワラ-バンバベイ道路のフィージビリティ

調査時に作成された「最終環境アセスメント報告書 2004 年 2 月」の一部区間であり、

既に手続きが開始されている。現在は、上述した⑤の NEMCによるレビュー及びコメン

ト及び TOR の発行が終了し、設計図書を基にした EIA のファイナライズ（住民移転計

画・環境マネジメント計画・環境モニタリング計画を含んで設計図書と同時提出）が求

められている段階である。 

現在の EIA進捗状況及び今後必要とされる EIAの手順を図 4-1-1に示す。 

今後、プロジェクト実施段階までに求められる手続きは F/S以降示される EIAレポー

ト作成・住民移転計画・環境マネジメント計画作成、設計図書ベースのミティゲーショ

ン方策、土地収用・補償手続き、環境モニタリングとなる。 
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出典：Environmental Assessment (EA) and Management Guidelines for Road Sector (December 2004, Ministry of Works) 

図 4-1-1 「タ」国 EIA手続き（道路セクター・プロジェクト） 

4-2初期環境調査（IEEレベル）結果の概要 

4-2-1 本調査の位置付け 

本調査は、図 4-2-1に示すとおり、JICA環境社会配慮ガイドラインに準拠し、無償資

金協力スキームを想定し、初期環境調査（IEE）を実施し、その結果をもとにスクリー

ニング及びスコーピング（TOR作成）を行うものである。 

ムトワラ-バンバ
ベイ道路  最終
環境アセスメン

ト報告書により

実施済み 

設計段階に終了

すべき手順 
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注）    ： 本調査対象範囲（プレ・スコーピング、IEEレベル調査、第 2回スクリーニング、スコーピング、TOR作成） 
 

図 4-2-1 本調査における環境社会配慮調査の範囲 

本章では、JICA環境社会配慮ガイドラインが示す社会・自然・公害項目（全 32項目）

に対する環境の現状、想定される正または負の影響、詳細データの入手先、ミティゲー

ション方策、今後必要な調査等について、現地調査等を基に記載した。 

4-2-2 社会環境 

(1) 住民移転 

本プロジェクトの F/Sにおいては、既存道路の改修により整備を図る案、および大幅

な線形変更により走行精度を確保する代替案の 2 案が提案されている。これに対し、

MOW はあくまでも既存道路の改修により整備を進めていく見解を有している。このた

め基本的に村内を通過するか、あるいは大量の移転家屋が発生するような事態は想定し

難い。 

いずれにせよ現時点では詳細設計が行われていないため、道路建設による影響家屋数

の正確な確認は出来ないが、仮に既存現道において工事を実施した場合、道路用地（Right 

of Way : ROW）範囲内（道路センターラインから両側各 22.5m）に位置する家屋数の実

態調査結果は以下の通りである。 
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表 4-2-1  調査対象地域における ROW内家屋数 

地区(District)  村落名（Village Name） 戸数（Houses） 

1. Masasi town  36
2. Mwenge - mtapika  9
3. Mkapunda  6
4. Sululu  4
5. Mkarakate  0
6. Namatumbusi  1
7. Kilosa  1
8. Mikangaula  21
9. Mkwajuni  0

10.  Nahimba 8
11. Nangaramo  3
12. Nangomba  44
13. Ndwika  8
14. Mangaka  20
15. Nachiura  3
16. Msinyasi  12
17. Likokona  14
18. Michiga  27
19. Nandembo  33
20. Chigweje  15
21. Lumesule  27

Masasi District 

 小計（Subtotal） 292
1. Sauti moja 11
2. Mkowela  24
3. Songambele  9
4. Nakapanya  49
5. Mtonya  23
6. Namihungo  24
7. Majimaji  30
8. Muhuwesi  46
9. Chingulungulu  13

10. Mahauhau  27
11. Kadewele  55

Tunduru District  

 小計（Subtotal） 311

総計（Grand Total） 603

表 4-2-1 に示す通り、プロジェクト導入により影響が生じる家屋、および店舗用の小

屋等の数は 603軒程度に上るものと推計される。これらの家屋は既に TANROADSによ

り、移転対象家屋の候補として事前警告を受けている段階であり（写真 4-1-1参照）、基

本設計調査が実施されていない現段階においては手続き上、用地収用の対象としては正

式に確定していない。 

 

 

 

 
   

写真 赤字で「 」と示されている ROW内家屋 
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なお、対象道路間の家屋等建物施設は、木枠に土壁、またはレンガ（日干し、または

焼き入れ）構造によるものが多く（外壁はモルタル仕上げも有り）、後背地のスペース

も比較的余があることからセットバックによる対応が十分に可能であり、他地域（村落）

への転居・移転はほとんど考えられない。 

今回の現地調査で確認した限りでは、僅かながらでも範囲内に位置するものは事前警

告の対象とされている。しかしながら、これらの家屋はあくまでも同国で規定された道

路用地である ROW（道路センターラインから片側 22.5m）の範囲内に存在する軒数であ

り、対象道路の建設にあたり道路構造上影響が生じない範囲（今回「タ」国政府から協

力要請のあった標準断面は道路幅 6.5m+路肩 1.5m+側溝（村落部通過箇所の場合）1m）

は道路センターラインから片側 5.75m程度である。 

今回調査した家屋はその殆どがこの道路センターラインから 5.75m外側に位置してお

り、実際に移転対象として撤去されるかどうかは現時点では不明である。また、「タ」

国の用地有用法である「Land Act 2000」による道路整備事業の用地収用手続きは図 4-2-2

に示す通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-2 対象案件に係わる用地収用の流れ 

現在は、基本設計調査が行なわれていないことから、上図 4-2-2のうち、「都市計画決

定／事業計画の策定」の前段階にある。 

しかしながら、本調査対象案件は、幹線道路網の整備であるため、用地収用の手続き

は「Highway Ordinance, Cap. 1967」に準拠し、TANROADS主体で行われる。同法の規定

によると ROW幅（市街部 45m、郊外部 60m）内の家屋等建物は違法建築物となり、撤

測量・実測による用地幅の決定

都市計画決定／事業計画の策定

上計画の承認

用地の保障額算定

土地収用保障費支払いの了承

用地保障費支払い

事業の流れ 担当部署

Munic ipality Township／TANROADS

Districct Council (DED)/MOW

Department of Landuse Management in
District & Munic ipality Township／

TANROADS

Depertment of Landuse Management in
Region／Ministry of Finance

Min istry of Finance

Districct Council (DED)/Min istry of
Finance

出展；ヒアリングにより調査団作成
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去に際して補償対象にならない。これは同法制定の 1967 年以降に建設された家屋全て

に適用される。したがってMOW並びに TANROADSは、同法に準拠して家屋移転に係

わる保障は一切行わないとの見解である。 

これらの点を勘案し、現時点における非自発的住民移転については次の 4項目のとお

りまとめられる。 

  移設、あるいは工事影響家屋数は正式に確定されていない。正式には基本設計

調査を経て「タ」国政府（MOW）によって事業計画が確定され、この段階で用

地収用に係わる対応策（補償の有無）の決定がなされる。 

  今回の現地調査により既存道路を対象とした ROW内の建築物は 603軒である。 

  実際に移設対象の家屋数は上軒数よりは少なくなると考えられる。 

  用地収用は「Highway Ordinance, Cap. 1967」に準拠して行われる可能性が高い。 

 

このように、現時点においてはプロジェクトの用地収用に係わる非自発的住民移転の

影響度合いを正確に想定することは困難であるが、環境社会配慮の観点から、次の 4項

目に十分配慮して用地の収用を行うことが望ましいと考えられる。 

  土地所有登録、および測量によって所有者を正確に確認すること。 

  同国の用地収用法に準拠して適切な手続きが公正に行われること。 

  基本設計調査においてプロジェクトの路線が確定した段階で特に非自発的住民

移転に係わる EIAレベルの環境社会配慮調査を実施すること。 

  用地収用に当たっては EIA 手続きの一環である「住民移転計画」（Resettlement 

Action Plan(RAP)）が適切に策定・実施されること。 

(2) 雇用や生計手段等の地域経済 

調査対象地域は 9割が農業従事者（マサシ市内、トゥンドゥル市内を除けばそのほと

んど）で構成されている。現地におけるヒアリング結果によれば、農業の作付けパター

ンは、4月～11月にかけての大乾季にカシューナッツ栽培／収穫、残りの雨季の期間が

稲作、メイズ、豆等の雑穀類栽培であるが、全体的な収益としてはカシューナッツによ

る生産が 8割を占めている。 

したがって、残りの 2割は乾季中に仕事がなく、またカシューナッツ栽培者も農薬散

布期間に当たる 4 月～7月にかけての期間は閑期となることから、丁度道路施工期間に

該当する本時期に雇用機会が発生することは、期間限定ではあるが地域経済へ正の影響

を与えることが想定される。また、道路供用時には、旅行時間の短縮や通勤バス等の増

発が予想され、近隣の主要な町が通勤圏となり雇用拡大が想定されるなど全体的に正の

影響が大きいと考えられる。 

(3) 土地利用や地域資源利用 

マサシ県の土地利用の形態は表 4-2-2 の通りとなっている。トンドゥル県については
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同様なデータがないが、カシューナッツに依存する類似の農業形態である両県はほぼ類

似の土地利用形態にあると考えられる（なお、同統計資料からは動物保護区についての

記載はないが、同県内のムサンジェシ、ルクウィカ／ルムスレの両ゲームリザーブの面

積は 654  （全面積の 7％）となっている）。 

表 4-2-2マサシ県の土地利用形態 
単位：km2 

土地利用形態 面積 割合

農業適地（市街地、未利用地） 364 4%

農地(含むカシュナッツ林） 4,016 48%

牧草地 2,900 34%

森林地帯 471 6%

森林保護区 688 8%

計 8,439 100%  
出典：DISTRICT PROFILE, MASASHI DISTRICT 

 

土地利用の形態はプロジェクトの導入により大きな影響が現れることは予見し難い

が、(2)で述べたように調査対象地域の主要産業はカシューナッツなど農業、鉱物資源開

発であり、プロジェクトの実施によって地域資源の利用については正の影響を与えるこ

とが想定される。 

(4) 社会関係資本や地域の社会組織、既存のインフラや社会サービス 

調査対象地域で市街地化されているのは、マサシ市とトゥンドゥル市内のみであり、

現在は水道、電気、携帯電話用送信基地など社会関連資本は両市内に限定されている（調

査対象地域の沿道は無電化地帯）。また、用水、飲料水は河川、地下水に依存している

が乾季には入手が困難になる。したがってプロジェクト実施により、水供給（水タンク

ローリー車による配送）は容易になる。このように移動、輸送網、水道等のライフライ

ン等の社会基盤整備は社会関係資本や地域の社会に対して正の影響を与えることが想

定される。 

(5) 貧困層や先住民族など社会的に脆弱なグループ 

調査対象地域の部族は、ヤオ（約 40％）、マクワ（約 40％）、マコンデ等（20%）であ

り、少数部族としては、デンデウレ、ンゴニ（両者とも 1～2 万人規模）である。これ

ら少数部族は伝統的にルブマ川近辺に在住しているが特に他民族からの迫害を受けて

いるわけではなく、所得面でも他部族との格差はない。よって、プロジェクトの実施に

より、調査対象地域における部族間の基本的な関係には影響はないと想定される。 

一方、調査対象地域はマサシ市及びトゥンドゥル市の市街地と沿道村落との格差は大

きい。よって、調査対象地域内における格差是非の観点からプロジェクトの実施は、調

査対象地域の人や物の移動、農産物の運搬に資することからむしろ道路沿道に在住する

貧困層や先住民族など社会的に脆弱なグループと両市との格差是正へ正の影響を与え

ることが想定される。 

(6) 被害と便益の分配や開発プロセスにおける公平性 

本プロジェクトは、タンザニア南部地域の開発に資するために移動手段の確保と輸送
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網の拡充を図るものであり、調査対象地域全線のアクセスビリティが確保されることに

より被害と便益の分配や開発プロセスにおける公平性へは保たれることが想定される。 

なお、(5)で述べた少数部族のデンデウレ、ンゴニは、プロジェクト対象道路の背後地

であるルブマ川近郊に在住している。現在、道路は未整備であることから、道路近郊と

これら地域との大きな格差はないが、道路が整備されることにより、これら地域との多

少の格差が生じる懸念はある。したがって、これについては、EIAにおいてさらなる調

査と、事業実施に際しては住民意識調査等の実施により開発プロセスへの住民参加が求

められる。 

(7) ジェンダー 

調査対象地域は水道が整備されておらず、飲料水の確保のため井戸等への水汲みは女

性の仕事となっている。水汲み場からの運搬は重労働であり、プロジェクト導入により

これらの仕事は軽減されるほか、アクセスビィティの向上により、水道施設の開発促進

へ資することが想定され、女性の労働削減なされることが期待される。 

(8) 子どもの権利 

プロジェクト導入により、調査対象地域における安定的な通学手段が確保される。マ

サシ県の教育施設は下表とおりである。トンドウル県の同一形式データは入手できなか

ったが、Primary School（小学校）は 140校、Secondary School（中･高校）は 11校、文

盲率は 16%となっている。 

表 4-2-3マサシ県の教育施設 

学校数 生徒数

1 Pre-primary 196 10,203

2 Primary 204 73,894

3 Secondary 9 2,577

4 Vocational Center 4 62

5 Technical College 2 N.A.

6 Adult Education (MEMKWA) 10 391

7 Special Schools 6 174

TOTAL 431 87,301

教育施設の種類

 
出典：DISTRICT PROFILE, MASASHI DISTRICT 

(9) 文化遺産 

調査対象地域には、特別な文化遺産は存在しない。しかしながら、本調査対象地域は、

マコンデ族が数多く居住する地域であり、タンザニアのみならず東アフリカを代表する

黒檀木彫り（通称；マコンデ）で有名な地域である。現在、国内の黒檀木彫りのほとん

どは同地域で制作され、非常に安い価格（1体 500Tsr（約 50円）程度）で取引され、市

場であるダルエスサラームやナイロビにおいて 20 倍以上の高値で販売しているとのこ

とであった。 

また、ベニヤ板にペンキを使って書くティンガティンガと呼ばれる絵画作家の多くも

同地域の出身者である（同画風の創始者である故ティンガティンガ氏はトンドゥル出身、

現代の代表画家ジャファリー氏はマサシ出身）。このように本調査対象地域はタンザニ

アを代表する芸術を生み出しているが、残念ながら市場が形成されていないこともあり、
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調査対象地域の文化遺産保存活動は何等恩恵を被っていない。現在これら芸術に対する

市場は、観光客の多いモシ、アリューシャなど北部か、ダルエスサラーム、ザンジバル

のみである。 

したがって、本対象案件の実施により交通の便が向上すれば、これらの文化資源が着

目され、市場の形成と観光客の集客に結びつくような効果が発生する可能性はある。ま

た、観光資金の流入により、例えば文化遺産センターの開設など、現在は配慮がなされ

ていない当文化資源の保全･育成にも資するものと考えられる。 

なお、各村落にあるモスク、教会などの宗教施設は殆どが対象道路から離れた場所に

位置しており工事による大きな影響は発生しないが、トンドゥル県ナカパーニャ村のモ

スクの外壁の一部が ROW内に存在しているのが確認された。 

(10) 地域における利害の対立 

本調査対象案件は地域の公共財産である。したがって、本調査対象案件の実施により

特定の受益者のみに利益が偏在するなど利害の対立は想定されない。 

(11) 公衆衛生 

本調査対象案件の実施により、調査対象地域における安定的な病院等への移動手段は、

緊急時も含めて大幅に改善されると考えられる。また、食糧、飲料水のアクセスビリテ

ィ向上により、食材が衛生的に入手する機会が増加し、公衆衛生の面では正の影響を与

えることが想定される。マサシ県の主要な医療データは以下であり、参考のため表 4-2-4

～表 4-2-6に示す。 

「タ」国の医療施設の形態は、州、県レベルの病院、および Health Center、Dispensary

と呼ばれる診療所があるが、質･量とも十分ではない。本調査対象区間においては、13

箇所の診療所（Health Center：4箇所、Dispensary：9箇所）が存在しているが、平均す

ると 21km地点毎に 1箇所の診療所が所在するに過ぎない。 

また、主な疾病の項目を見ると眼炎が 3位となっている。関係者へのヒアリング結果

によると眼炎の主原因は、①未舗装の現道による粉塵、②不衛生な水利用に起因してい

るとのことである。 

表 4-2-4 マサシ県の医療施設と医師、看護士数 

RMA CLO AMO MDS
1 Dispensary 36 0 9 21 0 0 35
2 Health Center 5 80 1 6 0 0 10
3 District Hospital 1 237 1 10 6 1 57
4 Regional Hospital 0 0 0 0 0 0 0

TOTAL 42 317 11 37 6 1 102

看護士
医師

医療施設の種類 施設数 ベット数

 
注）タンザニア医師資格：記載順に高等資格：RMA; Rural Medical Assistance、CLO; Clinic Officer、AMO; Assistance Medical 

Officer、MDS; Medical Doctor Specialist  

出典：DISTRICT PROFILE, MASASHI DISTRICT 
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表 4-2-5 マサシ県の医療施設の割合 

        

 

 
出典：DISTRICT PROFILE, MASASHI DISTRICT 

表 4-2-6マサシ県の主な疾病 

 

 

 

 

 
出典：DISTRICT PROFILE, MASASHI DISTRICT 
具体的な実数は不明 

(12) HIV/AIDS等の感染症 

工事時の工事関係者の出入り及びプロジェクト完了後、調査対象地域におけるアクセ

スビリティの向上により、将来的には外部地域からの移動、旅行者の増大による

HIV/AIDS等の STD感染者の増加が想定される。このため、プロジェクト実施段階にお

いて、工事関係者及び住民へのエイズ教育やセミナーの開催が必要である。 

なお、現在タンザニアでは HIV/AIDS対策の啓蒙活動に力を入れており、調査対象地

域においてもマンゴーネットワ－クと呼ばれる現地のローカル NGO が予防キャンペー

ンなど各種活動を行っている（マサシに事務所を設置）。当団体に対するヒアリングに

よると、本調査案件の実施によるアクセスビリィ向上により、これら NGO 活動に対す

る支援が期待できるとの見解であった。ちなみにマサシ県のエイズ患者の割合は 8%程

度であり、そのほとんどは市内在住者であり、村落部は少ないとのことである。 

 

(13) 水利用・水利権 

水利用については、前述(11)公衆衛生の項目で述べたように

調査対象地域の住民の給水地へのアクセスビリティは向上し、

全般的には正の影響を与えるものと想定される。また、本調

査対象地域において通年流水が見られるのはムフエシ川のみ

であり、同河川には水利権、漁業権は存在しない。 

ただし、一部の住民は水無川の河床を掘り地下水を利用し

ていることから、橋梁等の架け替えにあたっては、継続的に

それらの利用を図れるような構造とすることが必要である。 

(14) 事故の増加 

過去 2年間わたるマサシ県の交通事故の記録は下表に示すとおりである。現時点では、

交通量も少ないこともあり事故件数は多くない。また、道路管理者である現地

1 医師1人当たりの患者数 1;23,805

2 Hospital（病院）1つあたりの患者数 1;226,155

3 Health Center1つ当たりの患者数 1;113,077

4 Dispensary(診療所）1つ当たりの患者数 1;9000

割合

1 Malaria　(マラリア） 6 Anemia (貧血症）

2 ARI　（コレラ） 7 Helminthes (寄生虫)

3 Eye　（眼炎） 8 Skin Disease （皮膚病）

4 Diarrhea　（下痢） 9 Ear　（耳炎）

5 Pneumonia　（肺炎） 10 STD （性病）

主な疾病

写真 ルクウィカ川の河床から

水を運ぶ周辺住民 
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TANROADS の関係者とのヒアリングでは、線形が悪く事故が多発する走行危険箇所

（Black Spots）については、未舗装道路ということもあり特定されないとの回答をから

得ている。 

しかしながら、プロジェクト導入によって交通量、および走行スピードの増加に起因

する事故件数が増加する懸念は生じ得ることから、道路設計に際しては設計速度に応じ

た既存道路の線形見直し、峠や見晴らしの悪い箇所における視距の確保、村落部通過箇

所における道路標識・マーキングの設置／実施、村落近辺のハンパー設置等など安全面

に十分配慮した道路構造対策の検討が望まれる。なお、現在の交通事故の原因としては、

砂地や泥濘箇所における走行状態の不備に起因するものが多く、これらの要因による事

故については減少することが想定される。 

 

表 4-2-7 マサシ県の交通事故データ（2004年～2005年） 
No of Accident 2004 2005 

Km. Place（事故発生箇所） 
2004 

2005 
Jan-July

Injures Death Injuries Death

1Km Masasi Development Vocational Training Centre 5 - 5 - - - 
10Km Sululu (Corner to Sululu) 3 - 2 1 - - 
23Km Namatumbusi – Kilosa  2 2 - 2 2 - 
27Km Mikangaula - Kilimanihewa 2 3 2 - 3 - 
35Km TRM Nangomba (Shap Corner) 2 - 2 - - - 

 Nangaramo Bridge  5 1 5 - 1 - 
 Likokona  4 2 4 - 2 - 

65Km Msinyasi (Slope) Bridge  6 3 4 2 3 - 
99Km Lumesule (Hord mountain rock area) 1 2 1 - 2 - 

 TOTAL 30 13 25 5 13 - 

 

4-2-3 自然環境及び公害 

(15) 地球温暖化 

本プロジェクトが直接的に及ぼす影響として、地域的な交通量の増加による温暖化効

果ガスの発生量の増加が考えられるが、一方では、プロジェクトによる効果として、通

過時間短縮、燃費改善等があげられる。また、これらの影響を予測するための年代別車

種別排出係数等の詳細データは測定されていない状況である。このため、本プロジェク

トにおける影響については、現時点で不明と評価する。 

(16) 生態系及び生物相 

a) 概況 

調査対象地域には、図 4-2-3 に示すように世界自然遺産に登録されているセルー保護

区が北側約 80-100kmに、南側約 40kmにモザンビーク国のニアサ保護区が位置する。そ

のほか、20から 30km範囲内には、ルクウィカ-ルメスレ保護区、ムサンジェシ保護区の

ほか数カ所の保安林が存在する。既存の道路は、マサシから約 50km 地点でムチョンダ

保安林を通過している。 

沿道約 193kmの植生及び土地利用をみると、45％はカシューナッツ畑として切り開か
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れている。また、その他 40％程度もカシューナッツを含むキャッサバ、マンゴー、パパ

イヤ、稲作、バナナ等の農耕地が高木森林や低木疎林等に混在している状況であり、原

生林の存在は限られている。このような沿道の土地利用を反映して、昼間には人間活動

に慣れ、岩山周辺に生息するサバンナバブーン程度が散見される程度であり、貴重生物

の生息域はない※といわれている。（※天然資源観光省 ルクウィカ-ルメスレ保護区 管理官 ペサンビリ

氏等へのヒアリング結果） 

 

 

 

 

 

 

 

沿道の農地（カシューナッツ）   農地と疎林混成   季節的湿地環境 

 

b) プロジェクトが及ぼす影響 

プロジェクトが及ぼす影響として、以下の項目があげられる。 

・ 直接的影響として、セルー保護区からニアサ保護区へのアフリカゾウの移動回廊

への影響 

・ 間接的影響として、沿道の無計画な市街化、農業開発（カシューナッツ、タバコ

等）、木材やチャコール製造のための違法な森林伐採の増加、密猟の増加 

 

c) セルー・ニアサ野生生物回廊の概要と必要なミティゲーション方策 

セルー・ニアサ野生生物回廊に関する調査を行うにあたって、以下のような関係者へ

のヒアリング及び既存文献をレビューし、特に東側野生生物回廊の正確な位置の把握と

本プロジェクトが及ぼす影響の程度、必要なミティゲーション方策について整理を行っ

た。 
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表 4-2-8 野生生物回廊に関するヒアリング先 
所 属 氏 名 所属等 

1.GTZ（ドイツ技術協力公社） Mr. Rudlf Hahn 西側野生生物回廊に関する調査担当者 

2.UNDP（国連開発計画） 
Ms Gertrude Lyatuu 
Ms Gemma Aliti 

環境・貧困・ジェンダー担当者 

3.WWF（世界野生生物基金） Mr. Crispian Marima 
東側野生生物回廊に関する Ruvuma-Selous Miombo プロ
グラム担当者 

4.NEMC（国家環境管理審査会） Mr. K.C. Sengoe EIAセクション 

5.MOW環境ユニット 
Mr. Duff 
Ms. Mery Assey 

MOW内の環境に関するチェック機関 
Mtwara-Mbamba Bay Roadの環境影響評価レビュー担当者

6.天然資源観光省 野生生物局ア
イボリールーム 

Mr. Benjamin N. 
Andulege 

セルー・ニアサ野生生物関連担当者（ダルエスサラーム）

7.天然資源観光省 ルクウィカ
保護区 管理官 

Mr. Antony Pesambli 
Mr. Richard Bwire 

8.ムトワラ州マサシ県野生生物
保護局 

Mr. F. Ngalamba 

東側野生生物回廊に関する調査者（唯一調査を行った担当

者：ペサンビリ氏） 
Wildlife Resources of Lukwika Lumesule / Msangjesi Game 
Reserve 

9.ルブマ州トゥンドゥル県野生
生物保護局 

Mr. D. Koishwa 
マサシ-トゥンドゥル間のトゥンドゥル県側の野生生物保
護官 

10.天然資源観光省 セルー保護
区 管理官 

Mr. Stanslaus 
Odhiambo 

セルー保護区南東地区マネージャー 

11.ダルエスサラーム大学 
生態学／野生生物保護学科 

Prof. Jpnathan 
Kabigumila 

野生生物科学・保全学 教授 

表 4-2-9 野生生物回廊に関する主な文献の概要 

文献名 
機関･ 
発行時期 

概要等 

-Pre-feasibility And 
Environmental Baseline Study 
For The Ruvuma River 
Interface Final Draft Report 
(July2005) 

GTZ, 
2005 年 7
月 

【東側野生生物回廊に関する記述】 
・セルー保護区－Muhuwesi 保安－Lukwika 保護区までの最短コースを
野生生物管理区域（WMA）として設定して保全することが望ましいが、
すでにカシューナッツやタバコ畑等の開発が拡大しているエリアであ

り、実際はWMAの設定は困難な地域である。 
・東側野生生物回廊において、最も重要な地域は、セルー-キリマロン
ド-Msanjesi保護区-Lukwika保護区-Lumesule川沿いである。また、岩山
等の景観的特徴もありWMAとして設定することが望ましい。 
・WWF タンザニアプログラム・オフィスは、東側野生生物回廊を開発
するためにルブマ－セルーミオンボプログラムを準備中であり、ドナー

を探している。 
【その他】 
・インド洋からルブマ川沿いを経てニアサ湖それに隣接するタンザニア

側の保護区域、保安林を含めてWMAとして設定し、許可狩猟を資金源
として観光開発と環境保全を行う提案を行っている。これらはルブマ川

沿いの観光―環境保全のためのアンカープロジェクトとして認識され

ることを示している。 

-Distribution and Movements 
of Elephants and other Wildlife 
in the Selous-Niassa Wildlife 
Corridor, Tanzania (2004) 

GTZ, 
2004 

・GPSシステムによるアフリカゾウや草食動物の移動ルートを調査して
いるが、そのルートは東側区間では確認されていない。 
・調査は、GPSのほか、村落保護スカウト（村落別に配置された村民調
査員）からのヒアリングにより実施されてた。 
・本調査により西側区間の野生生物回廊における野生動物と住民とのコ

ンフリクションの場所や内容について明確にされた。 
・本調査により西側野生生物回廊における重要なルートや場所が明確に

された。 

Wildlife Resources of Lukwika 
Lumesule / Msangjesi Game 
Reserve 

Mr. A. 
Pesambili, 
November 
2003 

主に Lukwika/Lumesule/Msanjesi 保護区における動植物データの報告書
であり、本論文中に東側野生生物回廊（アフリカゾウ）の移動ルートが

記載されている。GTZ、WWF 調査報告は、すべて係官の情報に基づい
ている。 
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・セルー・ニアサ野生生物回廊（東側）の概要 

セルー保護区は、世界最大のアフリカゾウの生息域であり、その数は 12,000頭（2002

年時点）を超え、かつ増加している状況にあるといわれている。これらの群れの移動経

路は、下図に示すとおり、大まかに示すとトゥンドゥル-ソンゲア間を往来する西側野生

生物回廊とマサシ-トゥンドゥル間の東側野生生物回廊にわけられるといわれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-3 セルー・ニアサ野生生物回廊の位置図 
（出典：NDC資料を基に作成） 

 

しかしながら、調査対象地域（マサシ-トゥンドゥル間）における東側野生生物回廊に

関する詳細調査は実施されておらず、天然資源観光省のルクウィカ・ルムスレ保護区の

係官のみが独自の調査で得た情報が現存する唯一ものである。GTZ の報告書

（Pre-feasibility And Environmental Baseline Study For The Ruvuma River Interface Final 

Draft Report, July2005）に一部東側野生生物回廊についての記載があるが、これらの記述

はすべてルクウィカ・ルムスレ保護区の係官からのヒアリングと現地視察をソースとし

ているとのことであった。 

このような現状を踏まえ、東側野生生物回廊に関する詳細な情報を同係官へ確認する

とともに、これらの情報を補完するためにルートが計画路線を横断する区域において住

民へのヒアリング調査を行った。 

係官へのヒアリングによれば、東側野生生物回廊のアフリカゾウのライフサイクルは

図 4-2-4 に示すとおりである。基本的に餌となる植物・作物や水を求めて、かつ人間活

動を避けながら移動している。8月から 9 月頃の大乾季にニアサ保護区にいる群は、雨

East Wildlife Corridor

West Wildlife Corridor 
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季前の水位の低いルブマ川を横断し、セルー保護区に移動する。10月から 1月にかけて

セルー保護区にて滞在する。その後は、大雨季の前の少雨季である 2月から 3月頃にル

ブマ川を越えてニアサ保護区に移動し、7月頃まで過ごすというライフサイクルである。 

このため、マサシ-トゥンドゥル間の道路を横断する時

期は、2月から 3月及び 8月から 9月頃であるが、密猟や

農民との接触を避けるため、アフリカゾウは基本的に夜

間のみ移動する。このため、昼間それらを見ることはで

きない。また、その移動数は西側野生生物回廊に比べて

圧倒的に少なく 1グループ 10~15頭程度と言われている。 

係官によれば、東側野生生物回廊内にさらに 2 つの野

生生物回廊が存在すると言われている。第 1 ルートは、

セルー、キリマロンド、マテクウェ、キピンディムビ、ムサンジェシ保護区、ムクンバ

ル、ナチングウェ、センゲンヤ、ナンゴンバ、ナニンブ、ルクウィカ保護区を通過する

ルートであり、第 2ルートは、セルー、キリマロンドの後、ムバンガロ及びルメスレ川

を南下し、ムチェンジェウカ、ミトンガを通過後、ルクウィカ保護区に至るものである。

（図 4-2-5参照：調査団と係官との数回の協議を経て作成された詳細ルート図） 

これらのルートが道路を横断する区間で村民にヒアリングを行ったところ、いずれも

ルクウィカ GRオフィス係官の調査結果を裏付ける結果が得られた。 

しかしながら、前述したとおりマイグレーションは人間活動や密猟を避けながらの移

動であるため、固定したルートではなく、毎年若干のルート変更があるといわれている。

このため、係官へのヒアリングを基にした NDC の図面では広大な面積が野生生物回廊

としてハッチングされている状況である。 

写真 ルクウィカ保護区係官 
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図 4-2-4 東側野生生物回廊におけるアフリカゾウのライフサイクル 
（出典：調査団とルクウィカ保護区係官との協議結果作成したルート図） 

 

 

 

 

 

 

 
ナンゴンバ回廊の状況（約 44km地点）  ルムスレ回廊の状況（約 99km地点）    住民へのヒアリング状況 
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図 4-2-5 東側野生生物回廊に存在する主な 2つの移動ルート 
（出典：ルクウィカ保護区係官と協議により作成したルート図面） 

 

・東側野生生物回廊への影響とミティゲーション方策 

 マサシ-トゥンドゥル間の道路整備（2車線・舗装化）がアフリカゾウへ及ぼす影響に

ついて、表 4-2-10に示す関係者にヒアリングした結果、いずれも本プロジェクト実施に

対してネガティブなコメントは得られなかった。しかしながら、下表のようなミティゲ

ーション方策を実施することが重要であるとのコメントがいずれの関係者からも示さ

れた。 
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表 4-2-10 東側野生生物回廊における本プロジェクトの影響に関するコメント 
所 属 氏 名 主なコメント 

GTZ（ドイツ技術協力公
社） 

Mr. Rudlf Hahn 

大きな影響はないが、野生生物回廊全体を保

全するためには、セルー保護区のような農民

も巻き込んだ利益還元システムを構築すべき

である 

UNDP（国連開発計画） 
Ms Gertrude Lyatuu 
Ms Gemma Aliti 

大多数は西側野生生物回廊を通過するため大

きな影響はないと考える。ただし、土地利用

規制や道路構造対策の実施が望ましい 

WWF（世界野生生物基金） Mr. Crisipian Malima 

影響は大きくはない。ただし、ゾウが道路を

横断しやすいような構造とするべきである。

また土取場にはまって死ぬ若いゾウが散見さ

れるため、埋め戻すか脱出可能な形状として

欲しい。ロードキル対策はマクユニの例を改

良したものが望ましい。 

NEMC（タ国国家環境管理
審査会） 

Mr. K.C. Sengoe 
大きな影響はないが、マクユニの道路の例を

参考に、ロードキル対策、横断しやすい構造、

動物道の対策を行うべき。 

MOW環境ユニット 
Mr. Duff 
Ms. Mery Assey 

大きな影響はないが、土地利用規制、森林保

護、スピード規制、道路構造対策を実施すべ

き 

天然資源観光省 野生生物
局アイボリールーム 

Mr. Benjamin N. Andulege
大きな影響はないが、土地利用規制をはじめ

としてミクミ国立公園のようなスピード抑制

を行うべき 

天然資源観光省 セルー

保護区 
Mr. Stanslaus Odhiambo 

大きな影響はない。ただし、道路脇の土取場

はなんらかの処理をして欲しい。小さい土取

場に落ちて死んでいるゾウもいる。特に若い

ゾウにとっては骨折等の危険性がある。ロー

ドキル対策、道路構造に配慮して欲しい。 
天然資源観光省 ルクウ

ィカ保護区 管理官 
Mr. Antony Pesambli,  
Mr. Richard Bwire 

ムトワラ州マサシ県野生

生物保護局 
Mr. F. Ngalamba 

工事については、アフリカゾウは夜間横断す

るため影響はない。道路整備にあたっては、

土地利用規制、ロードキル防止、環境教育等

が必要である 

ルブマ州トゥンドゥル県

野生生物保護局 
Mr. D. Koishwa 

道路整備による影響はない。なぜなら道路横

断は年 2 回でありその数も少ない。それより
も住民が森林を開発する影響が大きい。 

ダルエスサラーム大学 Prof. Jpnathan Kabigumila
大きな影響はないが、ロードキル対策に留意

すべき。 

表 4-2-11 関係者から提案された主な東側野生生物回廊のミティゲーション方策 
主なミティゲーション項目 内 容 

土地利用規制 

道路整備は、カシューナッツ等の大規模農地開発を誘発する可能性

があることから、主要なルートの土地開発を規制し、人間活動との

接触を避ける。同時に無計画な農業開発、チャコール等採取による

森林破壊、市街地化を防止する。 

道路横断が容易な道路構造対策 
アフリカゾウの移動が容易な道路構造の採用、横断しやすい排水路

の整備 
ロードキル防止 動物事故防止のための施設設置（標識、ハンプ、ゲート方式等） 

観光開発による利害の分配 
調査地域の観光開発とアフリカゾウの被害を受ける農民への利益

還元システムの構築 

環境教育 
沿道住民やドライバーへに対して、アフリカゾウの生態や保全の意

義について教育を行う 
密猟防止対策 密猟監視の強化 
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縦断勾配の大きい区間で見られる浸食 

橋梁下部の河床から飲料水を確

保する住民（ルクウィカ川） 

 

・B/D時に必要な調査 

 西側野生生物回廊においては、GTZ による個体装着 GPS による詳細な調査により移

動ルートを特定しているが、東側野生生物回廊において、EIAに関する調査で同様の精

度は得られない。このため、ルクウィカ保護区係官のアドバイスを基に沿道住民への詳

細なヒアリング調査を行い、横断区間の絞り込み等によりミティゲーション方策を計画

立案することが必要である。このほか、既存のドラフト EIAレポートにおいて動植物に

関するデータが欠落しているため、動物相、植物相、貴重植物、主な生息生育環境（ハ

ビタット）に関する現地調査を行う必要がある。 

(17) 特徴的な地形・地質 

調査対象地域には、約 50mほどの高さの岩山が散見されるが、地質学的な貴重性は有

していない。これらの岩石のほとんどは、地中数メートルの岩盤として存在している。

このため道路拡幅の一部で掘削されるのみでほとんどはそのまま保存される。調査対象

地域における地質情報については、Survey Department が保有している。 

(18) 土壌流亡 

調査対象地域の主な土壌は、ラテライト系であり、

降雨による浸食を受けやすい。この性状を反映して、

道路縦断勾配の険しい区間では、ガリ浸食が見受け

られる。 

道路整備にあたっては、これらの性状を把握した

上で、道路のり面や農地からの土壌流亡を招かない

よう留意する必要がある。 

(19) 地下水 

調査対象地域の地下水位は、河床近くの低地部で 1.5m

（GL-m）、台地部で数メートルであり地下水賦存量は豊か

である。しかし、ルクウィカ川等周辺では地下水の塩分濃

度が高く、地層に岩塩層があることをうかがわせる。 

本プロジェクトによる切土工事が既存の井戸周辺で行

われた場合、地下水位の低下を招くことが考えられる。こ

のため、設計段階では、測量と同時に井戸や水場（河床）

の位置と地下水位を確認することが必要である。本プロジ

ェクトにより既存の水利用に影響が出る可能性がある場

合には、必要に応じて代替井戸を設置することが必要であ

る。 

(20) 水文状況  

道路を横断する河川は大小含めて 40 程度あるが、ムフウェシ川を除いて乾季には水

流がない。これらの水無河川は、主川が定まっておらず雨季の洪水時には橋梁の上部ま

でに達するといわれている。なお、これらの水文データは計測されていないため、設計
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段階では集水域、雨量、浸透係数により算出される流量により橋梁等の流下能力等を推

定される。 
 

 

 

 

 

 

 
通年流水がみられるムフウェシ川             水無川の状況（ルメスレ川） 

(21) 沿岸水域（マングローブ林等） 

調査対象地域には、マングローブ林及び生態系保全の観点から重要な地域（湿地及び

湖沼等）は存在しない。 

(22) 気象 

調査対象地域の季節は、主に 4 季に分けられる。それらは 5 月から 11 月の大乾季、

11月から 1月までの小雨季、2月の小乾季、3月から 4月の大雨季である。降雨量は、

年間 1,000mm程度であるが、マサシ（標高 250m 程度）からトゥンドゥル（標高 600m

程度）で若干の差異がある。 

本プロジェクトは、既存の道路拡幅と舗装であり、大規模な地形改変や森林伐採は想

定されないため、地域の気象（微気象）への影響は考えられない。 

(23) 景観 

調査対象地域の景観構成要素は、一面開拓されたカシューナッツ等の農地景観、高木

疎林と農地の混合景観、低木疎林と農地の混合景観に分けられる。これらの中に約 50

から 100m程度の岩山が散在する景観となっている。 

本プロジェクトによる拡幅や線形変さらにより、全体的な景観の変化は少ないと考え

られるが、村落部の沿道樹木の伐採が一部生じることにより、村民にとっての身近な景

観が変化する可能性がある。これらの樹木は、村民のいこいの場、露商の場として日陰

を提供していることから、排水路の取り回しを行うなど、これらを可能な限りコントロ

ールポイントとして計画することが望ましい。設計段階においては、集落等の主な景観

を写真撮影や図面（測量）により施工前後の変化を把握するべきである。 
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写真 先行車により巻き上げられる粉じんの状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 
村落部に見られる沿道樹木と利用者     沿道に見られる特徴的な景観 

 

(24) 大気汚染 

調査対象地域の大気質データは存在しないが、

車両走行により巻き上げられた粉じんは 1分以上

空気中を漂い、往来する車両の安全性を低下させ

ているばかりでなく、路上歩行者・自転車、沿道

住民の生活環境に悪影響をもたらしている。 

本プロジェクトの実施後、交通量の増加により

排気ガス中に含まれる窒素酸化物、硫黄酸化物、

一酸化炭素等の影響は、物理的には増大するが、

健康を損なうレベルには達しない。一方、粉じん

については、本プロジェクトの実施（舗装化）に

より巻き上げ粉じんの発生が低減され、正の影響が影響が想定される。設計段階におい

ては、窒素酸化物、硫黄酸化物、一酸化炭素については簡易計測機材で測定困難である

ことから仮定条件による定量的予測により把握を行うレベルで十分であると考える。た

だし、粉じんについては、著しい正の影響が想定されるため簡易機材（ポット採取・計

量）によりプロジェクト実施前後の測定を行い、プロジェクトの成果を明らかにするこ

とが望ましい。 

(25) 水質汚染 

調査対象地域の河川の水質データは存在しない。また、井戸水質についても調査され

ていない。本プロジェクトは、通年流水のあるムフウェシ川において橋梁下部工事で濁

水を発生させる可能性がある。ムフウェシ川の水は、周辺の住民の生活用水源となって

いることから、特に乾季には濁水発生しにくい工法を採用する必要がある。また、工事

時に廃油等の適切な管理処理処分を行い河川等に流出しないよう留意することが必要

である。その他については、本プロジェクトは水質に悪影響を与える活動は想定されな

い。 

(26) 土壌汚染 

調査対象地域の土壌及び底質データは存在しない。また、地歴上、二次汚染を引き起
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図 モニタリング結果による道路交通騒音の変化の状況（交通量がほと

んど変わらない場合） 
注）3デシベルの減少効果＝交通量半分程度の効果 
出典：マクユニ・ンゴロンゴロ道路計画環境モニタリング結果 

こす可能性のある地域（鉱山等）は確認されていない。また、本プロジェクトの活動が

土壌汚染を誘発する可能性はない。ただし、他の地域から持ち込む客土や採石について

は、採取先の地歴を調査するなど十分な確認が必要である。 

(27) 廃棄物 

調査対象地域における廃棄物（一般廃棄物及び産業廃棄物）に関する統計的情報はな

い。 

本プロジェクトが及ぼす可能性のある影響としては、工事時の既存の橋梁・カルバー

トの撤去に伴う廃棄物の発生である。ただし、これらの廃棄物の組成は、コンクリート

や鉄筋であり、周辺に影響を及ぼす物質は含まれていない。これらの廃棄物は、撤去後、

廃棄物収集・処理業者を通じて適切に処理・処分される必要がある。 

(28) 騒音・振動 

調査対象地域における騒音・振動に

関する測定結果はない。本プロジェ

クトが及ぼす影響としては、工事時

の建設機械の稼働、道路供用時の車

両の走行である。工事時の建設機械

の稼働は、家屋近傍において騒音

80dB(A)、振動 70dB を超過すると想

定されるが、短期間に終了すること

から遮音壁等の設置によるミティゲ

ーション方策の採用は現実的ではない。一方、供用時の自動車走行による騒音は、交通

量増加に伴い予測計算上は増加するが、実際は、走行音（タイヤの砂利巻き上げ音）や

ギャップ乗り越え時の音、低速ギア多用（エンジン回転数上昇）の減少により騒音・振

動レベルは低下することが予想される。 

なお、「タ」国北部におけるマクユニ－ンゴロンゴロ道路環境モニタリング結果にお

いても、道路供用前後で 3dB(A)程度騒音レベルが減少する結果となっている。 

(29) 地盤沈下 

調査対象地域における地下水位は、既存井戸の地下水位レベルから見て 10 数メート

ル程度であると予想される。本プロジェクトでは、工事用水確保のために井戸を設置す

ると考えられる。 

新設井戸の揚水量が大きい場合、地盤沈下までは発生させないと考えられるが、周辺

の住民の井戸に影響（水位低下）を与える可能性がある。このため、設計段階では、既

存井戸の場所を確認し、それらの周辺を避けた設置計画を立てる必要がある。 

(30) 悪臭 

調査対象地域における悪臭に関する測定結果はない。また、本プロジェクトは悪臭を

発生させる活動は含まれない。 
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(31) 河川・湖沼・海洋の底質 

調査対象地域の河川に関する底質に関する測定結果はない。また、本プロジェクトは

底質に影響を与えるような活動は含まれない。 

 

4-3 スクリーニング及びスコーピング結果 

4-3-1 スクリーニング結果とその理由 

スクリーニングとは、一般には、事業特性と地域特性に基づき、環境社会配慮調査の実施が

必要かどうかの判断を行うことである。 

 JICA 環境社会配慮ガイドラインにおいては、想定される影響の程度を次の 3 つに分類し、

以降の環境社会配慮調査の方針・レベルを決定するものである。 

 

【カテゴリー分類の定義】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクリーニングは、初期環境調査（IEE）を通して、プロジェクト活動・投入（環境影響要

因）が各項目（環境要素）に対して及ぼす望ましくない影響の程度を定性的に想定した後、総

合的にそれらの影響の程度を評価することにより実施した。 

IEEの結果を概観すると、重大ではないが望ましくない影響を与える項目として、自然環境

分野では、アフリカゾウの移動回廊、社会環境分野では、住民移転が抽出される。 

ただし、アフリカゾウの移動回廊については、適切なミティゲーション方策の実施により望

ましくない影響は十分に緩和されるものと考えられる。この評価にあたっては、関係者（GTZ、

UNDP、WWF、天然資源省、ダルエスサラーム大学等）のヒアリングにおいても同様の意見が

得られている状況である。 

一方、住民移転については、すべての家屋または露店等はセットバックのみであり住民移転

は生じないと想定されている。さらに、これらの手続きについては、「タ」国国内法に準拠し、

移転手続き及び補償が実施されてる見込みである。加えて、これまでこのような道路整備に関

する手続きにおいて「タ」国内では大きな問題は発生してない状況である。 

また、「タ」国における EIA手続きについては、NEMCより最終 EIAの作成が求められてい

る状況である。 

これは影響の多寡に限らず EMA 法に準拠し、道路拡幅プロジェクトでは実施される手続き

【カテゴリーA】 
環境や社会への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクト。また、影響が複雑であった

り、先例がなく影響の予測が困難であるような場合、影響範囲が大きかったり影響が不可逆的である場合。さら

に、相手国政府等が定めた環境に関連する法令や基準等で詳細な環境影響評価の実施が必要となるプロジェ

クト。影響は、物理的工事が行われるサイトや施設の領域を超えた範囲に及びうる。カテゴリＡには、原則として、

影響を及ぼしやすいセクターのプロジェクト、影響を及ぼしやすい特性を持つプロジェクト及び影響を受けやす

い地域あるいはその近傍に立地するプロジェクトが含まれる。 

【カテゴリーB】 
環境や社会への望ましくない影響が、カテゴリＡに比して小さいと考えられる協力事業。一般的に、影響はサ

イトそのものにしか及ばず、不可逆的影響は少なく、通常の方策で対応できると考えられる。 

【カテゴリーC】 
環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと考えられる協力事業。 

出典：JICA環境社会配慮ガイドライン（JICA、2004 年 4 月） P8
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である。加えて、マサシ-トゥンドゥル間道路は、ムトワラ開発回廊プロジェクトの一環として

取り扱われており、それらの主な影響対象は、西側にある野生生物回廊であり、相対的にマサ

シ-トゥンドゥル区間において大きな課題として取り上げられていない。 

以上のような状況を総合的に評価すると定性的なスクリーニング結果は次のとおりとなる。 

なお、カテゴリーの分類については、本調査結果を基にして JICA内部で検討される。 

 

本プロジェクトは社会・自然・公害分野において著しい影響及び不可逆的な影響は与

えないものと想定される。また、影響を与える範囲は、プロジェクト沿道周辺にとどま

り、それらは、プロジェクトにおける通常のミティゲーション方策及び「タ」国政府の

協力により十分に緩和できるレベルである。一方、「タ」国内の EIA 法に基づき、詳細

EIAが求められているが、これは制度上の手続きでありマサシ-トゥンドゥル間に環境社

会上の重要な課題はないと評価される。 
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4-3-2 スコーピング結果 

「スコーピング」とは、検討すべき代替案と重要と思われる評価項目の範囲並びに調査方法に

ついて決定することをいう。 

 IEE及びスクリーニング結果をもとにした検討すべき代替案、ミティゲーション方策等につい

て記載する。ただし、現時点では道路・橋梁・港湾の詳細な整備内容が未確定のため、予備段階

のものとして位置づけ、本格調査段階で再度スコーピングを行うことが望ましい。 

 スコーピングの方法は、チェックリスト法と Leopold法、ネットワーク法、オーバーレイ法等

いくつかの方法があるが、現時点では活動・投入計画等の詳細が未確定であることからチェック

リスト法を用いた。 

表 4-3-1にスコーピングチェックリスト、表 4-3-2に「影響が想定される項目に対するモニタリン

グ内容及びミティゲーション方策」を示す。 

 

スコーピング・チェックリストでは、望ましくない影響の程度を A（重大な望ましくない影響

が想定される）、B（A と比較して小さい影響が想定される）、C（詳細な情報が存在しないか得

られないため望ましくない影響が想定できないことから本格調査（B/D）段階において調査が必

要）、D（望ましくない影響はほとんどないと想定される）、E（プロジェクトによる望ましい影

響が想定される）の 5項目について、その現況と及び想定される望ましくない影響内容を記載し

た。 

表 4-3-1 スコーピング・チェックリスト（プロジェクト全体） 

影響要素（事業活動） 評 価 望ましくない影響の内容／本格調査時に必要な調査 

1.非自発的住民移転 C 

道路用地内に 603件の家屋等があり、世帯主等への意向確認調査が必要であ
る。ただし、移設または工事影響家屋数は正式に確定されておらず、用地補
償の取り扱いが現時点では不明であることから EIA等により更なる調査が必
要となる。 

（1-2 家屋等のセットバック） A 道路用地内に 603件の家屋等があり道路拡幅や迂回路設置等によりセットバ
ックの可能性ある。 

2.雇用や生計手段等の地域経済 E 工事期間、完了後とも雇用促進や地域経済の活性化により正の影響が大きい
と考えられる。 

3.土地利用や地域資源利用 C 
対象地域は殆ど全域が農地であり、プロジェクトの導入により農地から他の
用途へ土地利用形態が転換することは現時点では予見し難い。一方、地域資
源の利用については正の影響が大きいと考えられる。 

4.社会関係資本や地域の社会組織 E プロジェクトの導入によりライフラインの整備など社会関係資本や社会組織
に対する正の影響が大きいと考えられる。 

5.既存のインフラや社会サービス E プロジェクトの導入により既存のインフラや社会サービスに対する正の影響
が大きいと考えられる。 

6.貧困層や先住民族など社会的に脆
弱なグループ 

E 対象地域には社会的に脆弱なグループは存在しておらず、都市部と農村部と
の格差是正にはむしろ正の影響が大きいと考えられる。 

7.被害と便益の分配や開発プロセス
における公平性 

C プロジェクトの導入により、対象地域と後背地であるルブマ川周辺の住民と
の間に格差が生じる懸念はある。 

8.ジェンダー E 女性の労働である水汲み作業の軽減により、女性の労働削減に資するものと
思われる。 

9.子どもの権利 E 児童の通学路改善により正の影響が大きいと考えられる。 

10.文化遺産 C 全般的には望ましくない影響はほとんど考えられないが、トンドゥル県ナカ
パーニャ村のモスクの外壁の一部が ROW内に存在している。 

11.地域における利害の対立 D 本プロジェクトは地域の公共財である既存道路の整備案件であり、望ましく
ない影響はほとんどないと想定される 

12.公衆衛生 E 食糧や飲料水へのアクセスが向上し、正の影響が大きいと考えられる。 

社
会
環
境

 

13.HIV/AIDS等の感染症 B 工事関係者の出入り等により望ましくない影響がありうる。 
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影響要素（事業活動） 評 価 望ましくない影響の内容／本格調査時に必要な調査 

14.水利用・水利権 E 飲料水へのアクセスが向上することから、水利用には正の影響が大きいと考
えられる。対象地域は水利権、漁業権存在しない。 

 

15.事故の増加 B 走行精度の向上により未整備な状態に起因する事故は減少するが、一方では
走行スピードの増加による過失事故が発生すると考えられる。 

16.地球温暖化 C 地域的交通量は増加するものの、プロジェクトの効果として燃費向上や通過
時間短縮等が想定されるため、全体としての影響の程度は不明確である。 

17.生態系及び生物相 B 

計画路線は、アフリカゾウ等の野生生物回廊を通過している。ただし、本回
廊を横断するアフリカゾウの個体数は、10-15 頭程度であり、トゥンドゥル-
ソンゲア間の西側野生生物回廊と比べて極めて少ない。そのほか、貴重種等
の生息するハビタットは計画路線及び周辺地域に存在しない。 
また、間接的影響として、沿道における無計画な市街化・農業開発・森林伐
採が促進される可能性がある。 

18.特徴的な地形・地質 D 計画路線及びその周辺には、砂岩または花崗岩由来の約 50mの岩山が散在す
るが地質学的な貴重性はない。 

19.土壌流亡 B 道路拡幅及び線形変さらに伴い土壌流亡を促進させる可能性がある。 

20.地下水 B 道路計画上切土は少ないものと考えられるが、場所によっては既存の地下水
及び井戸に影響を与えることが想定される。 

21.水文状況  D 基本的に水文環境を変化させないような橋梁設計が行われるため影響はほと
んどない。 

22.沿岸水域（マングローブ林等） D 河川にはマングローブ林及び生物多様性に富む植物群集やハビタット等は存
在しない。 

23.気象 D プロジェクトの性格上望ましくない影響はほとんど考えられない。 

自
然
環
境

 

24.景観 B 村落の沿道樹木の伐採、構造物の出現により眺望及び景観が変化することが
考えられる。 

25.大気汚染 E 

交通量の増加に伴い計算上の大気汚染濃度は増加すると考えられるが、沿道
住民の健康を阻害するレベルではない。一方、舗装化による 1 台あたりの排
出ガスの減少、舗装化による粉じんの減少により正の影響が大きいと想定さ
れる。 

26.水質汚染 B 計画路線がつ通過する河川部分の橋梁建設時に濁水が発生する可能性があ
る。 

27.土壌汚染 D 計画路線及びその周辺に土壌汚染を誘発する地域はない。 

28.廃棄物 B 既存橋梁の撤去、住民移転が発生する区域では廃棄物が発生するが、住民等
へ影響を及ぼすレベルではない。 

29.騒音・振動 D 現況及び将来交通量の増加により計算上、騒音・振動レベルは増加するが、
道路整備により正の効果を及ぼすと考えられる。 

30.地盤沈下 D プロジェクトの性格上望ましくない影響はほとんど考えられない。 

31.悪臭 D プロジェクトの性格上望ましくない影響はほとんど考えられない。 

公
害

 

32.河川・湖沼・海洋の底質 D プロジェクトの性格上望ましくない影響はほとんど考えられない。 

評価：A（重大な望ましくない影響が想定される）、B（Aと比較して小さい影響が想定される）、C（詳細な情報が存在しない
か得られないため望ましくない影響が想定できないことから本格調査（B/D）段階において調査が必要）、D（望ましく
ない影響はほとんどないと想定される）、E（プロジェクトによる望ましい影響が想定される） 
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表 4-3-2 影響項目の調査・モニタリング・ミティゲーション方策 
影響時期 

影響要素（事業活動） 評 価 
工事中 供用時

調査内容等 
考えられるミティゲーション

方策（代替案含む） 

「タ」国

TOR記
載事項注）

1.非自発的住民移転 C ○  

① 土地所有登録、測量による
所有者、意向の確認 

② 本案件実施に伴う用地収
用法手続きの確認 

③ EIA レベルの環境社会配
慮調査を実施 

④ 住 民 移 転 計 画 で あ る
「 Ressetllment Action 
Plan (RAP)」の策定 

① 用地補償の実施 
② 建設資材の現物支給 
③ 工事影響外地帯における
建築物の一定期間の残存

許可 

○ 

(1-2 家屋等のセットバック) A ○  基本的に上記調査と同様 基本的に上記調査と同様 ○ 

3.土地利用や地域資源利用 C ○  土地利用形態調査 土地利用規制の実施 ○ 

7.被害と便益の分配や開発プロセ
スにおける公平性 

C  ○ 社会経済調査 
① ステークホルダーとの協議
② 対象地域における道路網の
整備 

 

10.文化遺産 C ○  測量及び社会文化調査 

①改修に伴う経費の補償 
②工事影響外地帯におけるモ

スク外壁の一定期間の残存

許可 

○ 

13.HIV/AIDS等の感染症 B ○ ○ 社会調査 
住民と建設労働者に対する

AIDS 予防キャンペーンの実
施、保健教育セミナーの実施

○ 

社
会
環
境

 

15.事故の増加 B ○ ○ 交通安全対策調査 

速度抑制措置（ハンプ設置、

標識、ドリフト）、交通違反車

の取り締まりの強化、交通安

全キャンペーンの実施 

○ 

17.生態系及び生物相 B ○ ○ 

現地再委託調査による植物

相、動物相、注目すべき種に

関する調査の実施。特にアフ

リカゾウ東側野生生物回廊

が道路を横断する区間を可

能な限り絞り込むものとす

る。 

動物の移動が阻害されないよ

うな道路構造の採用、樹木伐

採範囲の最小化、スピード抑

制装置の設置、住民への環境

教育等 

○ 

19.土壌流亡 B ○ ○ 
自然条件調査、測量による土

壌流亡が見られる傾斜地の把

握 

土壌流亡が発生するような傾

斜地の最小化 
○ 

20.地下水 B ○ ○ 
自然条件調査、測量調査によ

る既存井戸の把握 
既存井戸の水位低下が見られ

た場合の代替井戸の設置 
○ 

自
然
環
境

 

24.景観 B ○ ○ 
写真撮影、現地踏査、測量時

の樹木の記録 
構造物の意匠検討、沿道の樹

木の保全 
 

26.水質汚染 B ○  
ムフウェシ川及び計画路線が

通過する主な河川の pH、SS、
COD等の現場測定 

工事時の濁水防止対策の採用 ○ 

公
害

 

28.廃棄物 B ○  測量時に撤去物確認 法律を遵守した処理実施  
評価：A（重大な望ましくない影響が想定される）、B（Aと比較して小さい影響が想定される）、C（詳細な情報が存在しないか

得られないため望ましくない影響が想定できないことから本格調査（B/D）段階において調査が必要）、D（望ましくない
影響はほとんどないと想定されるため設計以降の調査対象項目として選定しない）、E（プロジェクトによる望ましい影響
が想定される） 

注）「4-1-2 本プロジェクトの EIAの進捗状況」で示した「タ」国 TORにより調査が指示された項目 

 

■代替案 

要請されたプロジェクトは、既存道路の拡幅と舗装化であり、F/S報告書において、一部新設道

路区間が代替案として示されているが、費用面、沿道住民への裨益効果等の側面から現実的では



 

 
 

59

なく現時点では廃案となっている。このほかの代替ルートは、地形的な制約から現実的ではない

ことは明らかである。 

このため、本プロジェクトの環境社会配慮上の観点からは、代替案はなく、個別のミティゲー

ション方策により対応を行う必要がある。 

 

4-4 特に配慮が必要な項目と対応方法 

4-4-1 社会環境 

社会環境分野において特に配慮が必要な項目は住民移転である。住民移転の項目につ

いては次の項目に留意する必要がある。 

・ 現時点では基本設計調査が行なわれておらず、正確なプロジェクトの影響家屋数

は未だ確定していない。 

・ ROW内に存在が確認された家屋のうち、半分は店舗用の小屋であり、居住施設で

はない。 

・ ROW内に存在する家屋は、同国の道路法では違法建築である（ただし、同法制定

の 1967年以前に建てられた家屋は対象外になる）。 

・ ROW内に存在する家屋でも、工事に直接影響がない施設は残存させる可能性があ

る。 

・ 対象道路の村落は家屋の高度密集地帯ではなく、家屋の後背地は比較的余裕を持

って配置されていることから、基本的に住民移転は発生せず、セットバックのみ

によって対応が可能であると考えられる。 

・ 対象道路の家屋はほとんどが土壁構造であり、柱や部材の移築によりセットバッ

ク工事が容易である。 

・ 対象地域の地域の住民は道路工事の速やかな実施を望んでおり、セットバック対

応にも協力的であると考えられる。 

・ 同国では用地補償がなされた場合は比較に順調に収容手続きが行われることが多

い。 

本案件において ROW内に存在する家屋数は 603軒であり、1km当たりでは 3軒未満

となる。また、対象家屋もセットバックによる対応が十分可能であるなど当該地域の居

住環境を考慮すると本案件における非自発的住民移転の影響はプロジェクトの事業規

模から判断して限定的ではあると考えられる。しかしながら、EIAの一環として実施さ

れる RAP（住民移転計画）が適切に策定、運用されるよう EIAの実施においては十分な

技術的支援を行っていくことが望まれる。 
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4-4-2 自然環境及び公害分野 

自然環境分野及び公害分野で特に配慮が必要な項目は、生態系としてニアサ・セルー

野生生物東側回廊である。 

東側野生生物回廊に関しては、先に述べたとおり、GTZ／NDCの報告書の記載と天然

資源観光省の係官がわずかに調査を行っているのみである。今回の調査により、東側野

生生物回廊が主に 2つのルートであることが絞り込むことができた。これらの地域につ

いて、以下のようなハード及びソフト面のミティゲーション方策を実施するとともに、

「タ」国中央政府、地方政府への提言を行うことが必要である。 

特に日本政府の実施した「タ」国北部（マクユニ・ンゴロンゴロ道路整備）における

野生生物回廊への保全対策は、「タ」国政府、他国ドナー及び NGO等に高く評価されて

いることから、この道路整備の経験を活かした野生生物回廊へのミティゲーション方策

を実施することが望ましい。 

このほか東側野生生物回廊に関する既存情報や調査結果をとりまとめにあたっては、

1987 年以来西側野生生物回廊の調査を継続して実施している GTZ の担当者と連携を保

ち、かつ今後開始されるWWFによる東側野生生物回廊調査へ情報提供を行い、コンセ

ンサスを得ながら調査を行うことが望ましい。 

表 4-4-1 設計時に反映すべき野生生物回廊におけるミティゲーション方策 

主なミティゲーション項目 内 容 

道路横断が容易な道

路構造対策 
アフリカゾウの移動が容易な道路構造（排水路含む）の採用 

ロードキル防止 動物事故防止のための施設設置（標識、ハンプ、ゲート方式等） 

環境教育 
沿道住民やドライバーへに対して、アフリカゾウの生態や保全の意義

について教育を行う 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
実

施
す
べ
き
項
目 

情報交換と協議 
東側野生生物回廊の調査を検討しているWWF、西側野生生物回廊の
調査を進めている GTZ 等との情報交換を行い、道路プロジェクト内
で実施可能な対策を検討する 

土地利用／森林伐採

の規制と監視 

道路整備は、カシューナッツ等の大規模農地開発を誘発する可能性が

あることから、主要なルートの土地開発を規制し、人間活動との接触

を避ける。また、現地では違法な森林伐採やチャコールの製造がみら

れることからこの点においても提言を行うことが必要である。 
観光開発による利害

の分配 
調査地域の観光開発とアフリカゾウの被害を受ける農民への利益還

元システムの構築 

「
タ
」
国
政
府
へ
の
提
案 密猟防止対策 

調査対象道路近傍には、セルー保護区、ムサンジェシ保護区、ルクウ

ィカ・ルムスレ保護区、ムフウェシ保護区等がある。道路整備がこれ

らの保護区における密猟を誘発することのないよう密猟防止ための

監視を強化するよう提言する 
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第 5章 まとめ－基本設計調査実施への提言等－ 

5-1 プロジェクトの直接・間接的効果（現存するニーズ／期待される成果） 

本プロジェクトは、「ムトワラ開発回廊」計画の代表的な運輸交通プロジェクトとして国際的

な経済発展に資するだけでなく、本調査地域の住民の経済・社会発展にも資することが期待さ

れている。このため、本プロジェクトの事業効果については①ムトワラ開発回廊周辺国の 4 カ

国レベル、②国家経済レベル、③南部地域経済レベル／対象路線沿線地帯レベルなど多階層的

な空間軸から評価する必要がある。 

また、本プロジェクトの実施によって得られる直接的効果（直接便益）である現存する幾つ

かのニーズに加えて、間接的効果（間接的便益）としてムトワラ－バンバベイ間の道路網が整

備されることに起因し、新たに発生する投資、経済効果やそれに誘引される交通量の増大につ

いても十分に配慮／対応する必要がある。 

よって、本プロジェクトは次表に示す経済インパクトの 11項目、社会的インパクトの 8項目

について地域的な空間軸、および経済・社会発展の進展に伴う時間軸による視点を用いて現存

するニーズを整理し、プロジェクトを実施することによって期待される事業成果について十分

に把握することが望ましい。 

表 5-1-1 マサシ-トゥンドゥル間道路のインパクト項目一覧表 

No 項目 No 項目 

 経済的インパクト項目  社会的インパクト項目 
1  雇用の発生 1  社会組織（コミュニティー開発） 
2  水資源開発 2  貧困削減 
3  資源開発（鉱業等） 3 ジェンダー 
4  エネルギー開発（電力等） 4 教育 
5  農業開発 5 文化遺産 
6  漁業開発 6 地域格差是正 
7  工業開発 7 公衆衛生／医療 
8  運輸施設整備     
9  通信施設整備     

10  都市、農村基盤整備     
11  観光開発     

 

上表は、「ムトワラ-バンバベイ間道路建設プロジェクト」の F/S調査報告書をはじめ既存の文

献、資料のレビュー、および関係者へのヒアリングによる調査結果からインパクト項目を抽出

したものであり、これにより「現存するニーズ」と「本プロジェクトを実施することにより期

待される成果」（以下「期待される成果」という）について定性的な整理を試みた。 

これによるとニーズが高く、道路の改善により大きな成果が期待できる項目としては、雇用

の発生、資源開発、農業開発、運輸施設整備、貧困削減、地域格差是正、公衆衛生／医療の 7

項目が挙げられる。また、その効果はミクロレベルであるプロジェクト対象地域において最も

高く、続いてよりマクロレベルである国家、ムトワラ開発回廊周辺国の順となるものと想定さ

れる。 
なお、詳細については表 5-1-2に示すとおりである。
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表
5-

1-
2 
マ
サ
シ
ー
ト
ン
ド
ウ
ル
道
路
の
ニ
ー
ズ
一
覧
表

 

ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
周
辺
国
レ
ベ
ル

 
国
家
レ
ベ
ル

 
地
域
レ
ベ
ル

 
N

o 
項
目

 

現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 

  
経
済
的
イ
ン
パ
ク
ト

 

1 
雇
用
の
発
生

 
雇
用
対
策
は
共
通
す
る

需
要
課
題
で
は
な
い
。

 M
tD

C
の
開
発
に
よ
っ
て
地
域

の
雇
用
の
促
進
を
図
ら
れ
る
。

 
雇
用
の
確
保
は
国
家
の
重
要
な

課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。

 M
tD

C
の
開
発
に
よ
っ
て
就
業
機

会
や
農
業
市
場
の
拡
大
等
に
よ
り

雇
用
の
促
進
が
図
ら
れ
る
。

 

農
業
繁
忙
期
（

10
月
～

1
月
）
を
除
く
と

就
業
機
会
が
少
な
い
。
現
金
収
入
が
可
能

な
就
業
機
会
の
創
出
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
就
業

機
会
が
増
加
す
る
。

 

2 
水
資
源
／
給
水
施
設

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

ル
ブ
マ
川
や
ニ
ア
サ
湖
な
ど
豊

富
な
水
資
源
を
有
す
る
地
域
の

水
資
源
開
発
や
給
水
施
設
整
備

が
進
め
ら
れ
る
。

 

ほ
と
ん
ど
未
利
用
の
ル
ブ
マ
川

の
開
発
や
ダ
ム
適
地
の
開
発
な

ど
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
高
い
水
資

源
開
発
、
給
水
施
設
整
備
、
灌
漑

設
備
の
建
設
を
進
め
る
必
要
性

が
あ
る
。

 

「
タ
」
国
は
電
力
事
情
が
逼
迫
し

て
お
り
、
将
来
的
に
は
ク
リ
ー
ン
･

エ
ネ
ル
ギ
ー
で
も
あ
る
水
資
源
開

発
が
可
能
と
な
る
。
ま
た
、
給
水

施
設
や
農
業
用
水
の
整
備
も
併
せ

て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

 

水
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
、
ハ
ン
ド
ポ
ン
プ
ま

た
は
雨
水
・
川
・
湖
の
利
用
に
限
ら
れ
る
。

安
定
し
た
安
全
な
水
へ
の
確
保
が
必
要

で
あ
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
水
資

源
開
発
や
給
水
施
設
の
整
備
が
進

め
ら
れ
る
。

 

3 
資
源
開
発
（
鉱
業
等
）

 重
要
な
課
題
で
は
あ
る

が
緊
急
性
は
高
く
な

い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
よ
り
「
タ
」

国
の
廉
価
な
鉱
物
資
源
の
入
手

が
図
ら
れ
る
。

 

南
部
地
域
の
良
好
な
鉱
物
資
源

開
発
を
進
め
る
た
め
に
は
民
間

投
資
を
呼
び
込
む
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
に
は
ア
ク
セ
ス
網
を

整
備
す
る
必
要
性
が
あ
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
っ
て
廉

価
な
鉱
物
資
源
が
国
内
に
流
通
す

る
。
周
辺
国
へ
の
輸
出
も
促
進
さ

れ
る
。

 

ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
で
予
定
さ
れ
て
い
る
石

炭
開
発
に
よ
る
鉱
物
資
源
の
運
搬
手
段

を
確
保
す
る
必
要
性
が
あ
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
鉱
物

資
源
の
ム
ト
ワ
ラ
港
ま
で
の
運
搬

量
が
増
加
す
る
な
ど
地
域
経
済
が

活
性
化
す
る
。

 

4 
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
（
電

力
）

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

廉
価
な
鉱
物
資
源
の
入
手
に
よ

っ
て
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発

が
進
め
ら
れ
る
。

 

ム
チ
ュ
チ
ュ
マ
の
石
炭
開
発
を

進
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
を
促
進

す
る
必
要
が
あ
る
。

 

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
高
い
南
部
地
域

の
資
源
を
生
か
し
て
火
力
発
電
や

水
力
発
電
の
建
設
に
よ
り
電
力
の

確
保
が
可
能
と
な
る
。

 

電
力
事
情
は
、
「
タ
」
国
の
中
で
も
設
備

投
資
が
大
幅
に
遅
れ
て
い
る
。
特
に
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
対
象
区
間
は
道
路
網
の
不
備

等
の
理
由
か
ら
無
電
化
地
区
と
な
っ
て

お
り
、
生
活
レ
ベ
ル
の
向
上
の
た
め
に
送

電
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
が
必
要
と
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
農
産
物
一
次
加
工
を
行
う

た
め
の
課
題
と
も
な
っ
て
い
る
。

 

電
化
に
よ
り
生
活
レ
ベ
ル
が
向
上

す
る
。
ま
た
、
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
等

の
農
産
物
の
一
次
加
工
が
可
能
と

な
り
付
加
価
値
の
高
い
換
金
作
物

が
生
産
可
能
と
な
る
。

 
ム
ト
ワ
ラ
州
の
ム
ナ
ジ
湾
に
も
天

然
ガ
ス
の
埋
蔵
が
確
認
さ
れ
て
お

り
、

M
tD

C
の
か
進
展
に
伴
い
、
ム

ト
ワ
ラ
で
の
新
規
火
力
発
電
所
の

建
設
が
進
め
ら
得
る
な
ど
電
力
開

発
が
進
め
ら
れ
る
。

 
 

農
業
開
発

 
重
要
な
課
題
で
は
あ
る

が
緊
急
性
は
高
く
な

い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、

周
辺
国
側
で
生
産
し
た
農
産
品

を
新
し
い
市
場
へ
搬
入
す
る
な

ど
地
域
の
交
易
活
性
化
が
促
進

さ
れ
る
。

 

「
タ
」
国

G
D

P
の
約

50
%
は
農

業
セ
ク
タ
ー
で
あ
り
、
全
就
労
人

口
の
約

90
%
が
農
業
に
従
事
し

て
い
る
。
こ
の
た
め
、
「
タ
」
国

政
府
は
農
業
の
生
産
性
を
向
上

す
べ
く
、
穀
物
・
家
畜
病
の
研
究
、

マ
ー
ケ
ッ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
の

向
上
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
等
を
進
め

る
必
要
が
あ
る
。

 

他
地
域
に
比
較
し
て
生
産
が
低
い

南
部
地
域
の
農
業
生
産
性
が
向
上

す
る
。
マ
ラ
ウ
イ
な
ど
南
部
地
域

に
近
い
周
辺
国
へ
の
輸
出
が
促
進

す
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
地
域
の
主
要
農
作

物
は
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
で
あ
る
が
、
現
在

ア
ク
セ
ス
網
の
不
備
等
の
理
由
に
よ
り
、

収
穫
物
の
半
分
程
度
し
か
換
金
で
き
て

い
な
い
。

 
早
急
な
道
路
整
備
が
必
要
と
さ
れ
て
い

る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
カ
シ

ュ
ー
ナ
ッ
ツ
の
運
搬
が
容
易
に
な

り
農
民
の
収
入
向
上
に
つ
な
が
る
。

 

 
 
 
特
に
ニ
ー
ズ
が
高
い
と
思
わ
れ
る
項
目
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ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
周
辺
国
レ
ベ
ル

 
国
家
レ
ベ
ル

 
地
域
レ
ベ
ル

 
N

o 
項
目

 

現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 

6 
漁
業
開
発

 
重
要
な
課
題
で
は
あ
る

が
緊
急
性
は
高
く
な

い
。

 

マ
ラ
ウ
イ
と
「
タ
」
国
の
ア
ク

セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
ニ
ア

サ
湖
等
で
収
穫
さ
れ
た
産
物
を

タ
ン
ザ
ニ
ア
の
市
場
へ
搬
入
す

る
な
ど
両
国
の
交
易
活
性
化
が

促
進
さ
れ
る
。

 

「
タ
」
国
で
は
戦
略
的
に
漁
業
開

発
を
進
め
る
構
想
を
有
し
て
い

な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
民

間
投
資
を
呼
び
込
み
ポ
テ
ン
シ
ャ

ル
が
高
い
イ
ン
ド
洋
や
ニ
ア
サ
湖

の
漁
業
開
発
が
促
進
さ
れ
る
。

 

南
部
地
域
は
リ
ン
デ
ィ
州
及
び
ム
ト
ワ

ラ
州
が
イ
ン
ド
洋
と
接
し
、
ま
た
、
ル
ブ

マ
州
、
イ
リ
ン
ガ
州
及
び
ム
ベ
ヤ
州
が
ニ

ア
サ
湖
に
面
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
漁
業

資
源
が
期
待
さ
れ
る
も
の
の
、
小
規
模
な

漁
に
留
ま
っ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
市
場

へ
の
流
通
量
が
増
加
す
る
。
資
本
流

入
に
よ
り
業
態
の
改
善
効
果
が
発

生
す
る
。

 

7 
工
業
開
発

 
重
要
な
課
題
で
は
あ
る

が
緊
急
性
は
高
く
な

い
。

 

マ
ラ
ウ
イ
と
「
タ
」
国
の
ア
ク

セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
「
タ
」

国
側
で
生
産
し
た
工
業
製
品
・

日
用
雑
貨
を
マ
ラ
ウ
イ
の
市
場

へ
搬
入
す
る
な
ど
両
国
の
交
易

活
性
化
が
促
進
さ
れ
る
。

 

20
02
年
に
は
、
「
輸
出
加
工
法
」

が
制
定
さ
れ
輸
出
貿
易
の
振
興

及
び
海
外
直
接
投
資
（

FD
I）
を

呼
び
込
む
た
め
の
ダ
ル
エ
ス
サ

ラ
ー
ム
等
に
「
輸
出
加
工
区

（
EP

Z）
」
が
作
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
南
岸
道
路
及
び
ム
ト

ワ
ラ
港
接
続
道
路
に
お
い
て
企

業
誘
致
を
促
進
さ
せ
る
た
め
の

イ
ン
フ
ラ
整
備
が
必
要
と
さ
れ

て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
立

地
条
件
を
生
か
し
、
南
部
地
域
周

辺
国
へ
の
工
業
製
品
輸
出
が
促
進

さ
れ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
地
域
は
、
農
産
品
及

び
魚
関
連
の
加
工
業
が
主
な
製
造
業
で

あ
る
。
こ
の
他
に
革
製
品
、
木
工
製
品
、

石
鹸
、
飲
料
（
酒
、
水
、
ソ
フ
ト
ド
リ
ン

ク
）
等
の
産
業
が
存
在
す
る
が
、
国
内
マ

ー
ケ
ッ
ト
を
対
象
と
し
た
零
細
企
業
で

あ
る
。
貴
重
な
外
貨
獲
得
の
収
入
源
で
あ

る
カ
シ
ュ
ー
ナ
ッ
ツ
に
つ
い
て
は
、
未
加

工
（
生
）
の
ま
ま
主
に
イ
ン
ド
に
向
け
て

ム
ト
ワ
ラ
港
か
ら
輸
出
し
、
イ
ン
ド
に
て

製
造
・
加
工
を
し
て
お
り
、
未
加
工
輸
出

の
現
状
は
大
き
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

 ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
市
場

へ
の
流
通
が
促
進
さ
れ
る
。

EP
Z
へ

の
投
資
が
増
加
し
工
業
化
が
進
み

地
域
の
経
済
活
性
に
つ
な
が
る
。

 

8 
運
輸
施
設
整
備

 

緊
急
を
要
す
る
重
要
課

題
で
あ
る
が
整
備
が
十

分
で
は
な
い
。
例
え
ば
、

ニ
ア
サ
湖
に
面
す
る
マ

ン
ダ
港
は
内
陸
国
マ
ラ

ウ
イ
に
と
っ
て
重
要
な

基
礎
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る

が
、
貨
物
の
運
搬
施
設

も
無
く
、
木
製
の
桟
橋

も
壊
れ
た
間
修
理
さ
れ

て
い
な
い
。
貨
物
船
は

民
営
会
社
の

IL
A

LA
号

一
隻
の
み
が
運
航
し
て

い
る
状
態
で
あ
る
。
早

急
な
改
善
が
望
ま
れ
て

い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
地

域
の
他
分
野
へ
の
波
及
効
果
が

高
ま
る
。

 

道
路
セ
ク
タ
ー
計
画

（
10

Y-
R

SD
P）
等
で
推
進
す
べ

き
重
要
な
道
路
案
件
の
一
つ
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
お
り
、
未

舗
装
道
路
の
早
急
な
舗
装
化
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
確
保
に
よ
り
他
分

野
へ
の
波
及
効
果
、
お
よ
び
本
道

路
へ
接
続
す
る
準
幹
線
道
路
の
整

備
が
促
進
さ
れ
る
。

 

現
在
、
マ
サ
シ

-ト
ン
ド
ウ
ル
間
の
バ
ス

料
金
は

6,
00

0
シ
リ
ン
グ
（
約

60
0
円
）

で
あ
り
、
同
距
離
の
ダ
ル
エ
ス
サ
ラ
ー
ム

-モ
ロ
ゴ
ロ

2,
50

0
シ
リ
ン
グ
（
約

25
0

円
）
と
比
較
し
て

2.
5
倍
近
い
額
で
あ
る
。

所
要
時
間
は
乾
季
で

6
時
間
、
雨
季
は

10
時
間
か
か
る
。
当
然
燃
料
費
や
車
両

の
回
転
率
も
悪
く
な
り
高
コ
ス
ト
に
反

映
さ
れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
移
動

時
間
の
短
縮
、
輸
送
コ
ス
ト
の
削
減

な
ど
大
き
な
効
果
が
期
待
で
き
る
。

ま
た
輸
送
貨
物
の
増
加
に
伴
い
ム

ト
ワ
ラ
港
の
整
備
な
ど
交
通
拠
点

の
整
備
も
促
進
さ
れ
る
。

 

9 
通
信
施
設
整
備

 

  特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 
M

tD
C
開
発
に
よ
り
地
域
の
通

信
施
設
整
備
を
進
め
ら
れ
る
。

 

民
間
主
体
の
携
帯
電
話
が
普
及

し
て
き
て
お
り
、
全
国
レ
ベ
ル
の

通
信
網
整
備
の
観
点
か
ら
、
地
上

線
電
話
の
整
備
も
必
要
と
さ
れ

て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
南

部
地
域
に
お
け
る
通
信
網
整
備
が

促
進
さ
れ
る
。
併
せ
て
携
帯
電
話

の
中
継
基
地
が
整
備
さ
れ
、
携
帯

電
話
の
交
信
エ
リ
ア
が
拡
大
す

る
。

 

同
地
域
の
通
信
イ
ン
フ
ラ
は
、
「
タ
」
国

で
最
も
整
備
が
遅
れ
て
い
る
。
唯
一
ダ
ル

エ
ス
サ
ラ
ー
ム
と
リ
ン
デ
ィ
、
ム
ト
ワ
ラ

間
に

12
0
回
線
あ
る
の
み
で
あ
り
、
早
急

な
通
信
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
が
必
要
と
さ

れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
沿
道

の
電
話
通
信
網
の
整
備
や
携
帯
電

話
の
中
継
基
地
の
建
設
が
行
わ
れ
、

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
が
増
加
す

る
。

 

 
 
 
特
に
ニ
ー
ズ
が
高
い
と
思
わ
れ
る
項
目
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64

ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
周
辺
国
レ
ベ
ル

 
国
家
レ
ベ
ル

 
地
域
レ
ベ
ル

 
N

o 
項
目

 

現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 

10
 
都
市
、
農
村
基
盤
整
備

    特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 
M

tD
C
の
開
発
に
よ
り
地
域
の

都
市
･
農
村
の
基
盤
整
備
が
進

め
ら
れ
る
。

 

事
業
予
算
の
影
響
に
よ
り
基
盤

整
備
が
進
展
し
て
い
な
い
が
、
都

市
･
農
村
部
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

に
基
づ
く
事
業
実
施
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
っ
て
南
部
地

域
の
都
市
･
農
村
の
基
盤
整
備
が

促
進
さ
れ
る
。

 

住
民
か
ら
の
期
待
は
高
い
も
の
の
事
業

予
算
が
乏
し
く
対
象
地
域
の
農
村
部
に

お
け
る
社
会
基
盤
の
整
備
は
進
展
し
て

い
な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
社
会

基
盤
全
般
の
整
備
が
促
進
さ
れ
る
。

 

11
 
観
光
開
発

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
の
確
保
に
よ
り
観
光

客
を
呼
び
込
み
、
他
地
域
か
ら

の
投
資
等
に
よ
る
地
域
の
観
光

開
発
が
促
進
さ
れ
る
。

 

観
光
業
は
、
当
国
の

G
D

P
の
約

17
%
を
占
め
、
収
益
の
半
分
が
国

庫
収
入
、
ま
た
、

4
万
人
近
い
雇

用
が
あ
る
一
大
産
業
と
な
っ
て

い
る
。
南
部
地
域
全
体
で
も
観
光

資
源
が
点
在
し
て
お
り
、
こ
れ
ら

の
総
合
的
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は

高
い
と
評
価
さ
れ
て
お
り
、
国
レ

ベ
ル
で
の
観
光
開
発
が
必
要
と

さ
れ
て
い
る
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
っ
て
南
部
地

域
の
観
光
開
発
が
促
進
さ
れ
る
。

 北
部
と
比
較
し
、
南
部
地
域
は
知
名
度
に

欠
け
て
い
る
。
し
か
し
「

N
at

io
na

l 
To

ur
is

m
 P

ol
ic

y 」
に
お
い
て
は
、
南
部

地
域
の
観
光
資
源
を
「

Th
e 

So
ut

he
rn

 
To

ur
is

t C
irc

ui
t 」
と
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
と

日
本
が
協
力
し
て
遺
跡
保
存
に
あ
た
っ

て
い
る
「
キ
ル
ワ
、
ソ
ン
ゴ
ム
ナ
ラ
遺
跡

（
世
界
文
化
遺
産
）」
、
ア
フ
リ
カ
最
大
の

面
積
を
誇
る
「
セ
ル
ー
動
物
保
護
区
（
世

界
自
然
遺
産
）
」
等
の
観
光
資
源
を
生
か

す
試
み
が
な
さ
れ
る
な
ど

M
tD

C
レ
ベ

ル
で
の
観
光
開
発
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
セ
ル

ー
、
ル
ク
イ
カ
・
ル
ム
ス
レ
等
ゲ
ー

ム
リ
ザ
ー
ブ
へ
の
観
光
客
が
増
加

す
る
。
そ
れ
に
応
じ
リ
ゾ
ー
ト
ホ
テ

ル
の
建
設
が
進
み
、
地
域
全
体
の
観

光
関
連
産
業
が
活
性
化
す
る
。

 

社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト

 

1 
社
会
組
織
（
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
開
発
）

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
社

会
組
織
の
活
性
化
が
促
進
さ
れ

る
。

 

需
要
は
あ
る
が
社
会
組
織
を
活

性
化
す
る
た
め
の
特
別
な
方
策

は
策
定
し
て
い
な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
社
会

組
織
の
活
性
化
が
促
進
さ
れ
る
。

 ア
ク
セ
ス
網
の
未
整
備
に
よ
り
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
対
象
地
区
に
お
け
る
開
発
が
進

ま
ず
、
社
会
組
織
が
活
性
化
し
て
い
な

い
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
社
会
基
盤
の

整
備
と
そ
れ
に
伴
う
社
会
組
織
の

活
性
化
が
促
進
さ
れ
る
。

 

2 
貧
困
削
減

 
重
要
な
課
題
で
は
あ
る

が
緊
急
性
は
そ
れ
ほ
ど

高
く
な
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、

農
産
品
を
市
場
へ
搬
入
す
る
な

ど
販
売
網
の
拡
大
に
よ
り
地
域

の
所
得
の
向
上
が
促
進
さ
れ

る
。

 

国
家
計
画
で
あ
る
「
貧
困
削
減
戦

略
（

N
SG

R
P）
」
に
お
け
る
「
戦

略
の
た
め
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク

構
築
」
方
策
の
一
つ
と
し
て
位
置

付
け
ら
れ
て
お
り
、

M
tD

C
の
整

備
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
全
国

的
に
開
発
が
遅
れ
て
い
る
南
部
地

域
の
貧
困
が
削
減
さ
れ
る
。

 

同
地
域
の

1
人
当
た
り
の

G
D

P
は

16
5$
で
あ
り
、
全
国
の
平
均
値

26
6.

8$
の

2/
3
に
も
満
た
な
い
。
貧
困
削
減
は
同
地

域
の
大
き
な
課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
て

い
る
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
所
得
の
向
上

と
そ
れ
に
伴
い
貧
困
が
削
減
さ
れ

る
。

 

3 
ジ
ェ
ン
ダ
ー

 

    特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
地
域
の

ジ
ェ
ン
ダ
ー
活
動
の
活
性
化
が

図
ら
れ
る
。

 
各
国
ド
ナ
ー
の
活
動
に
よ
り
ジ

ェ
ン
ダ
ー
に
関
す
る
支
援
活
動

が
行
わ
れ
て
い
る
。

 
た
だ
し
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
活
動
は
必

ず
し
も
国
民
に
幅
広
く
支
持
さ

れ
て
い
る
状
況
で
は
な
い
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
様
々
な
組

織
の
活
動
や
情
報
流
通
に
よ
り
ジ

ェ
ン
ダ
ー
活
動
の
活
性
化
が
促
進

さ
れ
る
。

 

水
汲
み
は
女
性
の
仕
事
で
あ
り
、
給
水
地

点
へ
の
容
易
な
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
確

保
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

 

給
水
地
点
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
改
善

さ
れ
る
ほ
か
、
水
道
施
設
が
農
村
部

に
敷
設
さ
れ
や
す
く
女
性
の
仕
事

が
軽
減
さ
れ
る
。

M
tD

C
の
開
発
に

よ
り
ジ
ェ
ン
ダ
ー
活
動
が
活
性
化

す
る
。

 

 
 
 
特
に
ニ
ー
ズ
が
高
い
と
思
わ
れ
る
項
目
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ム
ト
ワ
ラ
開
発
回
廊
周
辺
国
レ
ベ
ル

 
国
家
レ
ベ
ル

 
地
域
レ
ベ
ル

 
N

o 
項
目

 

現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 
現
存
す
る
ニ
ー
ズ

 
期
待
さ
れ
る
成
果

 

4 
教
育

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

将
来
的
に
は

M
tD

C
の
開
発
に

よ
り
地
域
を
活
性
化
さ
せ
、
教

育
レ
ベ
ル
を
向
上
さ
せ
た
い
。

 

各
村

1
校
の
小
学
校
の
配
置
や

経
費
の
無
料
化
を
行
う
な
ど
重

点
施
策
と
し
て
教
育
活
動
が
行

わ
れ
て
い
る
。
現
在
、
教
育
施
設

の
充
実
と
教
員
、
カ
リ
ュ
キ
ュ
ラ

ム
の
質
を
向
上
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
地
域
を
活

性
化
さ
せ
、
教
育
水
準
が
低
い
南

部
地
域
の
レ
ベ
ル
が
向
上
す
る
。

 開
発
の
遅
れ
た
南
部
地
区
へ
は
教
員
志

望
者
が
少
な
く
、
全
国
共
通
テ
ス
ト
の
成

績
等
、
南
部
の
教
育
水
準
は
低
い
。
ま
た

ア
ク
セ
ス
の
不
備
か
ら
学
校
へ
の
通
学

が
困
難
で
あ
る
。

 

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
教
員
志
望
者

も
増
加
し
、
教
育
水
準
が
上
が
る
。

通
学
が
容
易
に
な
る
。

 

5 
文
化
遺
産

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 
特
に
大
き
な
変
化
は
想
定
で
き

な
い
。

 

南
部
の
キ
ル
ワ
か
ら
ル
ブ
マ
川

沿
い
、
セ
ル
ー
を
含
む
点
在
す
る

G
R
全
体
の
観
光
開
発
が
検
討
さ

れ
て
お
り
、
キ
シ
ワ
ニ
島
の
グ
レ

ー
ト
モ
ス
ク
に
関
連
す
る
イ
ン

フ
ラ
整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

 M
tD

C
の
開
発
に
よ
り
世
界
文
化

遺
産
を
観
光
資
源
と
し
た
観
光
関

連
産
業
が
活
性
化
す
る
。

 

キ
ル
ワ
の
遺
跡
群
の
除
け
ば
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
対
象
地
域
に
は
注
目
す
べ
き
文
化

遺
産
は
存
在
せ
ず
、
現
在
は
大
き
な
需
要

が
発
生
し
て
い
な
い
。

 

将
来
的
に
は

M
tD

C
の
開
発
に
よ
り

観
光
客
が
増
加
し
、
黒
檀
木
彫
り
や

テ
ィ
ン
ガ
テ
ィ
ン
ガ
絵
画
な
ど
文

化
財
保
全
を
行
う
文
化
セ
ン
タ
ー

等
が
建
設
さ
れ
る
。

 

6 
地
域
格
差
是
正

 

重
要
な
課
題
と
し
て
認

識
さ
れ
て
い
る
が
緊
急

性
は
そ
れ
ほ
ど
高
く
な

い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、

農
産
品
を
市
場
へ
搬
入
す
る
な

ど
地
域
の
所
得
の
向
上
が
期
待

さ
れ
、
所
得
格
差
が
あ
る
地
域

の
格
差
是
正
を
図
り
た
い
。

 

現
存
ダ
ル
エ
ス
サ
ラ
ー
ム
な
ど

大
都
市
と
地
方
の
所
得
格
差
が

広
が
っ
て
お
り
、

N
SG

R
P
に
お

け
る
「
戦
略
の
た
め
の
フ
レ
ー
ム

ワ
ー
ク
構
築
」
方
策
の
一
つ
と
し

て
位
置
付
け
ら
れ
て
お
り
、

M
tD

C
の
整
備
が
必
要
と
さ
れ
て

い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
南
部

地
域
を
活
性
化
さ
せ
、
国
土
の
均

衡
の
あ
る
発
展
が
促
進
さ
れ
る
。

 農
業
生
産
が
地
域
に
お
け
る
生
産
の

8
割
を
占
め
る
当
該
地
域
で
は
ア
ク
セ
ス

等
の
改
善
に
よ
り
農
業
生
産
性
を
向
上

さ
せ
る
こ
と
が
地
域
格
差
是
正
の
大
き

な
課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
農
業

所
得
等
が
増
え
の
発
展
と
他
地
域

と
の
格
差
是
正
に
寄
与
す
る
。

 

7 
公
衆
衛
生
／
医
療

 
特
に
大
き
な
需
要
は
発

生
し
て
い
な
い
。

 

将
来
的
に
は
ア
ク
セ
ス
網
の
整

備
に
よ
り
地
域
の
公
衆
衛
生
レ

ベ
ル
を
向
上
さ
せ
た
い
。

 
全
国
的
に
医
療
施
設
や
医
者
数

が
少
な
く
公
衆
衛
生
、
医
療
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
は
大
き
な
問
題
で

あ
り
、
ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
の
必

要
性
は
高
い
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
、
特

に
公
衆
衛
生
、
医
療
事
情
が
悪
い

南
部
地
域
の
医
療
サ
ー
ビ
ス
水
準

が
向
上
す
る
。

 

南
部
地
域
の
医
療
事
情
は
悪
い
。
リ
ン
デ

ィ
州
の
過
去

4
週
間
以
内
に
病
気
が
発

生
し
た
人
で
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た

割
合
は

47
%
と
全
国
ワ
ー
ス
ト

2
位
（
全

国
平
均

69
%
）
。
開
発
遅
れ
た
南
部
地
域

で
は
医
師
の
配
属
希
望
者
が
少
な
い
こ

と
お
よ
び
ア
ク
セ
ス
の
不
備
が
大
き
な

問
題
と
な
っ
て
い
る
。

 

ア
ク
セ
ス
網
の
整
備
に
よ
り
衛
生

的
な
水
の
確
保
図
ら
れ
る
。
病
院
へ

の
移
動
時
間
が
短
縮
さ
れ
る
（
現

在
、
診
療
所
は
約

20
km
に

1
箇
所

程
度
設
置
さ
れ
て
い
る
）
。

 

 
 

 

 
 
 
 
特
に
ニ
ー
ズ
が
高
い
と
思
わ
れ
る
項
目
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5-2 無償資金協力としてのプロジェクトの妥当性 

5-1 の現存するニーズと期待される成果に係わる項目整理を踏まえて整理した本プロジェクト

を実施による裨益発生項目を改めて示すと次のとおりとなる。 

(1)  経済的インパクト項目（経済的な便益） 

① 雇用の発生（農業収穫時期以外の就業機会の増加） 

② 資源開発（鉱山開発）、農業開発（カシューナッツ） 

③ 運輸施設整備（移動交通時間の削減、輸送コストの削減等） 

(2)  社会インパクト項目（社会的な便益） 

① 貧困削減（所得向上） 

② 地域格差の是正（農業生産性の向上による） 

③ 公衆衛生／医療（病院等へのアクセス） 

本調査においては、既往調査や各種データのレビューおよび関係機関との協議、インタビュー

により、上項目の設定を行なった。これにより、「タ」国において地域格差のある南部地域、とり

わけ無電化、かつ給水施設が十分に整備されていない本調査対象地域にとっては、本プロジェク

トの導入により就業機会の発生といった経済的な便益のみならず、給水施設、病院、小・中学校、

買い物などのアクセスの改善や、農作物運送ルートの短縮など社会的便益に対する直接的な事業

効果が発現する可能性がある。さらに、本プロジェクトの実施により、各種産業の活性化や、そ

れに伴う地域格差是正など間接的な便益／波及効果が発生する可能性がある。 
 

5-3 無償資金協力実施上の留意事項 

(1) 道路・橋梁計画に係る留意事項 

道路・橋梁計画上の留意事項に関しては特に以下の事項が指摘される。 

  交通量 

今回の短期的な交通量の調査結果に基づく分析では、F/Sにおける 2003年現在交通量と比

較すると 2005年現在交通量は 2.6倍にもなっており、しかも現在の伸び率は F/Sで大幅に

増えると予測している伸び率とほぼ同程度になっている。したがって、今後予定される調

査においては、現在交通量の調査、ムトワラ開発回廊計画による周辺国やタンザニア国内

の誘開発交通量の増加分を詳細調査する必要がある。 

 

  道路線形 

対象道路の線形は全般的に良好であるが、全線の 15％の区間は丘陵地や山岳地であり設

計速度が低下する。しかしこれら区間のうち 2地区においては野生生物回廊が道路を横断

しているため、速度制限のためにも設計速度の低下する現在の線形を維持することが望ま

しい。さらにその他の山岳地、丘陵地、集落通過区間等においても、建設コスト低減や交

通安全のためにも線形改良をせずに現況線形をほぼ踏襲した計画立案が望ましい。さらに
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全区間に渡って現道の道路用地は幅 45m で確定していることからも、沿道家屋への影響

を最小限とするための現同用地及び現道線形を尊重した線形設計が望まれる。 

  舗装設計 

F/Sにおける路床強度試験サンプリングが少ないことより、更なる調査が必要である。ま

た、黒綿土の可能性のある区間は注意が必要である。さらに誘開発交通量や、設計期間の

問題を整理する必要がある。 

また、完成後の維持管理が容易でしかも初期投資が少ない表層形式が望まれる。上層路盤

や下層路盤の設計に当たっては、現地発生材を最大限活用することが、建設費用削減のた

めに必要である。 

  橋梁設計 

F/Sで提言される新設橋梁に設計に当たっては、タンザニアの設計方法、洪水分析方法さ

らに誘開発交通量の荷重分析に基づき安全で安価な橋梁形式を選定する必要がある。 

(2) 調達事情、建設コスト、施工にかかる留意事項 

当プロジェクトエリアには現在電力供給された地区、電話（ランドライン、携帯）が可能

な地区、さらには上水道が供給された地区は、マサシとトゥンドゥルのみである。また、そ

の他の社会行政サービスも同様である。したがって、本プロジェクトの工事事務所は、ムト

ワラから舗装道路で連結されたマサシに置くことを提言する。さらに工事計画に当たっては

以下への配慮が必要である。 

  本道路沿線には良質土を採取できる土取場が多く分布するものの、コンクリート用骨材や

アスファルト用骨材の岩山はマサシより約 100km地点に限定される他、この岩山において

は骨材生産が行われていないためクラッシャープラントでの生産が必要である。土取場は

工事終了後、整形し、地域の生活用水のための溜池として活用することが望まれる。 

  アスファルト及びコンクリートプラント等の機器・設備もプロジェクトエリアには無いた

め、タンザニア国内での調達若しくは国外からの調達が必要である。 

  工事用車両や資材の調達搬入に当たっては、基本的にタンザニア国内での調達が望ましい。

現場への搬入は、陸路若しくは海路で、ムトワラ経由マサシが考えられる。ムトワラ港の

水深は 9m以上あるものの水路形状のため船舶長が 200m弱と制限される他、コンテナーリ

フト制限のため 20フィートコンテナーとなる。 

  現道工事中、交通供用のため及び工事用重量車の通行のためにグラベル舗装された迂回路

建設が必要である。迂回路は道路用地内に建設し、工事終了後は地域の歩道、自転車、生

活道路として活用することが、幹線国道への各家屋からの直接アクセスを制限し、交通安

全に寄与することから工事計画において配慮が必要である。 

 

上述した各種対策をとることで、建設コストの削減を目指すものの、全線が約 192km と
長いため多額の費用が必要となる。このため、財源的制約もあるところから、全線を 3つ程
度の区間に分割し、優先度の高い区間から順次、あるいは最も優先度の高い区間に限定して

道路整備を実施することも方策の一つとして考えられる。（図 5-2-1参照） 
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図 5-2-1 優先区間図 

 

【優先第 1区間】 

事業実施の優先度が最も高い区間としては、マサシから 54km にあるマンガッカまでの区間

が挙げられる。この理由は、ユニティ橋と本道路へのアクセス道路の建設が 2005 年末と 2006

年より開始され 3 ヵ年程度で完成する計画であるところから、受け手である本道路の当該区間

の建設を先行する必要があるためである。本区間には一般的な道路建設の他、F/Sで提言してい

る全線で 22橋の橋梁新設の内、橋長 30mの橋梁が 4橋と橋長 15ｍ以下の橋梁が 8橋存在する

他、CBR3 未満の盛土区間が 7km 程度存在している。なお、ユニティ橋の本道路へのアクセス

道路は現在 2 本あり、マサシより 38km 地点のナンゴンバに連絡する道路は地形も急峻で建設

には多くの費用がかかることから、線形が比較的良いマンガッカアクセスルートが望まれる。

さらにこのマンガッカは、地域の中心的な集落であることから本道路建設に伴う波及効果も大

きいと思われる。 

【優先第 2区間】 

次に優先度の高い区間としては、マンガッカからムトワラ州の州境にあるルメスレ川の 3 橋

梁を含む 125km地点の地域の中心集落であるナカパーニャまでの 71km区間が挙げられる。こ

の区間には一般的な道路建設に加えて、橋長 30m以上の橋梁新設が 4橋と 24mが 2橋、その他

は 12m未満が 16橋ある他、CBR3未満の盛土区間が 15km程度存在する。 

【優先第 3区間】 

最後の優先度区間は、ナカパーニャから終点のトゥンドゥル（約 192km）までの 67km 区間

である、本区間は、橋長約 90m のムフウェシ川の橋梁と橋長 44m の１橋及び橋長 12m 未満 2

橋のみの新設があるほか、CBR3未満の盛土区間が 15km程度存在する。 
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(3) 環境社会配慮 

前述したとおり、現在のところ本プロジェクトは重大な影響は与えないと想定される。 

しかしながら、スコーピング表に示されたミティゲーション方策及び調査を実施すること

が必要である。 

特に住民移転への対応については、EIA の手続きの一環として住民移転計画策定を含め実

施機関（TANROADS）と共同で、県や村長と十分協議を行うことが肝要である。また、東側

野生生物回廊については、GTZ、UNDP、WWF 等の世界的な調査機関が注目しているため、

本地域のゲームリザーブを管轄するMNRTの管理事務所と共同で調査を進め、必要に応じて

前述の機関と情報交換を行うことが望ましい。 

また、マサシ-トゥンドゥル間道路の EIA 手続きは、ムトワラ-バンバベイ間道路の一部の

区間として、既に EIA手続きが開始されており、ドラフト EIAの作成まで終了している。そ

れ以降の手続き（EIAのファイナライズ）については、審査機関のコメントと TORに基づき

実施機関が行うこととなっている。通常は、実施機関がコンサルタントにそれら EIAに係る

調査を委託しとりまとめを行っている。これらの手続きの支援にあたっては、今後の協議や

予備調査等を通じて役割分担を明確にする必要がある。 

なお、「タ」国の NEMCから発行された本格 EIA報告書作成にあたっての TORについては

資料編に掲載した。（Detailed Design for the Masasi-Tunduru Road Section Terms of Reference for 

EIA） 
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MASASI District Pre-hearing Attendance List 

  
 

 
NO 

 
NAME 

 
POSITION 

 
ORGANISATION 

1 ALI  RUFUNGA District commissioner(DC) Masasi District 
2 NOEL  N. MAHYENGA District  Executive  Director 

(DED) 
Masasi District  
council 

3 MBWAMBO  J.  District  Natular  Resource 
officer 

Masasi  District  
council 

4 RODNEY  E. 
NGALAMBA  

District  game Reserve  
Officer 

Masasi  District  
council 

5 PESAMBILI   A.  
ANTONY 

Project  Manager Lukwika –
Lumesule Game 
Reserve 

6 RICHARD  BWIRE Assistant project  manager  Lukwika –
Lumesule  Game 
Reserve 

7 MR  HAVE District  Engineer-works Masasi District  
council 

8 JOSEPH  PENEZA TANROAD-manager –
Masasi –Tunduru  

TANROAD 

9 MS  MALYA   Landuse  planning officer Masasi  Town ship 
Authority 

10 AWAZ   KISAVO Administrative  secretary Masasi  District 
11 MR . SHIGELA  District  Land  

Development  officer 
Masasi  Distric  
Council 

12 KWITIMBA    MKULIA Division  officer Nanyumbu 
13 ISSA  I.   MBAYA Division officer Lisekese 
14 JOSEPH     KAZIBURE Ward  Executive Likokona 
15 HILLARY   N.   

LEMULA 
Ward  Executive  officer Lisekese 

16 HAMIS    
NAMPALAMALA 

Ward  Executive  officer Mikangaula 

17 ANDREA    
KASAWALA 

Ward  Executive  officer Masasi 

18 CHIPUTULA    R. 
CHIWAU 

Ward  Executive  officer Nangomba 

19 PETER   L.  MPEMBU  Ward  Executive  Lumesule 
20 FRANSIS  T.   MKUTI Division  officer Nakopi 
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21 NDUMBA  M.   
MILLANZI 

Village   chair person  Kilimanihewa -
Mangaka 

22 AHMAD    YAHAYA Village   chair person  Nangomba 
23 ABUNUAS   B.  

AHMAD 
Village  Executive Kilimani  hewa 

24 WALLE   P.   MLAPONI Village  Executive Nangomba 
25 HASHIMU  Y. 

CHIPANGULA 
Village  Executive Mangaka 

26 ALFANI  M.  
CHIKWENEMBE 

Village  Executive Ndwika   II 

27 LAIDA  H.   MILLANZI Village  Executive Mkapunda  
28 MAYASA   A.   MEMBE Village  Executive Lumesule  
29 RASHID   SIMONJE Village  Executive Chigweje 
30 JUMA   U.  LUDUVA Village  Executive Msinyasi  
31 KASIMU   A.   MINAPO Village  Executive Nandembo  
32 RASHID     NGWANGA Village  Executive Nangaramo  
33 HAMIS    ANTONY Village  Executive Nachihura 
34 JOSEPH   M.OMARI Village  Executive Michiga 
35 DICKSON   P.  

MWICHAHA 
Village  Executive Likokona 

36 DESTERIA R.  YONASI Village  Executive Mkomaindo 
37 SELEMANI   R  .EKONI Village  Executive m/mtapika 
38 IMANI    AJALIWAYE Village  Executive kilosa 
39 AMOUR  A.  

MASHARUTI  
Village  Executive Namatumbusi  

40 SELEMANI  S.    
OMARI 

Village  Executive Mikangaula  
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TUNDURU  District Pre-hearing Attendance List 
 

 
NO. 

 
NAME 

 
POSITION 

 
ORGANIZATION 

1 A  .S    MSHAMU  District  Executive  
Director  

Tunduru District 
Council  

2 SIGNIFRELD      MLOWE  District Adimn  Security  Tunduru District  
 
3 

 
D.  A      KOISHWA  

 
District  Game  reserve  

Tunduru District 
Council  

4 TANTAO    A . S   
TANTAO  

Mines  Officer  Tunduru District  

5 S.  A    LEOKAMWA  District  security  Officer  Tunduru  District  
6 S . Y .   MREMA   District  Engineers – 

Works  
Tunduru District 
Council  

7 M.M   MACHAGGA District Agriculture and 
Livestock Development 
Officer  

Tunduru District 
Council  

8 SALEHE   HEMEDI  District Land Development 
Officer  

Tunduru District  

9 NDAKI    STEPHANI   Administrate  Officer  Tunduru District  
10 HENRY  J.  MHELELA  District Natural Officer  Tunduru District 

Council  
11 A .  SHENDOLWA   District   planning  Officer Tunduru District 

Council 
12 MR.  NDOMONDO  Game  reserve  Officer  Tunduru District  
13 MAPENDANO  R. 

KASAMBULA  
Village  Executive Officer 
(VEO) 

Songambele  Mtonya  

14 CHIWALO   M.  
CHIWALO  

 Mtonya 

15 MOHAMED  S.  SENJELE  Word Executive  Officer 
(WEO)  

Mindu  

16 SAIDI   ABDALLA  VEO  Namiungo  
17 SHAABANI  H. OMARI  VEO Namakambale  
18 EDWARD  E. MBOCHO   WEO Nakapanya  
19 FADHILI   MOHAMEDI  VEO  Mkomela  
20 RASHIDI   Y.  MKULILE  VEO  Nakapanya  
21 SHAMSHIA  R.  

TIBEHIKIBWA  
VEO Sauti  Moja  

22 JOHN  G.   MWINGIRA   Division  Officer  Nakapanya  
23 MAISALA   KAZEMBE  WEO  East  Mlingoti  
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24 BIBIE   I.   MANDINYO  VEO  Muhuwesi  
25 HAMISI   S.   NASORO  VEO  Msagula  
26 ALI    KASISI  VEO  Sisi   kwa sisi  
27 RASHIDI   MAKAJULA  VEO Muhuwesi  
28 MUSTAFA    MCHOCHO  VEO  Majimaji  
29 JOHNSON    J.    

MATOLA  
VEO  Chingulungulu  
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Project formulation study for Masasi – Tunduru Road upgrading 
project in the United Republic of Tanzania  

 
Tunduru District pre-hearing meeting 05/August/2005   

 
Answers from participants attended pre hearing meeting at Tunduru are 
following.  
 
Basic information for project site  
 
1. Organization  

 - Administration Organization  
  Government-   United Republic of Tanzania 
  Region -        Ruvuma 

 District -        Tunduru 
 Ward -     Mindu, Nakapanya, East Mlinoti and Muhuwesi. 

Villages - Songambele, Mkowela, Mtonya , Namiungo, 
Namakambale, Nakapanya, Sauti moja, Msagula, 
Sisi kwa sisi, Muhuwesi, Maji maji  and 
Chingulungulu 

 
- Community organization along the road includes; 
 Mosques warehouses and police post at Nakapanya village office  at  
Sauti  moja and Muhuwezi village.   

 
2. Population  

- Total population for wards:  52,014 (people along the road)  
 

3. Community/Culture  
- Muslim and Christian  
- There are cements along the road at Songambele and Mtinya village.  
- Tribes – Yao, Makuwa,Ngoni, Makonde.  
- Yao and Makuwa are many compared with other tribes.  

 
4. Transport system  

- By vehcle  (Buses and lorries )  price  is  high. For example from 
Majimaji (35km) Tunduru the price is Tshs 2000/= instead. 

- Historical  natural  Disaster; 
 Flood along the rivers during rain seasons. (Lumesule, Muhuwesi, 

Namihungo, Majimaji) 
 
5. Agriculture products 
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- Cassava, vice, maize, cashew nut groundnuts, simsim and  regime 
- Liver stocks; 
 Cattle, sheep goat and chicken  
- Major activity is faming 
 

6. Wildlife 
- Species which can be seen of ten Mkowela village is Elephant. 

No elephant corridor between Mkowela and Tunduru town. 
 

Other opinions: 
1. When the project is started people along the Masasi – Tunduru road 

should be given priority for employment. 
  

2. Participatory methods should be used in solving any criticism that 
will occur during the implementation of the project. 

  
3. These should be clear explanation / understanding about the houses 

and other building that will be affected by the project. (Weather 
compensation or not). 
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Project Formulation Study for 
Masasi – Tundul Road Upgrading Project in the United Republic of Tanzania 

 

Appendix 1. Required Issues and Questionnaire 

Please provide us with the following information on the road or environmental sector in written form and 

with supporting materials by middle of August. 

1.  Administration and Policy 

Category Item 
Organization chart (All Ministries and relevant organizations) 
Current budget and past expenditure for 3years 
Mtwara Development Corridor Plan (MtDC) and its related plan 

- Other F/S Report related Mtwara Development Corridor  
10 Years Road Development Plan 

Central Government 

Recipient organization of foreign aid 
Organization chart and number of personnel by category and 
department 
Present budget and past 5 years expenditures by category  

Ministry of Industry and Trade, 
National Development Corporation, 
Ministry of Works,  

Functional demarcation on the project implementation  

2. Transport Sector 

Category Item 
National road map by category 
National road map by surface condition 

Road Network 

Project target road map 
Main bus terminals on the Project Target Road 
Bus route map on the Project Target Road 

Public Transport 

Statistic data of public transport on the Project Target Road 
Main ports 
Route map of vessel and ferry (Mbamba Bay in the Lake Niassa) 

Water Transport at Mtwara and 
Mamba bay 

Statistic data of water transport 
Main airport and air strip map 
Airline route map 

Air Transport along the Mtwara 

Statistic data of air transport 
Map of rail road network Railway 
Statistic data of rail road   

3.  Road Traffic 

Category Item 
Vehicle Ownership Number of vehicles registered by category for the last 10 years in 2 

regions (Mtwara and Ruvuma) and all nation 
Traffic volume by category on trunk road for the last 5 years, 
especially on the Project Target Road 

Traffic Data 

Result of origin-destination survey on the Project Target Road 
Law Law and regulation on traffic 
Traffic Accident Traffic accident data on the Project Target Road  
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4.  Road and Bridge 

Category Item 
10 years Road Development Plan (10YRDP) National/Regional Road 

Development Plan Integrated Road Program II (IRP2) 
Detailed road map in scale of 1:50,000 
List of all bridges along the Project Target Road with station number 
List of all rivers and creeks along the Project Target Road 
As-built drawings and related design reports of the Project Target Bridges 
Topographic data, including air photograph or satellite photograph 
Bench mark network (Control survey data) 
Geotechnical data 
Hydraulic data 
River improvement plans or studies 

Existing Bridges 
(refer to attached “Bridge 
Inventory”) 

Records of damages of bridges due to natural disaster such as flood 
Records of bridge repairs or rehabilitations Maintenance 
Organization chart, number of staff and budget for the maintenance of 
roads and bridges 

Design Criteria Design criteria, standard and guidelines of road and bridge of the related 
projects under AfDB, Kwait Bank 
List of available equipments, facilities and materials for construction of 
roads and bridges 

Construction Ability and Unit 
Cost 

Unit construction cost analysis of roads and bridges on existed/on-going 
road development projects  

5.  Environmental and Social Considerations 

Category Item 
National Environmental Action Plan 
Environmental guidelines (MOW) by Digital data 

Environmental Impact 
Assessment 

Environmental report concerning Project Target Road 
Land acquisition law 
Is there any reserve forest around the project area? 
Is there any area of fisheries rights around the project area? 

Land or Forest Law 

Is there any area with Water Rights around the project target area 
Endangered species list made by the Tanzania government 
What lists do you adopt to consider endangered species for EIA?  
(□ Red data list by IUCN*1, □ CITES – listed species*2) 

*1 IUCN :  International Union for Conservation of Nature and Natural 
Resources 

*2 CITES :  Convention on International Trade on Endangered Species 
of Wild Fauna and Flora Listed Species 

National park, Game reserve area and forest reserve map  
Vegetation map 
Land use map 

Environmental Data 

Environmental survey report in the project area (fauna, flora, water 
quality or Environmental state report) 
Especially documents and reports regarding Selous GR, Niassa GR and 
Selous – Niassa Wildlife Corridor by GTZ or WWF 
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Category Item 
Rain fall data in the project area 
Monthly rain fall for the past 5 years and annual rain fall for the past 10 
years 
Stream flow data of rivers in the Project Target Area 
Cultural heritage map 

 

Latest “Tanzania’s national atlas”  

6.  General information 

Please provide the following information on general issues in written form and with supporting materials. 

Category Item 
Gross domestic product by region 
Amount of import and export by product and gate by region 
Main agricultural, mineral and industrial production by region 
Inflation rate 
Employment data by region 
Result of household survey by region 

Socio Economic Data 

Data on tourism by region/game reserve 
Tax, duty and custom 
Forest, mining development, water laws 

Other 

Land ownership and land acquisition plan on the Project Target Road 
 

These are all our questions. 
We would like to undertake a next step analysis based on your answers to this questionnaire.  
We would appreciate very sincerely your collaboration in replying to us as soon as possible. 
Especially documents or maps with bold font are required for site-survey, please collect before 
first meeting in 18th July. 
We sincerely thank you for your kindest and most generous cooperation and support. 
 

 

JICA STUDY TEAM of Masasi-Tundul Road Upgrading Project 

Consultant Team Leader Hisashi MUTO / Japan Engineering Consultants CO., LTD.  
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 資料-5 EIAファイナライズに係る TOR 
 

Appendix - 39



 

Appendix - 40



Appendix - 41



Appendix - 42



Appendix - 43



Appendix - 44



Appendix - 45



Appendix - 46



Appendix - 47



Appendix - 48



Appendix - 49



Appendix - 50



Appendix - 51



Appendix - 52



Appendix - 53



 

Appendix - 54


	表紙
	調査対象位置図
	写真集
	略語集
	図表リスト
	目次
	第１章　調査の概要
	第２章　本プロジェクトの背景と位置付け
	２－１　調査対象地域の社会経済状況
	２－２　上位計画及び道路セクター計画における位置付け
	２－３　ムトワラ開発回廊の概要とそれを取り巻く環境

	第３章　プロジェクト実施機関及び道路セクター調査
	３－１　プロジェクト実施機関等の状況
	３－２　調査対象道路の現状

	第４章　環境社会配慮
	４－１　「タ」国の環境関連法及び本プロジェクトのEIA進捗状況
	４－２　初期環境調査結果の概要
	４－３　スクリーニング及びスコーピング結果
	４－４　特に配慮が必要な項目と対応方法

	第５章　まとめ－基本設計調査実施への提言等－
	５－１　プロジェクトの直接・間接的効果
	５－２　無償資金協力としてのプロジェクトの妥当性
	５－３　無償資金協力実施上の留意事項

	資料編
	資料１　要請書
	資料２　プレヒアリング結果
	資料３　収集資料一覧表
	資料４　クエスチョニア
	資料５　IEAファイナライズに係るTOR


